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Ⅰ 包括外部監査の概要 

第１  外部監査の種類 

   地方自治法第 252 条の 37 第１ 項に基づく 包括外部監査 

 

第２  選定し た特定の事件 

１  監査のテーマ 

公社等外郭団体の財務事務の執行及び事務の管理について 

 

２  テーマの選定理由 

平成 11 年度及び平成 12 年度に公社等の外郭団体に関し て包括外部監査のテーマに

なっている が、 その後 20 年近く 経過し 、 その間、 少子高齢化に伴う 人口の急激な減少、

東日本大震災等の自然災害の多発や原発事故及びコ ロ ナ禍等を 経て、 県民の価値観・

ニーズも 大き く 変化し 、 公社等外郭団体を取り 巻く 社会情勢・ 経済情勢は大き く 変化

し ている 。 ま た、 公の施設の管理に関し ては、 平成 15 年の地方自治法が改正によ り 指

定管理者制度が導入さ れ、 外郭団体以外でも 公の施設の管理運営を指定管理者と し て

実施する こ と が可能と なり 、 経済的競争にさ ら さ れる こ と になった。 さ ら に、 原発事

故から 12 年が経過し 、 福島県への復興関連補助金も 先細り が確実であり 、 県の財政も

厳し く なる こ と が予想さ れる 。  

こ のよ う な環境の中、 主に県から の出資金、 補助金、 委託料等によ り 運営さ れている

公社等の外郭団体については、 効率的な運営、 自立的な経営が今後よ り 一層必要と なる

こ と から 、 今回テーマと し て選定し た。  

 

３  監査の範囲 

令和３ 年度に執行し たも のを対象と する 。 ただし 、 関連し て必要がある と 認めたも

のについては、 こ れ以外の期間も 対象と する 。  

 

第３  外部監査の対象期間 

令和３ 年４ 月 1 日から 令和４ 年３ 月 31 日ま で 

 

第４  外部監査の実施期間 

   令和４ 年７ 月１ 日から 令和５ 年３ 月 31 日まで 

 

第５  外部監査の実施体制 

包括外部監査人 公 認 会 計 士 鈴 木 一 徳 

補 助 者 公 認 会 計 士 齋 藤 紀 朗 

補 助 者 公 認 会 計 士 須 賀 俊 一 
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補 助 者 公 認 会 計 士 只 森 健 一 

補 助 者 公認会計士・ 弁護士 村 上 芳 文 

補 助 者 公 認 会 計 士 伊 藤 真 大 

補 助 者 公 認 会 計 士 勝 田 博 之 

 

第６  外部監査の方法 

１  監査の視点 

( 1)  合規性（ 関連する 行政法規に違反し ていないか）  

( 2)  経済性（ 無駄なコ ス ト がかかっていないか）  

( 3)  有効性（ 目的と し た成果をあげている か）  

( 4)  効率性（ よ り 効果のでる 方法はないか）  

 

２  主な監査手続き  

( 1)  任意の団体３ 件を選定し 、 財務事務の執行及び事務の管理について、 関連資料の

閲覧・ 分析及び概要等のヒ アリ ングを実施し た。 ま た、 必要な場合には現地施設等

の視察を実施し た。  

( 2)  必要な場合、 上記任意の団体を 管轄する 県の担当課等に対し て、 関連資料の閲

覧・ 分析及び概要等のヒ アリ ングを実施し た。  

( 3)  その他業務についてヒ アリ ングを行い、 関連する 公表さ れている 資料を閲覧・ 分

析し た。  

 

 ３  指摘事項と 意見の基準 

  ( 1)  指摘事項の基準･･･現在の法令等に照ら し て違反、 社会通念に照ら し て不当と 監査

人が判断し た事項。  

  ( 2)  意 見 の 基 準･･･経済性、 効率性及び有効性の観点から 監査人が改善提案し た

事項。  

 

第７  利害関係 

   包括外部監査の対象と し た事件について、 包括外部監査人は地方自治法第 252 条の

29 の規定によ り 記載すべき 利害関係はない。  
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Ⅱ 指摘事項（ 監査の結果） と 意見 

公社等外郭団体の財務事務の執行及び事務の管理について監査を実施し た結果、 一部

指摘事項はある が関係法令等に基づき 、 概ね適正に執行さ れている と 認めら れた。  

指摘事項・ ・ ・ ・ 19 件 

意  見・ ・ ・ ・ 33 件 
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Ⅲ 総論 

第１  本県における 外郭団体の定義 

   外郭団体と は、 官公庁の組織の外にあり ながら 、 その官公庁から 出資・ 補助金を受

ける などし て補完的な業務を行う 団体のこ と と さ れている が、 法令等によ り 定義さ れ

ていない。  

   本県においては、 県行政の補完的な役割を担う 事業主体を公社等外郭団体と し てい

る が、 条例等において外郭団体を定義し ている も のはなく 、 後述する 「 公社等外郭団

体への関与等に関する 指針」（ 以下「 関与指針」 と いう 。） において対象と する 団体を

外郭団体と し て位置付けている 。  

 

第２  県における 外郭団体に関する こ れま での取組み 

外郭団体は、 県行政の補完的な役割を担う 事業主体であり 、 以前は、 県の財政的・

人的な支援等を通し た積極的な関与によ り 、 事業運営の適正化が図ら れてき た。 一方

で、 こ の積極的な関与によ り 、 外郭団体の主体性や自立性を阻害し 、 経営責任を不明

確にする 要因と なっており 、 平成 16 年度の地方自治法改正によ る 指定管理者制度の導

入をき っかけに、 民間団体と の公平な競争環境を整備する 観点から 、 関与の見直し を

図る こ と と し た。 そこ で、 平成 16 年 10 月に県と 外郭団体と の新たなパート ナーシッ

プの構築や外郭団体の主体的、 自立的な経営の促進を目的と し て、 関与指針を策定し 、

「 関与の限定化」 や「 事前の協議から 事後の点検評価への転換」 など の見直し に取組

んでき た。 さ ら に、 点検評価の結果、 見直し が必要と 判断し た外郭団体については、

「 公社等見直し に関する 実行計画」（ 以下「 実行計画」 と いう 。） を策定し 、 進捗状況

等を踏ま えた助言や指導などに取組んでき た。  

以上の外郭団体に関する 取組みは、 行財政改革の一環と し て位置付けら れて実施さ

れており 、 平成 15 年以降の行財政改革大綱等における 位置付けは以下のと おり である 。  

 

１  う つく し ま 行財政改革大綱（ 平成 15 年６ 月）  

「 う つく し ま 行財政改革大綱」 は以下の目的のため、 平成 15 年６ 月に策定さ れ、 平

成 15 年度～平成 17 年度の３ 年間を計画期間と し て策定さ れた。  

（ 策定の理由）  

新長期総合計画「 う つく し ま 21」 に掲げる 県づく り の理念に基づき 、 基本目標をよ り 効

果的、 効率的に達成し ていく ため、 以下のよ う な認識の下、 新たに「 う つく し ま 行財政

改革大綱」 を策定し 、 引き 続き 行財政改革に取組んでいき ま す。  

  地方分権改革は、 時代の大き な潮流と なっている 。 いま だ、 国と 地方の役割分担に

基づく 事務の再配分や税財源配分の課題が残さ れている も のの、 分権の趣旨を自ら

のも のと し 、 その実を上げる 「 実行の段階」 に移っている 。 こ う し た中、 分権型社

会にふさ わし い課題への対応能力と 行財政運営能力が求めら れている 。  

  急激に変化する 社会経済情勢に柔軟に対応でき る よ う 、 組織や職員の意識を 改革

し 、 県民に対する サービス の質的向上を図っていく こ と が求めら れている 。  

  国・ 地方を通じ た大幅な財源不足の中で、 国においては、 地方財政制度の構造を抜
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本的に転換する 検討がなさ れている など、 本県財政がこ れま でにも 増し て極めて厳

し い状況に直面する 事態が予想さ れる 。  

  こ れま での行財政改革の取組みにおいて、 新たな制度の導入などを行ってき たが、

こ れら について検証をし ながら 、 さ ら に深化さ せていく こ と が重要である 。  

（ 目標）  

行財政運営の枠組み（ パラ ダイ ム） の転換－分権型社会にふさ わし い行財政シス テムの

確立－ 

   本大綱における 具体的方策の一つと し て、「 外郭団体等の見直し 」 が掲げら れてお

り 、 以下のと おり と さ れている 。  

社会経済情勢の変化等を踏ま え、 公社等外郭団体、 県立病院事業、 企業局事業、 県立医

科大学医学部付属病院運営について、 抜本的な見直し を 行い、 具体的な改革を進めてい

き ま す。  

ア 公社等外郭団体の見直し  

 「 公社等見直し に関する 実行計画（ 平成 14 年度策定）」 に明示し た工程表に基づき 、

統廃合や業務化以前などを着実に実施し ていき ま す。  

なお、 平成 14 年度に策定さ れた「 公社等見直し に関する 実行計画」 の概要は以下の

と おり である 。  

1． 公社等外郭団体の統廃合 

 ～指導対象公社を 24 団体から 19 団体に（ △5 団体） ～ 

 （ △5 団体の内訳）  

  福島県住宅供給公社の廃止 

  （ 財） 物産プラ ザふく し ま と （ 財） 福島県観光開発公社の統合（ 平成 18 年度）  

  （ 社） 福島県総合緑化センタ ーと （ 財） 福島県都市公園協会の統合（ 平成 16 年

度）  

  （ 財） 福島県長寿社会推進機構の他団体（（ 社福） 福島県社会福祉協議会） と の統

合（ 平成 14 年度）  

  （ 社） 福島県畜産公社の他団体（（ 社） 福島県畜産振興協会） と の統合（ 平成 16

年度目途）  

2． 累積欠損金の縮減 

 ～総額 8 億 5 千万円の累積欠損金を 4 億 9 千万円ま で縮減～ 

  （ 財） 福島県観光開発公社→1 億 1 千万円（ 12 年度末） を 17 年度ま でに解消 

  （ 財） 福島県農業振興公社→6 億 2 千万円（ 13 年度末） を 18 年度までに 4 億 9 千

万円ま で縮減 

  （ 社） 福島県畜産公社→1 億 2 千万円（ 13 年度末） を 16 年度目途に解消 

3． 民間と の役割分担 

 ～「 民間ででき る こ と は民間へ」 の考え方の下に民間委託～ 

  県が（ 社） 福島県総合緑化センタ ーに委託し ている 緑地管理事業（ 1 億 5 千万円）

等を、 平成 20 年度ま でに民間へ委託 

  県が（ 財） 福島県建設技術センタ ー及び（ 財） 福島県下水道公社に委託し ている

設計等事業について、 平成 14 年度中に委託基準を策定 

（ その他）  

  県立社会福祉施設の管理運営委託の民間開放について平成 15 年度中に検討 

4． 長期借入金への対応 

 ～長期借入金に依存し ている （ 社） 福島県林業公社の分収林事業の枠組みについて、

方向性の打ち出し （ 平成 15 年度） ～ 

現在の長期借入金残高 421 億円 
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5． 県財政支出の縮減 

 ～（ 社福） 福島県社会福祉事業団の運営自立化によ る 収支差補填の解消など～ 

収支差補填分 12 億円を今後 10 年程度で解消 

6． 組織人員体制 

 ～事業縮小に伴う 組織人員体制の見直し ～ 

  （ 財） 福島県農業振興公社・（ 社） 福島県林業公社・（ 社） 福島県総合緑化センタ

ーなど 

  福島県土地開発公社（ 福島県道路公社と 管理部門の統合（ 平成 16 年度））  

 ～県内中小企業等の総合的な支援が可能と なる 組織体制の構築～ 

  （ 財） 福島県産業振興センタ ー 

7． 時代に対応し た事業展開等 

  観光と 一体と なったふる さ と 産品の戦略的 PR強化（（ 財） 物産プラ ザふく し ま ）  

  新たな時代に対応し たシンク タ ンク 機能の向上（ シンク タ ンク ふく し ま ）  

  青少年会館の利用率の向上（（ 財） 福島県青少年育成・ 男女共生推進機構）  

  長期保有地の早期処分（（ 財） 福島県農業振興公社）  

  あづま 総合運動公園の利用者数の向上（（ 財） 福島県都市公園協会）  

 

２  う つく し ま 行財政改革大綱（ 平成 18 年３ 月）  

   「 う つく し ま 行財政改革大綱」 は平成 18 年３ 月に「 行財政運営のパラ ダイ ムシフト

（ 枠組み転換） －住民基本の地方自治の実現に向けた行財政シス テムの確立－」 を基

本目標と し 、 計画期間を平成 18 年度～平成 22 年度の５ 年間と し て策定さ れた。  

   本大綱における 具体的な方策の一つと し て、「 公社等外郭団体と の新たなパート ナ

ーシッ プの構築」 が掲げら れており 、 以下のと おり と さ れている 。  

「 公社等外郭団体への関与等に関する 指針」（ 平成 16. 10 策定、 以下「 公社等関与指針」

と いう 。） に基づき 、 公社と 県と の新たなパート ナーシッ プの構築を 推進し ま す。 特

に、 指定管理者と なり 得る 公社等については、 指定手続き における 透明性の確保や県民

への説明責任の観点から 、 民間団体と の公平性の確保に向けた関係の構築を 徹底し ま

す。  

ま た、 点検評価の結果や指定管理者制度の導入状況など を 踏ま え、「 公社等外郭団体見

直し 実行計画」（ H14. 12 策定、 16. 12 修正、 18． 3 修正） に基づき 、 着実に見直し を進め

ま す。  

本大綱の取組状況（ 平成 23 年９ 月） において、 上記方策についての成果目標、 計画

期間における 具体的な取組み及び成果目標に対する 達成状況は以下のと おり と さ れて

いる 。  

成果目標 公社等への県職員派遣数： 平成 17 年度末現在の派遣数 197 名を平成 22

年度末ま でに 30％（ 約 60 名） 削減し ま す。  

（ 1） 指定管理者制度関係公社等については、 県職員派遣の見直し 等を

行い、 大半の施設で次回募集を行う 平成 20 年度ま でに、 他の民間団

体等の競争環境整備を重点的に進めま す。  

（ 2） 上記以外の公社等についても 、 実行計画等に基づき 、 県職員派遣

等の人的支援及び補助金等の財政的支援の見直し を行い、 主体的、

自立的な経営を促進し ま す。  

こ れま での具

体的な取組み 

○ 以下の取組みによ り 、 関与等指針の定着化を 図り 、 公社等の主体

的、 自立的な経営を促進し た。  
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  対象公社の定期的な「 点検評価」 の実施及び結果公表 

点検評価委員会も し く は総務部によ る 評価を実施し 、 評価結果

を公表 

  新公益法人制度への移行 

各公社の取組状況を確認し 、 適切な移行が諮ら れる よ う 助言 

○ 点検評価結果等を ふま え、「 公社等見直し に関する 実行計画」 の修

正等を行った。  

成果目標に対

する 達成状況 

平成 22 年度末ま でに、 派遣者数が、 成果目標である 30％削減（ 約▲60

名） を大幅に超える 削減（ ▲128 名） と なった。 特に指定管理者制度関

係公社については 75 名の削減を行い、 他の民間団体等と の競争環境整

備を進めたほか、 その他の公社等についても 、 実行計画等に基づき 主体

的・ 自立的な経営を促進し ており 、 成果目標を達成し ている 。  

 

３  復興・ 再生に向けた行財政運営方針（ 平成 24 年 10 月）  

   平成 23 年３ 月に発生し た東日本大震災及び原子力発電所事故によ る 被害を受けて、

本県では平成 23 年８ 月に「 福島県復興ビジョ ン」 を策定する と と も に、 同年 12 月に

「 福島県復興計画（ 第１ 次）」 を 策定し 、 ま た、 復興・ 再生に向けた当面の行財政運

営の基本的な考え方を「 復興・ 再生に向けた行財政運営方針」 と し て取り ま と めた。    

対象期間を概ね５ 年と し て、 復興・ 再生の状況等を踏ま え、 新たな行財政改革大綱

の策定について検討する こ と と さ れている 。  

   本方針においては、「 継続的な行財政改革への取組」 と し て、「 公社等外郭団体の見

直し など個別の行財政改革の課題については、 それぞれの計画の中で目標や期間を明

確にし 、 適切に進行管理を行いながら 継続的に取組んでいき ま す。」 と さ れている 。  

   本方針の取組状況の総括（ 平成 29 年６ 月） において、 取組状況については以下のと

おり と さ れている 。  

主な取組と 実績 公社等外郭団体の見直し  

県行政の補完的役割を担う 公社等外郭団体が、 震災や原子力発電所事

故下に置かれた社会・ 経済環境にあって、 県民の多様なニーズに更に

対応し たサービス を提供でき る よ う 、 公社等外郭団体への関与等に関

する 指針（ H16. 10 策定） に基づき 、 公社等本来の主体的、 自立的な経

営を促進する 視点から 前年度の実績に対する 点検評価を行いま し た。  

主な課題 復興・ 再生に重点を置き 、 柔軟な行財政運営を推進する 中でも 、 個別

の課題については、 簡素で効率的な行財政運営を目指し 、 取組を進め

る 必要があり ま す。  

今後の取組の 

方向性 

公社等外郭団体の見直し 、 企業局事業の見直し 、 県立病院の見直し 、

フ ァ シリ ティ マネジメ ント 等の個別の行財政改革の課題については、

今後と も 、 それぞれの計画の中で目標や期間を明確にし 、 適切な進行

管理の下、 継続的に取り 組みま す。  

 

４  復興・ 創生に向けた行財政運営方針（ 平成 29 年 10 月）  

   「 復興・ 創生に向けた行財政運営方針」 は、 平成 24 年 10 月策定の運営方針の考え

方を継承し て復興・ 創生に重点を置いた行財政運営を行う こ と し て平成 29 年 10 月に
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策定さ れ、 対象期間を令和 3 年度末ま でと し ている 。  

   本方針においても 引き 続き 、「 継続的な行財政改革への取組」 と し て、「 公社等外郭

団体の見直し など 個別の行財政改革の課題については、 それぞれの計画の中で目標や期

間を 明確にし 、 適切に進行管理を 行いながら 継続的に取組んでいき ま す。」 と さ れてい

る 。  

本方針の取組状況の総括（ 令和２ 年７ 月） において、 平成 24 年 10 月策定の運営方針

の取組状況と 同様以下のと おり と さ れている 。  

主な取組と 実績 ○公社等外郭団体の見直し  

県行政の補完的役割を担う 公社等外郭団体が、 震災や原子力発電所事

故下に置かれた社会・ 経済環境にあって、 県民の多様なニーズに更に

対応し たサービス を提供でき る よ う 、 公社等外郭団体への関与等に関

する 指針（ H16. 10 策定） に基づき 、 公社等本来の主体的、 自立的な経

営を促進する 視点から 前年度の実績に対する 点検評価を行いま し た。  

主な課題 復興・ 再生に重点を置き 、 柔軟な行財政運営を推進する 中でも 、 個別

の課題については、 簡素で効率的な行財政運営を目指し 、 取組を進め

る 必要があり ま す。  

今後の取組の 

方向性 

公社等外郭団体の見直し 、 企業局事業の見直し 、 県立病院の見直し 、

フ ァ シリ ティ マネジメ ント 等の個別の行財政改革の課題については、

今後と も 、 それぞれの計画の中で目標や期間を明確にし 、 適切な進行

管理の下、 継続的に取り 組みま す。  

 

５  福島県行財政改革プラ ン（ 令和４ 年３ 月）  

  「 福島県行財政改革プラ ン」 は、 令和４ 年３ 月に計画期間を令和４ 年度～令和７ 年

度の４ 年間と し て策定さ れた。 計画策定の背景及び基本目標は以下のと おり と さ れて

いる 。  

（ 今回の策定の背景）  

  現在、 震災から 10 年以上が経過し 、 復興・ 再生は着実に前進し ていま すが、 地域に

よ って復興の進度が大き く 異なる など 、 今後も 中長期的な対応が不可欠であり 、 引

き 続き 復興・ 再生を最優先に、 柔軟な行財政運営を進める 必要があり ま す。  

  ま た、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症や頻発化・ 激甚化する 自然災害、 デジタ ル変革

（ Ｄ Ｘ ）、 働き 方改革など 、 行財政運営に関する 新たな行政需要や大き な状況変化

も 発生し ていま す。  

  さ ら に、「 復興・ 創生に向けた行財政運営方針」（ 以下「 現運営方針」 と いう 。） は

取組ごと の目標を設定し ていないなど、 進行管理が困難と いった課題も あり ま す。  

  こ れら に的確に対応する ためには、 こ れま で積み重ねてき た行財政改革の成果を踏

ま える と と も に、 限り ある 財源や人的資源の確保、 捻出と 効果的な活用に向けて、

行財政運営の見直し を計画的に行っていく 必要があり ま す。  

  そのため、 次の３ 点を 踏ま えながら 、 新たに「 福島県行財政改革プラ ン 」（ 以下

「 行革プラ ン」 と いう 。） を策定し ま す。  

【 行革プラ ンの策定に向けて踏ま える 視点】  

①現運営方針と の継続性 

  震災から の復興・ 再生は今後も 中長期的な対応が不可欠である こ と から 、 現

運営方針と の継続性を確保し ま す。  

② 新たな行政需要等の反映 
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  新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症やデジタ ル変革（ Ｄ Ｘ ） など 、 新たな行政需要や

大き な状況変化を反映し ま す。  

③ 指標によ る 進行管理 

  進捗状況を客観的に把握する ための指標を設定し ま す。  

 

（ 基本目標）  

新し い総合計画が目指す「 ふく し ま の将来の姿」 の実現に向けた取組を支える と と も

に、 人口減少が進む中でも 行政サービス の維持・ 向上を 図る ため、 次の３ 本の柱によ り

行財政改革に向けた取組を進めま す。  

柱Ⅰ 東日本大震災・ 原子力災害から の復興・ 再生 

柱Ⅱ 多様な主体、 市町村等と の連携・ 協働 

柱Ⅲ 効果的・ 効率的で持続可能な行財政シス テムの確立 
 

 上記基本目標の「 柱Ⅲ 効果的・ 効率的で持続可能な行財政シス テムの確立」 の具体的

方策の一つと し て、「 公社等外郭団体及び第三セク タ ーの見直し 」 が掲げら れており 、 そ

の内容は以下のと おり と さ れている 。  

取組項目５  公社等外郭団体及び第三セク タ ーの見直し  

○ 公社等外郭団体（ 以下「 公社等」 と いう 。） 及び第三セク タ ーについては、「 公社等外

郭団体への関与等に関する 指針」 など に基づき 、 県の関与を 必要最小限にと ど める な

ど、 団体の自主的、 自立的な経営を促進し ま す。【 主な関係課室 行政経営課】  

＜取組内容＞ 

○ 公社等の見直し  

・  公社等の見直し については、 県出資団体のう ち、 県の関与の度合いが高い団体を対象

に策定し ている 「 公社等外郭団体見直し 実行計画」（ 令和３ 年度現在 18 団体が対象） の

進行管理を行う と と も に、 公社等の設立目的などを踏ま え、 必要に応じ 、 実行計画の見

直し や公社等の在り 方等について検討を行いま す。  

○ 第三セク タ ーの見直し  

・  第三セク タ ーの見直し については、 県の関与の度合いが高い団体を対象に策定し てい

る 「 第三セク タ ー見直し に関する 実行計画」（ 令和３ 年度現在８ 団体が対象） に基づく

各団体の取組を推進し ま す。  

＜成果目標＞ 

○ 「 公社等外郭団体見直し 実行計画」 及び「 第三セク タ ー見直し に関する 実行計画」 の

取組状況に係る 点検評価を行い、 対象団体の自主的、 自立的な経営を促進し ま す。  

ま た、 成果指標については以下のと おり と さ れている 。  

指標名 
基準値 

（ 基準年度）  

目標値 

（ 目標年度）  
指標の説明 目標値の考え方 

「 公社等外郭団

体見直し 実行計

画」 に基づく 点

検評価団体数 

18 団体 

（ R3 年度）  

基準値よ り も  

増加し ない 

（ 毎年度）  

「 公社等外郭団

体見直し 実行計

画」 に基づく 点

検評価団体数 

県の関与が必要

な団体が増加し

ないこ と を目指

し ま す。  
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第３  公社等外郭団体への関与等に関する 指針 

１  関与指針の内容 

   本県における 外郭団体についての取組みは、 上記のと おり 、 平成 16 年 10 月に策定

（ 最終改正 平成 31 年３ 月） し た関与指針に基づき 行われている 。  

   県関与の基本的考え方と し て、 県行政の補完的役割を担う 公社等が、 よ り 県民の多

様なニーズに対応し たサービス を提供でき る よ う 、 公社等本来の主体的、 自立的な経

営を 促進する ため、「 財政的関与」 及び「 人的関与」 の限定化を 図る など 、 県の関与

については必要最小限にと ど める と し ており 、 関与指針の内容は以下のと おり である 。  

Ⅰ 目的 

こ の指針は、 県行政の補完的役割を 担う 公社等外郭団体（ 以下「 公社等」 と いう 。）

が、 よ り 県民の多様なニーズに対応し たサービス を提供でき る よ う 、 公社等本来の主体

的、 自立的な経営を促進する ため、 県関与の基本的な事項等を定める こ と によ り 、 県と

公社等と の新たなパート ナーシッ プを構築し ていく こ と を目的と する 。  

 

Ⅱ 対象と する 公社等 

１  指針の対象公社等 

こ の指針では、 次の基準を 総合的に勘案し て決定し た、 別紙の公社等を 対象と す

る 。  

( 1)  設立の趣旨 

県行政の補完等の業務を行う も のである こ と 。  

( 2)  設立の経緯 

設立に当たっての県の関与の度合いが高いこ と 。  

( 3)  財政的関与の状況 

資本金、 基本金その他こ れら に準ずる も のに対する 県の出資、 出えん等の割合が

概ね２ ５ ％以上である こ と 。  

( 4)  人的関与の状況 

役職員への県職員の派遣がある こ と 。  

( 5)  その他 

こ の指針の適用が特に必要と 認めら れる こ と 。  

２  上記以外の公社等 

上記以外の公社等については、 次の関与の範囲内で、 必要に応じ て、 こ の指針の考

え方に基づき 、 助言等を行う 。  

( 1)  県の出資、 出えん等の状況 

( 2)  県の職員派遣の状況 

 

Ⅲ 新たなパート ナーシッ プ構築のための考え方 

公社等に対し ては、 関係する 法令、 条例、 規則等に基づく も ののほか、 次の「 県関与

の考え方」 及び「 助言等に当たっての考え方」 に基づき 、 必要に応じ て助言等を行う こ

と によ り 、 新たなパート ナーシッ プの構築を図る も のと する 。  

１  県関与の考え方 

( 1)  基本的な考え方 

こ れま での指導を目的と し た「 事前の協議」 から 、 公社等の主体的、 自立的な経

営の促進を基本と する 「 事後の点検評価」 へ転換する と と も に、「 財政的関与」 及

び「 人的関与」 の限定化を図る など、 県の関与については必要最小限にと どめる 。  

( 2)  県関与の取扱い等 
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上記「 基本的な考え方」 を踏ま え、 県関与については、 次のと おり 取り 扱う 。  

ア 財政的関与 

( ｱ)  基本的な対応 

県の補完的役割を担う 公社等と の役割分担の明確化を図り ながら 、 事業収入

の確保など によ る 公社等経営の自立化を促進する ため、 単なる 赤字補てんを 目

的と し たも のは行わないこ と を原則と する 。  

( ｲ)  具体的な対応 

ａ  出資金の出資等 

出資金、 出えん金等の出資等については、 公社等を通じ て実現し よ う と する

県行政の効率的かつ効果的な目的達成の可能性と と も に、 将来にわたる 財政的

負担が過大と なら ないこ と を十分精査し た上で、 真に必要な場合に限定する 。  

ｂ  補助金の交付等 

( a)  補助金その他こ れに類する も のの交付等については、 公社等の設立目的に

即し た事業であって、 真に必要なも のに限定する 。  

( b)  補助金等に役員報酬及び職員人件費が含ま れる 場合には、 事業の必要性等

を十分精査し 、 ま た、 県と 公社等と の役割分担、 経費負担等を 明確にし た

上で、 交付等を行う 。  

ただし 、 県派遣職員の人件費については、 県から の補助金支出の算定基礎

には含めない。 ま た、 役員及び職員（ ただし 職員については県退職職員に

限る 。） の退職金については、 補助金等のほか委託料など県から の支出の算

定基礎には含めない。  

( c)  貸付金の貸付けについては、 将来にわたる 事業の需要予測、 公社等の経営

見通し 等を十分精査し た上で、 真に必要な場合に限定する 。  

ｃ  債務の負担 

損失補償、 債務保証等の債務の負担については、 将来にわたる 事業の需要予

測、 公社等の経営見通し 、 県の財政的負担が過大と なら ないこ と 等を十分精査

し た上で、 真に必要な場合に限定する 。  

ｄ  業務の委託 

随意契約によ る 業務委託については、「 民間ででき る こ と は民間へ」 の考え

の下、 民間企業等の活用効果と 比較検討し た上で、 公社等の設立目的に即し た

も のに限定する 。  

( ｳ)  関与状況の公表 

財政的関与の状況については、 毎年度取り ま と めの上、 公表する 。  

イ  人的関与 

( ｱ)  代表者への知事等の就任 

非常勤の理事長等代表者への知事、 副知事又は部局長の就任については、 経

営責任を明確にする ため、 真に必要な場合に限定し 、 原則と し て取り 止める 。  

( ｲ)  代表者以外の役員への部局長等の就任 

ａ  理事等 

非常勤の理事等への部局長等の就任については、 出資割合等に応じ た権利

行使、 責任負担等の必要性を検討し た上で、 真に必要な場合に限定する 。  

ｂ  監事等 

公社等を監査する 立場にある 監事、 監査役等への出納局長等の就任について

は、 公認会計士、 税理士等の外部有識者の活用促進などを検討し た上で、 真に

必要な場合に限定する 。  

( ｳ)  役職員への県職員の派遣 

常勤の役職員への県職員の派遣については、 県の事務事業と の関連性及び施

策推進上の必要性、 県と 公社等と の役割分担などを総合的に勘案し た上で、 真
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に必要な場合に限定する 。  

( ｴ)  役職員への退職予定である 県職員の紹介 

常勤の役職員への退職予定県職員の紹介については、 公社等から の要請に応

じ 、 その必要性等を検討し た上で、 真に必要な場合に限定する 。  

( ｵ)  関与状況の公表 

人的関与の状況については、 毎年度取り ま と めの上、 公表する 。  

ウ  点検評価等 

( ｱ)  定期的な調査の実施 

公社等の運営状況などについて、 毎年度１ 回、 調査を実施する 。  

( ｲ)  点検評価の実施 

上記調査に基づき 、 必要に応じ て有識者で構成する 第三者機関によ る 統一

的・ 客観的な視点から の点検評価等を実施し 、 助言等を行う 。  

( ｳ)  点検評価等状況の公表 

調査及び点検評価の状況については、 毎年度取り ま と めの上、 公表する 。  

エ 点検評価結果等に基づく 見直し  

点検評価等の結果、 改善など を要する 公社等の見直し 、 ま た、 設立目的を達成

し た公社等又は社会経済情勢の変化に伴い必要性が低下し た公社等若し く は関連

する 業務又は類似する 業務を行っている 公社等の在り 方の見直し については、 必

要に応じ て設置者等である 県と し て計画を 策定する など し 、 助言、 指導等を 行

う 。  

オ その他 

公社等の根幹である 「 定款又は寄附行為」 の変更については、 あら かじ め必要

な助言等を行う 。  

 

２  助言等に当たっての考え方 

( 1)  基本的な考え方 

公社等の経営については、 自己決定・ 自己責任を基本に、 公社等が主体的、 自立

的に行う べき こ と を十分尊重する 必要がある 。  

その上で、 下記( 3) に掲げる 「 公社等経営の基本的事項」 を 踏ま え、 必要に応じ

て、 適切な助言、 指導等と と も に、 財政的・ 人的な関与を行う 。  

( 2)  部局長の責務 

ア 所管部局長の責務 

公社等を 所管する 部局等の長（ 以下「 所管部局長」 と いう 。） は、 公社等に対

し て、 自主性、 主体性を尊重し ながら 、 必要に応じ た助言、 指導、 財政的・ 人的

な関与等を適切に行う 。  

イ  総務部長の責務 

こ の指針が統一的かつ円滑に運用さ れる よ う 、 総合的な調整、 点検評価結果等

の取り ま と めなど を 行う ほか、 所管部局長に対し て、 必要に応じ て助言等を 行

う 。  

( 3)  公社等経営の基本的事項 

ア 業務運営の適正化 

( ｱ)  コ ンプラ イ アンス 態勢の確立 

県行政の補完的な業務を行い、 県と 連携を図り ながら 県民福祉の向上に努め

なければなら ない社会的責任を負う こ と に鑑み、 経営者の責任でコ ンプラ イ ア

ンス 態勢を確立する 必要がある 。  

※ コ ンプラ イ アンス  

関連する 法令等のほか、 社会規範、 倫理、 契約に係る 内部規定等も 含んだ広範

囲なルールを守って行動する こ と 。 ま た、 倫理に則し て、 公正かつ公平な業務
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遂行を行う こ と 。  

( ｲ)  マネジメ ント サイ ク ルの確立等 

経営目標等を設定し た上で、 コ ス ト 意識を持った経常的な点検評価、 見直し

など を行う マネジメ ント サイ ク ルを確立する こ と によ り 、 計画的かつ適正な業

務運営を図る 必要がある 。  

ま た、 目的を達成し た業務及び社会経済情勢の変化に伴い必要性が低下し た

業務については、 廃止又は縮小などの検討を行う 必要がある 。  

( ｳ)  情報公開の推進 

事業や財政基盤が公共的性格を有する こ と を踏ま え、 その活動の透明性を高

め、 県民の理解と 信頼を 確保する 観点から 、 イ ン タ ーネッ ト 等を 活用し 、 業

務・ 財務等に関する 文書等を公開する など情報公開を推進する 必要がある 。  

イ  組織機構の簡素効率化 

( ｱ)  類似団体と の統合等 

他の団体と 関連する 業務又は類似する 業務を行っている 公社等については、

その在り 方に関し 、 統廃合を含めた抜本的な検討を行う 必要がある 。  

( ｲ)  機動的・ 弾力的な組織運営 

小規模な又は細分化さ れた組織については、 事業執行の一層の効率化を図る

ため、 再編、 統合等の検討を行う と と も に、 組織の硬直性を排し 、 業務動向に

応じ た機動的かつ弾力的な組織運営に努める 必要がある 。  

( ｳ)  組織の肥大化抑制 

業務の必要性から 新たな組織を設置する 場合については、 ス ク ラ ッ プ・ アン

ド ・ ビルド の原則によ り 、 組織全体の見直し を行う など、 組織の肥大化を抑制

する 必要がある 。  

ウ  内部管理の適正化 

( ｱ)  役員数の適正化等 

役員数については、 公社等の規模、 業務内容等を総合的に勘案し て、 適正数

にと どめる 必要がある 。  

ま た、 役員については、 公募の実施等を 含め広く 人材を募る こ と によ り 優れ

た経営感覚、 経営手法の導入等を図る と と も に、 経営責任の明確化、 能力発揮

等のための「 役員業績評価制度」 の導入なども 検討する 必要がある 。  

( ｲ)  監査機能の強化 

監事、 監査役等については、 公認会計士等を活用する など 、 監査機能の強化

を検討する 必要がある 。  

( ｳ)  職員数の適正化 

職員数については、 業務量の変動に応じ た効率的かつ弾力的な配置に努め、

新たな業務への対応においても 、 既存業務の見直し や事務処理方法の改善、 ま

た、 嘱託職員、 人材派遣等の活用など によ り 、 新規増員を 抑制する 必要があ

る 。  

( ｴ)  役員報酬等の適正化 

役員の報酬等及び職員の給与等については、 経営者の責任で、 経営状況等を

勘案し て決定する 必要がある 。  

( ｵ)  役員在職期間等の適正化 

役員の在職期間及び職員の定年制については、 組織の活性化等を 図る ため、

適切に取り 扱う 必要がある 。  

エ その他 

職員の能力開発を推進する ため、 研修機関の集合研修を活用する など 職員研修

の内容充実を図る ほか、 公社等間の人事交流などについて検討する 必要がある 。  
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本指針別紙で定める 対象と する 公社等は以下のと おり である 。  

所管部局 No 団体名 

総務部 1 公益財団法人ふく し ま 自治研修センタ ー 

企画調整部 2 福島県土地開発公社 

3 公益財団法人福島県文化振興財団 

4 公益財団法人ふく し ま 海洋科学館 

5 公益財団法人福島イ ノ ベーショ ン・ コ ース ト 構想推進機構 

生活環境部 6 公益財団法人福島県国際交流協会 

保健福祉部 7 社会福祉法人福島県社会福祉事業団 

8 公益財団法人福島県青少年育成・ 男女共生推進機構 

商工労働部 9 公益財団法人福島県産業振興センタ ー 

10 公益財団法人福島県観光物産交流協会 

11 一般財団法人ふく し ま 医療機器産業推進機構 

農林水産部 12 公益財団法人福島県農業振興公社 

13 公益社団法人ふく し ま 緑の森づく り 公社 

14 公益財団法人福島県栽培漁業協会 

15 公益財団法人ふく し ま フォ レ ス ト ・ エコ ・ ラ イ フ財団 

土木部 16 福島県道路公社 

17 一般財団法人福島市町村支援機構 

18 公益財団法人福島県下水道公社 

 

２  公社等見直し に関する 実行計画 

上記関与指針のⅢ. 1． エ 点検評価結果等に基づく 見直し において、「 点検評価等

の結果、 改善など を要する 公社等の見直し 、 ま た、 設立目的を 達成し た公社等又は社

会経済情勢の変化に伴い必要性が低下し た公社等若し く は関連する 業務又は類似する

業務を行っ ている 公社等の在り 方の見直し については、 必要に応じ て設置者等である

県と し て計画を策定する 」 と さ れており 、 当該規定に基づき 、 実行計画が策定さ れて

いる 。  

   令和４ 年５ 月修正版の実行計画において、 以下の９ 団体が実行計画の策定を要する

公社等と さ れており 、 各団体の見直し の今後の方向性は以下のと おり である 。  

所管部局 No 団体名 今後の方向性 

企画調整部 1 福島県土地開発公社 「 経営方針」 に基づく 確実な債権回収等の実行 

保健福祉部 2 （ 公財） 福島県青少年育

成・ 男女共生推進機構 

「 経営計画」 に基づく 主体的な取組の実行 

商工労働部 3 （ 公財） 福島県観光物産交

流協会 

「 中期事業・ 運営計画」 に基づく 主体的な取組

の実行 

4 （ 一財） ふく し ま 医療機器

産業推進機構 

「 事業計画書」 に基づく 主体的な取組の実行と

抜本的な見直し  

農林水産部 5 （ 公財） 福島県農業振興公

社 

「 中期経営計画」 に基づく 主体的な取組の実行 

6 （ 公社） ふく し ま 緑の森づ

く り 公社 

「 経営改善計画書」 に基づく 主体的な取組の実

行、 今後の公社経営の在り 方等の検討 

7 （ 公財） 福島県栽培漁業協 新たな水産試験研究施設に対応する 組織・ 人員
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所管部局 No 団体名 今後の方向性 

会 体制等を踏ま えた「 次期経営計画」 の策定 

土木部 8 福島県道路公社 事業縮小を 踏ま えた公社運営や組織体制の在り

方等についての抜本的な検討・ 見直し  

9 （ 公財） 福島県下水道公社 民間一括委託方式の段階的導入を踏ま えた公社

の在り 方等の抜本的な検討・ 見直し  

 

３  関与指針の運用の状況等 

( 1)  関与指針の対象団体 

関与指針の対象団体数は、 令和３ 年度で 18 団体である 。 平成 25 年度には（ 一財）

ふく し ま 医療機器産業推進機構（ 平成 25 年５ 月設立） が対象に加えら れ、 平成 29

年度には財政的関与及び人的関与の状況が関与指針の対象と する 基準を下回ってい

る こ と などから （ 公財） 福島県都市公園・ 緑化協会が対象から 除外さ れ、 平成 30 年

度には（ 公財） 福島イ ノ ベーショ ン・ コ ース ト 構想推進機構（ 平成 29 年７ 月設立）

が対象に加えら れている 。  

 

対象団体は、 団体の設立の趣旨、 設立の経緯、 財政的関与の状況、 人的関与の状

況等を総合的に勘案し て決定する こ と と し ている 。 具体的には、 総務部行政経営課

が、 財政的関与の状況については、 毎年度、 県の出資等の状況を財産管理課から 情

報収集し て確認を行い、 人的関与の状況については、 行政経営課が所掌する 職員の

人事管理の一環と し て団体への職員派遣の必要性等について確認し ており 、 その上

で、 対象団体の見直し が必要である と 判断し た場合には、 公社等外郭団体見直し 部

会で検討・ 決定し ている 。  

県の出資等が 20％超の 22 団体（ 但し 、 公立大学法人２ 法人を除く ） を対象に、

関与指針の対象外と し た理由について調査を行った結果は、 以下のと おり である 。   

対象団体の決定基準に照ら し て、 関与指針の対象に含める べき と 考えら れる 団体

は認めら れなかった。  
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常勤
役員

常勤
職員

常勤
役員

常勤
職員

補助金等
合計

貸付金
損失

補償額
債務

保証額

1
（公財）福島県総合社会福祉基
金

88.83 保健福祉部

昭和47年　県、市町村の出捐により「社会福祉
施設の整備促進」を目的として前身の「財団法人
福島県社会福祉施設整備基金」が設立された。
昭和52年「在宅者援護の充実と地域福祉の推
進」を目的に加え、「財団法人福島県社会福祉
施設整備基金」を発展的に解散し、新たに「財団
法人福島県総合社会福祉基金」が設立された。
平成25年公益財団法人の認定を受け、「公益財
団法人福島県総合社会福祉基金」となる。

0 0 0 0 -            -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

2 （一財）いわき勤労福祉事業団 50 商工労働部
勤労総合福祉施設の運営管理など勤労者の福
祉に関する事業を総合的に行い、もって勤労者
の福祉の向上に寄与することを目的として設立。

0 0 0 0 -            -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

3
（公社）福島県森林・林業・緑化
協会

38.4 農林水産部

　福島県内における森林整備の推進と森林・林
業・きのこ等特用林産物の振興を推進し、林業
の発展を図るとともに、緑化の推進を図り、地球
環境及び国土の保全と山村経済の振興に努め、
もって林業従事者の地位向上並びに民政の安
定に寄与することを目的としてS45.3に設立され
ており、H25.4.1に公益社団法人へ移行してい
る。

0 0 2 10 41,219    -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

4 （公財）福島県保健衛生協会 28 保健福祉部

疾病の予防、健康の保持及び増進、並びに生活
環境の保全を図るために必要な事業を行い、
もって公衆衛生の向上と地域社会の健全な発展
に寄与することを目的に、昭和51年設立。

0 0 1 0 380,539  -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

5
（公財）福島県生活衛生営業指
導センター

40 保健福祉部

「生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興
に関する法律」に基づく法人で、
生活衛生関係営業の経営健全化等に係る事業
を行うことを目的に設立された。

0 0 0 2 22,981    -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

6
（一財）福島県いわき処分場保
全センター

33.12 生活環境部
公共関与の産廃処分場の設置のため、昭和54
年1月4日に財団法人福島県環境保全公社とし
て設立し、2度の改称を経て現在に至る。

0 0 0 0 -            -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

7 福島県信用保証協会 24.52 商工労働部

中小企業が金融機関から事業資金の融資を受
ける際に、公的な保証を行って借入を容易にし、
金融の円滑化を通じて中小企業の支援を行うた
めに設立された公益法人（信用保証協会法に基
づく法人）

0 0 0 0 312,449  -          25,269  -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

8
（公財）郡山地域ﾃｸﾉﾎﾟﾘｽ推進
機構

42.22 商工労働部

高度技術を有する企業の誘致と地域企業の技
術高度化を目的として、高度技術工業集積地域
開発促進法(テクノポリ ス法)に基づき昭和61年3
月に設立。

0 0 0 1 9,321      -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

9
（公財）福島県臓器移植推進財
団

62.22 保健福祉部

臓器移植の普及啓発及び諸条件整備の援助を
行うことを目的とした法人。
（福島県腎臓協会が福島県アイバンクを合併し、
名称変更して現在に至る）

0 0 0 0 11,424    -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

10
（公財）福島県暴力追放運動推
進センター

52.81 警察本部

暴力団員による不当な行為（以下「不当行為」と
いう。）を予防する ための広報事業、不当行為に
ついての相談事業、不当行為の被害者の救援
事業等を行うことにより 、不当行為の防止及びこ
れによ る被害の救済を図り、もって暴力団を根絶
して安全で住み良い福島県の実現に寄与するこ
とを目的とする。
〇平成２年４月26日設立
〇平成22年12月17日公益財団法人に移行

0 0 1 2 6,043      -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

11
（公財）福島県学術教育振興財
団

100 教育庁
県内の教育機関における教員や研究者及び団
体等が行う調査・研究活動等を助成し、地域社
会の発展に寄与する ことを目的として設立。

0 0 0 0 -            -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

12 （公財）尾瀬保護財団 20.23 生活環境部

尾瀬の利用者に対する自然への理解を深める
ための解説活動及び適正利用に関する普及啓
発を実施することにより 、利用者自らの適切な行
動を促しその自然の活用を図るとともに、各種環
境保全対策、公園利用施設の管理運営、調査研
究及び顕彰活動等を推進し、国、地方公共団体
及び民間団体等が行う施策と協調しながら、尾
瀬のすぐれた自然環境の保全を図る。

0 1 0 0 941        -          -          -        
県出資比率が25％未満であるこ
となどを総合的に判断

13
（公財）福島県スポーツ振興基
金

100 企画調整部

県民のスポーツ・レクリ エーション活動への多様
化する ニーズに応えるため、生涯スポ－ツを推
進する 団体が行う各種活動・事業に対して助成
を行い、本県のスポーツの振興に寄与することを
目的に、平成８年４月１５日に設立された。

0 0 0 0 -            -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

14
（一財）福島県電源地域振興財
団

100 企画調整部
県内電源地域の振興とＪ ヴィレッジ施設の管理を
目的に、県の出資により設立。

0 0 0 0 430,875  -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

15
（公財）福島県障がい者スポー
ツ協会

100 企画調整部

障がい者のスポーツ活動を通した社会参加の促
進及び障がい者スポーツの普及・振興のための
事業等を行い、もって障がい者の福祉の増進と
共生社会の実現に寄与することを目的としてい
る。平成3年8月に設立された「福島県身体障害
者スポーツ協会」を前身に、平成8年9月に「(財
団法人)福島県障害者スポーツ協会｣として法人
化。平成26年4月に現在の法人名に名称変更。

0 0 0 0 17,870    -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

16 （公財）ふくしま科学振興協会 30 商工労働部

平成13年11月うつくしま未来博において「なぜだ
ろうのミュージアム として活用された施設を、須賀
川テクニカルリ サーチガーデン構想の支援、科学
技術の振興、理科教育水準の向上を目的として
整備され開館。

0 4 0 0 10,500    -          -          -        

役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断
※派遣人員4はいずれも教育委
員会から派遣される教員

17 （公社）福島県畜産振興協会 60.88 農林水産部

昭和30年12月に(株)福島県畜産会として設立、
関係団体との統合を経て平成25年4月に公益社
団法人福島県畜産振興協会へ移行。畜産経営
の安定向上と良質な畜産物の生産、安全・安心
な食料の安定的供給を目的とし、福島県の畜産
業を担う中核的な団体として活動している。

0 0 1 0 64,896    -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

18 マリーナ・レイク猪苗代（株） 31.25 土木部

福島県、猪苗代町等が出資し、平成5年に設立さ
れた第三セクター方式の株式会社で、設立当初
から現在まで翁島港マリ ーナ施設の管理・運営
を行っている。

0 0 0 0 -            -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

19 （株）福島県食肉流通センター 87.57 農林水産部

と畜場法に基づき、主に牛・豚・馬のと畜を行うこ
とを目的として昭和５０年に会社を設立。福島県
食肉流通合理化計画（Ｈ11～27年度）により 、県
内7か所にあった食肉処理施設を再編し、(株)福
島県食肉流通センターを県の中核的食肉セン
ターとして位置付け、現在にいたる。（牛と畜は
県内唯一の施設である。）

0 0 0 0 -            12,500  -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

20 福島発電(株) 41.47 企画調整部
地域主導による再エネの導入促進と復興けん引
を図るため、県、市町村、民間企業と共同で出資
し設立。

0 0 1 0 -            -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

21
ふくしま地域産業６次化復興
ファンド投資事業有限責任組合

50.12 農林水産部
H25年設立。6次産業化事業体を支援するため
に県等からの出資金により組成したファンドの管
理を行う。

0 0 0 0 -            -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

22
（一財）田村西部工業団地振興
財団（企業立地）

43.7 商工労働部
平成７年３月１３日福島県知事認可　福島県が
造成した当工業団地内の公共施設の管理運営・
活用・地域産業との交流寄与を目的とする。

0 0 0 0 133        -          -          -        
役職員への県職員の派遣がな
いことなどを総合的に判断

法人名
出資等
比率
（％）

所管部局
県職員OB

県の財政的関与の状況（R3年度決算
額）

人的関与（R3年度末）
県職員派遣

設立趣旨及び経緯等 関与指針の対象外とした理由No
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( 2)  財政的関与の状況 

ア 補助金等 

     対象団体に対する 補助金、 負担金・ 交付金、 委託料は、 令和２ 年度以降で大き

く 増加し ており 、 令和３ 年度において 18, 326 百万円である 。 主な増加要因は、 公

益財団法人福島県観光物産交流協会、 公益財団法人福島イ ノ ベーショ ン・ コ ース

ト 構想推進機構に対する も のである 。 令和元年度から 令和３ 年度で、 公益財団法

人福島県観光物産交流協会に対する 補助金等は 6, 060 百万円増加、 公益財団法人

福島イ ノ ベーショ ン・ コ ース ト 構想推進機構に対する 補助金等は 1, 034 百万円増

加し ている 。 公益財団法人福島県観光物産交流協会の増加は、 福島県宿泊事業者

感染防止対策等緊急支援事業補助金（ 令和３ 年度 1, 866 百万円）、 福島県観光周遊

宿泊支援対策事業委託料（ 同年度 4, 382 百万円） などによ る も のであり 、 新型コ

ロ ナウ イ ルス 感染症に係る も のである 。 公益財団法人福島イ ノ ベーショ ン・ コ ー

ス ト 構想推進機構の増加は、 イ ノ ベーショ ン 創出プラ ッ ト フ ォ ーム 事業委託料

（ 同年度 323 百万円）、 福島県避難地域 12 市町村移住推進事業委託料（ 同年度 339

百万円）、 東日本大震災・ 原子力災害伝承館指定管理料（ 同年度 401 百万円） など

によ る も のである 。  
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イ  貸付金 

 対象団体に対する 貸付金は、 平成 25 年をピーク に減少傾向にあり 、 令和３ 年度

の残高は 83, 543 百万円である 。 主に（ 公財） 福島県産業振興センタ ー（ 令和３ 年度

末 83, 071 百万円） に対する も のであり 、 原子力災害に伴う 「 特定地域中小企業特別

資金」 貸付金（ 同 63, 348 百万円）、 被災中小企業施設・ 設備整備支援事業貸付金

（ 同 14, 433 百万円） など東日本大震災に係る も のである 。  

 

 

ウ  損失補償額 

   対象団体に対する 損失補償額は、 平成 24 年度以降毎年度減少し ており 、 令和３

年度で 467 百万円である 。  
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エ 債務保証額 

     対象団体に対する 債務保証額は、 平成 25 年をピーク に減少傾向にあり 、 令和３

年度の残高は 325 百万円である 。  

 

 

( 3)  人的関与の状況 

ア 常勤役員 

     対象団体の常勤役員のう ち県職員 OB 及び県職員派遣は、 令和３ 年度末で 24 人

であり 、 そのう ち県職員 OB が 22 人である 。 平成 24 年度から ３ 名増加し ている

が、 主な増要因は、 平成 24 年度以降で設立さ れた（ 一財） ふく し ま 医療機器産業

推進機構（ 平成 25 年５ 月設立 令和３ 年度末１ 人）、（ 公財） 福島イ ノ ベーショ

ン・ コ ース ト 構想推進機構（ 平成 29 年７ 月設立 同１ 人） などである 。  
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イ  非常勤役員 

     対象団体の非常勤役員のう ち、 県職員 OB及び知事・ 部局長・ 県職員派遣は令和

３ 年度末で 32 人であり 、 そのう ち知事・ 部局長・ 県職員派遣が 27 人である 。  

 

 

ウ  常勤職員 

     対象団体の常勤職員のう ち県職員派遣数は、 平成 24 年度から 平成 28 年度ま で

減少し ていたが、 平成 29 年度以降で増加し ており 、 令和３ 年度末で 54 人である 。

主に平成 29 年度に設立さ れた福島イ ノ ベーショ ン・ コ ース ト 構想推進機構（ 令和

３ 年度末 17 人） によ る も のである 。  
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対象団体の常勤職員のう ち県職員 OB 数は、 平成 24 年度から 令和２ 年度ま で増加

傾向にあったが、 令和３ 年度で減少し 、 令和３ 年度末で 43 人である 。  

 

 

( 4)  点検評価 

上記関与指針に記載のと おり 、 毎年度１ 回、 公社等の運営状況についての調査及

び点検評価を行う こ と と し ており 、 点検評価方法の概要は以下のと おり である 。  

 

ア 点検評価の基本的考え方 

 「 マネジメ ント サイ ク ルが確立さ れ、『 成果重視の主体的・ 自立的な公社等経

営』 が確保さ れている かを評価」  

県行政の補完的業務を担い、 県と 連携し ながら 県民サービス の向上に努めなけ

ればなら ない社会的責任を負う こ と に鑑み、 各公社等が経営目標を設定し 、 コ ス

ト 意識を 持った経常的な点検評価、 見直し などを行う マネジメ ント サイ ク ルが確

立さ れ、 計画的かつ適正な業務運営が図ら れている かを評価する こ と を基本と す

る 。  

 

イ  点検評価等の視点と 主な評価項目 

《 視点１ ： 計画性》  

公社等経営の理念・ 目標・ 方針等が、 各種計画等に反映さ れ、 事業の企画立案、 実施、

評価、 改善が行われている かと いう 、 経営マネジメ ント サイ ク ルの視点 

〔 評価項目： 定性指標〕  

○各種計画の目標値と 実績の差異の分析 

○環境変化、 住民ニーズの的確な把握など 

《 視点２ ： 経済性・ 効率性》  

事業の収支バラ ンスと 採算性・ 収益性の視点 
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〔 評価項目： 定量指標〕  

○施設等稼働率・ 収支比率・ 人件費比率など 

〔 評価項目： 定性指標〕  

○収支バラ ンス や収入増加策の評価 

○経費削減策の評価 

○サービス 向上策の評価など 

《 視点３ ： 個別課題への対応状況》  

各公社等の個別課題の取組状況・ 進捗管理 

 

ウ  点検評価等の実施方法と 視点 

【 一次点検評価（ 公社等によ る 点検評価等）】  ( 例年７ 月上旬頃ま でに実施)  

ア 実施方法： 公社等は、「 付表（ 運営状況等に関する 調査）」 を作成する と と も に、 自

ら 点検評価を行った上で、「 点検評価表」 を県の所管部局長に提出する 。  

イ  視  点：「 経営責任者によ る 主体的な点検評価等」 がなさ れる こ と 。  

【 二次点検評価（ 県所管部局によ る 点検評価等）】  ( 例年７ 月中旬頃実施)  

ア 実施方法： 所管部局長は、「 付表」 の内容を検証する と と も に、 二次的な点検評価

を行った上で、「 点検評価表」 を総務部長に提出する 。  

イ  視  点：「 所管部局長と し ての責任ある 公社等の点検評価等」 及び「 部局長自身

の責任ある 関与状況などの点検評価」 がなさ れる こ と 。  

【 三次点検評価（ 総務部によ る 点検評価）】  ( 例年９ 月中旬頃ま でに実施)  

ア 実施方法： 各所管部局長から 提出さ れた「 点検評価表」 について、 総務部において、

三次的な点検評価を行う 。  

イ  視  点：「 統一的・ 客観的な点検評価」 である こ と 。  

【 点検評価等結果の公表】  （ 例年９ 月下旬頃に公表）  

ア 実施方法： 点検評価等の結果について、 概要等を県ホームページ等で公表する 。  

イ  視  点：「 行政の透明性の確保と 説明責任の遂行」 を 果たし 得る 公表内容である

こ と 。  

 

( 5)  監査結果 

各団体に関する 点検評価表について【 意見】  

福島県行財政改革推進本部の公社等外郭団体見直し 部会が作成し た「 公社等外郭

団体の点検評価等」 記載の「 点検評価等の実施方法」 によ れば、 前ページ記載の視

点１ から ３ の評価項目に沿って評価する こ と が求めら れている 。 本年度の監査対象

と し た三団体では、 三団体が行う 一次点検評価、 三団体が行った一次点検を県の所

管部局が点検する 二次点検で、 と も に「 点検評価等の実施方法」 に沿って行われて

いる と は言えない点が見受けら れた。  
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県においては、 18 も の外郭団体の点検評価を行っており 、 それら の比較可能性を

確保する ためにも 、 各団体の点検評価表は、「 点検評価等の実施方法」 に基づき 記

載内容を 統一する べき と 考え、 点検の実施者である 行政経営課において、 各部局及

び各外郭団体に指導する こ と が望ま れる 。  

ま た、「 点検評価等の実施方法」 によ る と 基本的考え方と し て「 マネジメ ント サ

イ ク ルが確立さ れ、 成果重視の主体的・ 自立的な公社等経営が確保さ れる かを評価」

する と し ている 。 こ の含意は、 ①マネジメ ント サイ ク ルの確立②（ マネジメ ント サ

イ ク ルの確立によ る ）「 成果重視の主体的・ 自立的な経営」 の確保の 2 つの意味を含

んでいる 。 マネジメ ント サイ ク ルと は、「 計画」「 実行」「 評価」「 改善」 の一連の流

れ（ PDCA サイ ク ル） を指すも のである 。 それぞれを明確に規定し なければ、 次の段

階での検討に困難を き たし 、 抽象的・ 概括的な記載になっ てし ま う 。 すなわち、

「 計画」 を 明確に規定し なければ「 実行」 でき たかど う かが曖昧になり 、「 実行」

が概括的である と 「 評価」 が困難になり 、「 評価」 が困難である と 「 改善」 する べ

き なのかどう かの判断が難し く なる 。 その結果、 次年度の「 計画」 の策定も 難し く

なる 。 なお、「 計画」 は「 目標」 や「 理念」 と は異なり 、 期間内での実現可能性が

ある べき である 。「 計画」 に具体性がなければ「 実行」「 評価」「 改善」 も ま た具体

性に乏し く なってし ま う 。 可能な範囲で数値目標をいれる べき である 。  

本年度の監査対象と し た三団体では、 一次点検評価表・ 二次点検評価表共に「 改

善」 の記載があま り 見受けら れなかっ た。「 評価」 の段階で問題点・ 課題等の抽出

が弱いため、「 改善」 ま で記載ができ ていないと 思える 。  

さ ら に、「 計画」 について、 一部、 具体性に乏し いも のがあっ た。 三団体と も に、

経費削減についてコ メ ント を し ている が、「 計画」 においては、 削減する 費目や削

減目標金額を 明記し 、 削減方法も 記載する べき であり 、 それに沿っ た「 実行」「 評

価」「 改善」 を行える よ う にする べき である 。  

「 販路拡大」 や「 サービス 向上」 についても 、 なんら かの計画水準を達成し たかど

う かが評価のポイ ント になる べき である 。 こ の点でも 、「 計画」 における 数値化が

重要である 。 仮に、 計画では 30％増加を目指し ていたと こ ろ、 実績が 15％増加にと

ど ま っていたら 、 それは「 改善」 の対象になる べき で、 15％の増加を（ 肯定的な）

評価の対象と する べき ではない。  

以上のよ う な、 ①マネジメ ント サイ ク ルを確立し たう えで、 ②「 成果重視の主体

的・ 自立的な経営」 の確保ができ る かど う かを検討する こ と が、 点検表の趣旨であ

る と 思料する 。 監査対象と し た三団体の点検表の記載では、 三団体、 県所管部局と

も に「 成果重視の主体的・ 自立的な経営」 の可否ま で、 踏み込んでいる 記載が乏し

かった。 今後の改善が望ま れる 。  
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第４  関与指針対象団体の概要 

１  団体概要・ 事業内容等 

 

総務部 1
公益財団法人ふくしま自治研
修センター

50.0% H24.4
（1）県内地方公共団体の職員に対する研修の実施、（2）県内地方公共団体が実施する
研修に対する支援、（3）県内地方公共団体が実施する地方自治の振興に関する調査
研究に対する支援、（4）県内地方公共団体の政策形成に関する情報提供等による支援

- - -

2 福島県土地開発公社 100.0% S35.10 平成25年度で継続事業が終了し、平成26年度からは債権管理業務を行っている。 - ○ -

3
公益財団法人福島県文化振興
財団

100.0% S45.8

（1）芸術文化に関する主催公演の開催、文化施設の貸与、歴史資料の収蔵・展示等を
通じた文化振興事業、（2）遺跡発掘調査及び出土文化財の劣化防止処理、文化財保
護の教育普及を目的とした講演会や体験学習及び文化財の展示等の文化財保護事
業、（3）地域文化の振興を図るための助成及び顕彰事業、（4）本県復興に資するため
の文化振興事業

○ - -

4
公益財団法人ふくしま海洋科
学館

100.0% H10.4

（1）海洋生物（その他の水族を含む）の収集、飼育、展示及び調査研究に関する事業、
（2）海洋文化・科学に関する資料の収集、展示及び調査研究に関する事業、（3）海洋に
係る生物・文化・科学等に関する教育普及及び地域交流に関する事業、（4）海洋生物
の保護及び保全の研究に関する事業、（5）身近な自然環境の保全及び修復、再生、持
続的利用に関する事業、（6）上記（1）から（5）の事業を行うための公の施設等の管理運
営に関する事業、（7）その他公益目的を達成するために必要な事業、（8）ショップ及びレ
ストランの運営等に関する事業、（9）古物営業に関する事業、（10）その他上記事業に
関連する事業

○ - -

5
公益財団法人福島イノベーショ
ン・コースト構想推進機構

100.0% H29.7

（1）構想の重点分野におけるプロジェクトの創出促進、（2）浜通り地域等に進出した企
業等と地域との連携の促進、（3）産業集積に関する情報の収集、整理及び提供、（4）高
等教育機関等による地域と連携した研究活動に関する支援、（5）教育機関等による構
想を担う人材育成の支援、（6）拠点を活用した交流人口の拡大、（7）国内外への構想に
関する情報の発信、（8）公の施設の管理運営、（9）移住・定住の促進、（10）その他法
人の目的を達成するために必要な事業

○ - -

生活環境部 6
公益財団法人福島県国際交流
協会

59.6% S63.11

（1）より円滑なコミュニケーションの推進
①多言語による相談体制と情報提供、②日本語学習の機会の提供、③社会生活に必
要な学習の機会の提供
（2）多文化共生の更なる意識の醸成と外国人住民の地域社会ヘの参画の促進
①多文化共生の更なる意識の醸成の機会の提供、②外国人住民の地域社会への参画
促進

- - -

7
社会福祉法人福島県社会福祉
事業団

100.0% S42.4

（1）社会福祉施設等設置経営事業（自主経営施設等）、（2）社会福祉施設等管理経営
事業（指定管理施設）、（3）福島県太陽の国クリ ニック管理経営事業（指定管理施設）、
（4）太陽の国交流センター等管理経営事業、（5）福島県勤労身体障がい者体育館管理
経営事業、（6）グループホーム の設置経営、（7）短期入所事業、（8）日中一時支援事
業、（9）地域生活支援センター事業、（10）障がい者就業・生活支援センター事業、（11）
基幹相談支援センター事業

○ - ○

8
公益財団法人福島県青少年育
成・男女共生推進機構

20.0% H25.6

（1）青少年健全育成及び男女共同参画社会の実現のための普及及び啓発、（2）青少
年及び男女共同参画に関する調査、研究、相談、資料の収集及び情報の提供、（3）青
少年及び男女共同参画に関する講演会及び研究集会の開催、（4）青少年会館及び福
島県男女共生センターの管理運営

○ ○ -

9
公益財団法人福島県産業振興
センター

63.1% S33.8

（1）中小企業の経営資源確保の支援に関する事業、（2）新事業の創出の支援に関する
事業、（3）設備投資の支援に関する事業、（4）下請企業の振興に関する事業、（5）技術
の高度化に関する事業、（6）商工業の人材育成に関する事業、（7）情報化の促進に関
する事業、（8）商業の活性化に関する事業、（9）公の施設の管理受託に関する業務、
（10）交流促進に関する業務、（11）その他公益目的を達成するために必要な事業

○ - ○

10
公益財団法人福島県観光物産
交流協会

54.5% S63.6

（公益目的事業）
（1）福島県内の観光と物産の振興に関する事業、（2）国内外からの観光客の誘致促進
に関する事業、（3）観光、物産に携わる人材の育成、確保及び資質の向上に関する事
業、（4）ふるさと産品の開発、育成及び相談指導に関する事業、（5）ふるさと産品の普
及宣伝及び育成販売に関する事業、（6）福島県等が所有する観光・物産関係施設等の
整備運営に関する事業、（7）旅行業法に基づく旅行業、（8）その他の公益目的を達成す
るために必要な事業
（収益事業等）
（1）福島県等が所有する観光施設等における食堂及び売店及び宿泊施設経営事業、
（2）その他前号に定める事業に関連する事業

○ ○ -

11
一般財団法人ふくしま医療機
器産業推進機構

90.9% H25.5

（1）ふくしま医療機器開発支援センターの管理運営、（2）医療機器産業に関する交流促
進及び取引の支援、（3）医療機器開発に関するコンサルティング、（4）医療機器に関す
るプロジェクト管理、（5）医療機器の安全性に関する情報の収集、整理及び提供、（6）医
療機器産業に関する人材育成

○ ○ -

12
公益財団法人福島県農業振興
公社

90.2% H26.4

（1）農地中間管理事業等、（2）農地中間管理機構特例事業等、（3）農業構造の改善及
び農業の振興に資する事業、（4）農業次世代人材投資資金(準備型)の交付及び就農の
支援促進等、（5）特定鉱害復旧事業等、（6）農業の振興に関する調査研究及び啓発、
宣伝

- ○ -

13
公益社団法人ふくしま緑の森
づくり公社

39.2% S42.4

（1）分収造林事業：土地所有者と公社が分収造林契約を結び、公社は費用負担者兼造
林者となって植栽し、下刈、主伐を行う。
（2）分収育林事業：土地所有者と公社が分収育林契約を結び、所有者に代わって公社
が適切な保育と間伐、主伐を行う。

- ○ -

14
公益財団法人福島県栽培漁業
協会

84.6% S55.1

（1）アワビ・ウニ・アユ種苗生産等事業、（2）施設維持管理、（3）稚魚飼育等、（4）ヒラメ
種苗生産等、（5）ホシガレイ飼育試験、（6）さけ稚魚放流状況等調査、（7）栽培漁業資
源回復等対策事業、（8）地域特産化推進事業、（9）種苗放流支援事業、（10）種苗放流
支援業務、（11）豊かな海づくり実践活動推進事業、（12）食料生産地域再生のための
先端技術展開事業のうち現地実証研究受託事業、（13）食料生産地域再生のための先
端技術展開事業のうち社会実装促進業務受託事業、（14）ホシガレイ飼育等業務受託
事業

- ○ -

15
公益財団法人ふくしまフォレス
ト・エコ・ライフ財団

100.0% H25.4

（1）フォレスト・エコ・ライフの推進、実践に関する事業、（2）公の施設等の管理運営に関
する事業、（3）野外活動及び環境教育の人材育成に関する事業、（4）森林環境の活用
に関する事業、（5）森林環境教育の推進及び調査研究に関する事業、（6）森林資源を
活用した地域振興及び地域間交流に関する事業、（7）森林環境の保全に関する事業、
（8）その他公益目的を達成するために必要な事業

○ - -

16 福島県道路公社 100.0% S46.6
県内の有料道路の建設管理を主な事業とし、現在、１路線(福島空港道路「高規格道
路」)の維持管理・運営を行っている。
その他、あづま陸橋有料駐車場等６カ所の月極駐車場を運営している。

- ○ -

17
一般財団法人福島市町村支援
機構

19.6% S53.4

（1）県内市町村の建設事業に関する技術支援、相談、研修、（2）県内市町村等の災害
緊急時の建設事業に関する技術支援、相談、（3）建設事業に関する調査・研究及び情
報の収集・管理・提供、（4）建設事業に関する材料試験、（5）建設事業に関する業務の
受託、（6）まちづくり事業、環境保全事業等地域の振興に関する業務の受託、（7）会議
室等の賃貸、（8）その他目的を達成するために必要な事業

- - -

18
公益財団法人福島県下水道公
社

50.1% S63.4
（1） 下水道の普及促進及びその支援に関する事業、（2）下水道施設の維持管理の支
援に関する事業、（3）下水道技術の維持・発展に関する事業、（4）下水道工事に関する
設計積算等の受託に関する事業、（5）下水道に関する水質分析の受託に関する事業

- ○ -

（出所）令和4年度各公社等の点検評価表及び県又は各団体HP

所管部局

企画調整部

保健福祉部

商工労働部

農林水産部

土木部

団体名No 主な事業内容
指定管
理者

会計監
査人設

置

出資
割合

設立
年月

実行計
画作成
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２  令和３ 年度の決算状況 

 
 

３  令和３ 年度の県の関与の状況 

 

 

（金額単位：千円）

うち財務収
入※1

うち借入金

総務部 1
公益財団法人ふくしま自治研
修センター

245,456    -             247,774   △2,318          79,267          31,835          -                47,432        

2 福島県土地開発公社 20,985      -             332         20,653           2,064,488      17                -                2,064,471    

3
公益財団法人福島県文化振興
財団

1,273,983  -             1,228,193 45,790           2,360,624      638,453        -                1,722,171    

4
公益財団法人ふくしま海洋科
学館

1,325,492  -             1,431,991 △106,499      1,969,697      551,554        -                1,418,143    

5
公益財団法人福島イノベーショ
ン・コースト構想推進機構

2,682,956  -             2,576,483 106,473          946,497        643,396        -                303,101      

生活環境部 6
公益財団法人福島県国際交流
協会

54,589      4,000       49,525     5,064             674,423        25,572          -                648,851      

7
社会福祉法人福島県社会福祉
事業団

5,854,517  314,240   5,730,942 123,575          8,852,474      1,302,680      330,275      7,549,794    

8
公益財団法人福島県青少年育
成・男女共生推進機構

374,681    -             383,585   △8,904          379,834        62,794          -                317,040      

9
公益財団法人福島県産業振興
センター

2,285,069  -             2,276,731 8,338             157,284,771  153,583,060  83,674,196  3,701,711    

10
公益財団法人福島県観光物産
交流協会

8,106,063  -             7,937,330 168,733          2,816,730      1,456,524      -                1,360,206    

11
一般財団法人ふくしま医療機
器産業推進機構

1,053,073  1,287       946,495   106,578          442,875        270,572        -                172,303      

12
公益財団法人福島県農業振興
公社

1,676,961  -             1,681,353 △4,392          829,826        771,160        77,433        58,666        

13
公益社団法人ふくしま緑の森
づくり公社

1,208,844  213,192   1,210,326 △1,482          67,144,178    49,353,507    49,169,928  17,790,671  

14
公益財団法人福島県栽培漁業
協会

278,240    19,097     214,532   63,708           1,090,973      22,674          -                1,068,299    

15
公益財団法人ふくしまフォレス
ト・エコ・ライフ財団

193,892    -             193,625   267                312,740        53,359          -                259,381      

16 福島県道路公社 1,181,819  679,837   1,171,877 9,942             2,472,165      2,637,569      2,374,375    △165,404   

17
一般財団法人福島市町村支援
機構

1,662,153  -             1,482,432 179,721          4,589,347      528,959        -                4,060,388    

18
公益財団法人福島県下水道公
社

1,789,509  -             1,758,859 30,650           1,619,277      697,564        -                921,713      

（出所）令和4年度各公社等の点検評価表
※1.　財務収入は、借入金、特定預金取崩による収入を記載

農林水産部

土木部

企画調整部

保健福祉部

商工労働部

収入 支出 当期収支差額 資産合計 負債合計 正味財産

R3年度収支の状況 R3年度財産の状況

所管部局 No 団体名

（金額単位：千円）

県職員
派遣

県職員
OB

県職員
派遣

県職員
OB

補助金
負担金・
交付金

委託料・指
定管理料

計
補助金等
比率※2

総務部 1
公益財団法人ふくしま自治研
修センター

-         2         9         1         -               38,966       74,228       113,194     46.1% -                -               -               

2 福島県土地開発公社 -         -         -         -         -               -               -               -               0.0% -                -               -               

3
公益財団法人福島県文化振興
財団

-         2         -         2         13,640       -               1,194,855   1,208,495   94.9% -                -               -               

4
公益財団法人ふくしま海洋科
学館

1         -         3         -         25,685       -               715,086     740,771     55.9% -                -               -               

5
公益財団法人福島イノベーショ
ン・コースト構想推進機構

-         1         17        10        715,052     -               1,875,682   2,590,734   96.6% -                -               -               

生活環境部 6
公益財団法人福島県国際交流
協会

-         1         1         -         16,956       -               18,407       35,363       69.9% -                -               -               

7
社会福祉法人福島県社会福祉
事業団

-         1         2         -         116,081     33,064       493,293     642,438     11.6% -                -               -               

8
公益財団法人福島県青少年育
成・男女共生推進機構

-         2         1         5         45,909       -               273,506     319,415     85.2% -                -               -               

9
公益財団法人福島県産業振興
センター

-         3         3         3         262,948     -               643,675     906,623     39.7% 83,071,196  -               -               

10
公益財団法人福島県観光物産
交流協会

-         2         3         1         1,942,578   -               4,881,293   6,823,871   84.2% -                -               -               

11
一般財団法人ふくしま医療機
器産業推進機構

-         1         4         -         78,158       -               804,851     883,009     84.0% -                -               -               

12
公益財団法人福島県農業振興
公社

-         1         2         5         412,021     -               12,494       424,515     25.3% 29,424        191,000     -               

13
公益社団法人ふくしま緑の森
づくり公社

1         -         5         3         911,963     50             -               912,013     91.6% 87,192        276,000     -               

14
公益財団法人福島県栽培漁業
協会

-         1         -         -         -               -               171,012     171,012     66.0% -                -               -               

15
公益財団法人ふくしまフォレス
ト・エコ・ライフ財団

-         1         -         -         2,857         -               68,719       71,576       36.9% -                -               -               

16 福島県道路公社 -         1         -         2         -               166,043     163,398     329,441     65.6% 354,880      -               324,880     

17
一般財団法人福島市町村支援
機構

-         1         -         11        -               -               554,747     554,747     33.4% -                -               -               

18
公益財団法人福島県下水道公
社

-         2         4         -         -               -               1,598,378   1,598,378   89.3% -                -               -               

（出所）令和4年度各公社等の点検評価表
※1.　補助金等比率は、補助金等計÷財務収入を除く収入で算定

R3年度財政的関与の状況
常勤役員 常勤職員 補助金等

R3年度人的関与の状況

農林水産部

土木部

貸付金 損失補償額 債務保証額

企画調整部

保健福祉部

商工労働部

所管部局 No 団体名
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４  個別監査対象団体の選定 

   上記１ ～３ によ り 、 各団体の所管部局、 事業内容、 実行計画の策定の有無、 会計監

査人設置の有無、 事業規模（ 収入・ 資産）、 借入の有無、 財政的関与の状況（ 補助金

等の金額、 補助金等比率） など を総合的に勘案し 、 以下の３ 団体を個別に監査対象と

し て選定し た。  

( 1)  公益財団法人福島県文化振興財団 

( 2)  一般財団法人ふく し ま 医療機器産業推進機構 

( 3)  公益社団法人ふく し ま 緑の森づく り 公社 
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Ⅳ 一般財団法人ふく し ま 医療機器産業推進機構 

第１  概要 

一般財団法人ふく し ま 医療機器産業推進機構（ 以下「 当機構」 と いう 。） の概要は

次のと おり である 。  

 

１  設立・ 沿革等 

当機構は、 医療機器の開発から 安全性評価、 事業化ま でを一体的に支援する ふく し

ま 医療機器開発支援センタ ー（ 平成 28 年 11 月７ 日開所） ( 以下「 センタ ー」 と い

う 。 ) の運営法人と し て設立さ れた一般財団法人である 。  

センタ ーの指定管理者と し て運営管理する と と も に、 医療福祉機器産業関係の企業

等の交流促進及び取引支援など様々な事業を行っている 。  

 

  【 財団概要】  

設立 平成 25 年 5 月 1 日（ 設立者： 福島県）  

基本財産 330 万円 

理事長 菊地眞 

所在地 福島県郡山市富田町字満水田 27 番 8  

ふく し ま 医療機器開発支援センタ ー内 

 

【 沿革】  

平成 24 年 11 月 医療福祉機器関連産業集積にかかる 有識者会議において

「 福島県医療機器開発・ 安全性評価センタ ー（ 仮称） 構

想」 をま と める  

平成 24 年 11 月 福島県医療機器開発・ 安全性評価センタ ー（ 仮称） 整備

事業と し て約 134 億円が国によ り 予算措置さ れる  

平成 25 年５ 月 一般財団法人ふく し ま 医療機器産業推進機構と し て設立

登記完了 

平成 25 年 6 月 福島県庁内に主たる 事務所を設置し 、 事業開始 

平成 26 年 4 月 主たる 事務所を郡山市へ移転 

平成 28 年 10 月 ふく し ま 医療機器開発支援センタ ー内へ移転 

平成 28 年 11 月 安全性評価試験業務等開始 

平成 29 年 6 月 タ イ 王国関連機関と 覚書を締結 

平成 30 年 2 月 I SO/I EC 17025 取得（ 認定範囲： EMC試験/電気安全性試

験/物性試験/化学試験）  

平成 31 年 2 月 医療機器 GLP 認証取得 適合試験区分： I n vi vo 毒性試

験一般毒性等に関する 試験（ 局所性に限る ）  

平成 31 年 3 月 AAALAC完全認証取得 
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 ２  組織機構 

( 1)  組織図 

令和３ 年４ 月現在の当機構の組織図は次の図のと おり である 。  

 

 

 

( 2)  役員構成 

令和３ 年６ 月当時の当機構の役員は以下のと おり である 。  

役職名 氏名 団体の役職等 

代 表 理 事 

（ 理事長）  

菊地 眞 一般財団法人ふく し ま 医療機器産業推進機構 

理事長 

業務執行理事 

（ 副理事長）  

小林 利彰 ふく し ま 医療機器開発支援センタ ー長 

専務理事 宮村 安治 副センタ ー長兼事務局長 

理事 野地 誠 公益財団法人福島県産業振興センタ ー専務理事 

金澤 正晴 公益財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院院長 

評議員会

理事会

理事長

副理事長 （ 兼） ふく し ま 医療機器開発支援センタ ー長

副センタ ー長 兼事務局長

安全性評価部

営業推進課

電気物性試験

課

生物試験課

事業支援部

事業支援課

総務部 信頼性保証部

信頼性保証課

監事
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役職名 氏名 団体の役職等 

藤城 良教 福島県商工労働部次長 

三澤 裕 一般財団法人日本医療機器テク ノ ロ ジー協会専

務理事 

安原 洋 一般社団法人日本医療機器学会理事 

湯本 武夫 リ ズム株式会社取締役専務執行役員 

吉川 睦 会津オリ ンパス 株式会社技術製造統括取締役 

監事 虷澤 力 株式会社 AGS コ ンサルティ ング名誉顧問 

有馬 賢一 郡山商工会議所副会頭 

  

ま た、 令和３ 年６ 月現在の当機構の評議員は以下のと おり である 。  

氏名 団体の役職等 

安齋 浩記 福島県商工労働部部長 

井上 仁 済生会福島総合病院院長 

鈴木 千尋 一般社団法人福島県薬事工業協会理事 

藤橋 桂市 郡山市産業観光部部長 

廣瀨 大也 経済産業省 商務・ サービ ス グループヘルス ケア産業 医療・ 福

祉機器産業室室長 

福井 邦顕 福島県医療福祉機器産業協議会顧問 

星 北斗 一般社団法人福島県医師会副会長 

堀岡 伸彦 厚生労働省医政局経済課医療機器政策室室長 

松﨑 浩司 公益財団法人福島県産業振興センタ ー理事長 

百田 昭洋 福島県電子機械工業会会長 

 

ア 監事の評議員会への出席について【 意見】  

令和３ 年６ 月 23 日に開催さ れた評議員会においては、 事業報告及び決算承認の

評議がなさ れたと こ ろ、 その評議員会には監事２ 名の出席がなかった。 資料と し

て添付さ れた監事監査報告は、 結論と し て、 問題がない旨である 適正意見であっ

たため、 その記載を参考の上、 評議員会において、 問題なく 評議が行われたも の

と 理解でき る 。 し かし 、 評議員から 、 監事監査の報告に対し て質問や意見が出た

場合は、 監事が出席し ていなければ速やかな回答ができ ない恐れがあり 、 議事が

滞る こ と になる 。 監事には評議員に対する 説明義務が課せら れている こ と から 、

監事２ 名のう ち少なく と も ど ちら か一方評議員会に出席でき る よ う に今後も 努力

すべき である 。  

 

イ  重要な取引等についての理事会決定の要否の検討【 意見】  

当機構は、 監査対象年度において、 リ ース 金額総額が 38, 247 千円のリ ース 取引

について、 理事会で承認決議を取っていなかった。 当機構が準拠し なければなら

ない一般社団法人及び一般財団法人に関する 法律第 90 条第４ 項は、 重要な財産の

処分及び譲受け（ １ 号）、 多額の借財（ ２ 号） 等を 例示と する 「 重要な業務執行

の決定」 を理事会から 理事に委任する こ と ができ ない、 と 定めている 。 こ の条項
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の趣旨は、 重要な業務執行については理事の専決と はせず、 合議体をも って慎重

な検討を促すと いう 点である 。  

こ の点、 条文上、「 重要な業務執行」 と はなにか、「 重要な財団」「 多額の借財」

はど の範囲かと いった解釈が問題と なる が、 組織の規模と 取引の金額規模、 期間、

特性など を踏ま えて、 職務権限規程に明示し 、 長期に渡る リ ース 契約や業務委託

契約など も 職務権限規程に沿って重要な業務執行にあたる 場合は、 理事会の決定

を得る べき も のと 考える 。  

 

( 3)  職員構成 

令和３ 年４ 月現在の当機構の人員構成は以下のと おり である 。  

 人数 

センタ ー長 1 名 

事務局長 1 名 

人事・ 総務部 6 名 

信頼性保証部 3 名 

安全性評価部 34 名 

事業支援部 9 名 

               （ 有期雇用職員、 派遣含む）  

 

( 4)  事務分掌 

    当機構の各部署の事務分掌は以下のと おり である 。  

部署名 事務分掌 

人事・ 総務部 人事、 総務に関する こ と  

予算、 決算に関する こ と  

法務事務に関する こ と  

その他事務局の庶務に関する こ と  

事業支援部 福島県医療福祉機器産業協議会事務局に関する こ と  

ト レ ーニンググループの総括に関する こ と  

メ ディ カルク リ エーショ ンふく し ま の開催に関する こ と   

医療福祉機器海外展開事業（ ASEAN販路拡大事業） に関する こ と  

医療関連産業新たな「 し ごと 」 創出支援事業に関する こ と  他 

安全性評価部 電気物性試験課の業務の総括に関する こ と  

生物試験課の業務の総括に関する こ と  

営業推進課の業務の総括に関する こ と  

その他 

医療機器 GLP 適合性調査 

信頼性保証部 医療機器 GLP 試験及び GLP 施設・ 機器の信頼性調査及び保証に関する こ

と  

その他 
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３  実施事業体系等 

当機構は定款の定めのと おり 下記の事業を実施する こ と によ り 、 医療の安全確保と

医療機器産業の発展へ貢献する こ と を目的と し ている 。  

( 1)  医療機器の安全性評価に関する 試験検査 

( 2)  医療機器産業に関する 交流促進及び取引の支援 

( 3)  医療機器開発に関する コ ンサルティ ング 

( 4)  医療機器に関する プロ ジェ ク ト 管理 

( 5)  医療機器の安全性に関する 情報の収集、 整理及び提供 

( 6)  医療機器産業に関する 人材育成 

( 7)  医療機器に関する 医療従事者等への研修 

( 8)  災害医療機器の開発支援 

( 9)  公の施設の管理運営 

( 10)  その他上記に関連する 事業 

 

令和３ 年度には具体的には以下の 15 の事業を行った。  

区分 内容等 

ふく し ま 医療機器開発支

援センタ ーの管理運営 

医療機器の開発から 事業化ま でを 一体的に支援する 国

内初の拠点である 「 ふく し ま 医療機器開発支援センタ

ー」 の指定管理者と し て管理運営を行う 。  

福島県医療福祉機器産業

協議会の運営 

会員間の取引拡大と 技術基盤の強化を図り 、 医療福祉

機器分野への進出を 促進する ため、 技術交流会や各種

セミ ナーの企画、 マッ チングの機会の提供など と いっ

た、 会員相互交流の活性化及び企業人材の育成を実施

する 。  

メ ディ カ ルク リ エーシ ョ

ンふく し ま 2021 の開催 

福島県内外はも と よ り 海外企業も 含めた企業・ 団体が

出展し 、 も のづく り 企業の特徴ある 製造部品や技術の

展示と 医療機器メ ーカーによ る 最新医療機器の展示を

同時に行い、 医療機器の開発・ 改良に向け、 活発なビ

ジネス マッ チングを行う 。  

ASEAN販路拡大事業 「 医療関連産業集積プロ ジェ ク ト 補助金」 によ り 製品

化さ れた成果品の販路拡大を 図る ため、 タ イ 王国で開

催さ れる 展示会への出展、 及びビ ジネス マッ チングを

行う 。  

健康ビ ジネス 創出支援事

業 

介護・ 福祉機器など を 開発し ている 福島県内企業各社

の販路拡大を支援する ため展示会への出展を行う 。  

ふく し ま がつな ぐ  医療

関 連 産 業 新 た な 「 し ご

と 」 創出支援事業 

ふく し ま 医療機器開発支援センタ ーの安全性評価機能

又はト レ ーニング機能等を活用し 、 県内も のづく り 企

業への発注が見込ま れる 医療機器等の開発案件を誘致

し た上で、 県内企業への橋渡し を行う 。  

課題解決型医療福祉機器

等開発推進事業 

救急・ 災害及び感染症対策に資する 製品開発及び事業

化を 促進する ため、 購入者である 医療・ 消防、 販売・

製品開発企業など へのヒ アリ ング調査や、 販路拡大を

支援する ために本事業補助金によ り 開発し た製品の展
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示会への出展なら びに製品開発促進のためのアド バイ

ス を実施する 。  

St ep by St ep SUPPORT事

業（ SSS 事業）  

開発から 事業化ま での過程において、 市場やニーズの

発掘段階、 設計・ 評価、 規制等の関係法令・ 規格な

ど 、 その段階・ 状況に合わせた個別支援体制によ り 、

実務をサポート する 。  

郡山市医工連携事業化参

入コ ンサルティ ング事業 

郡山市内企業における 医療機器分野への参入状況を 踏

ま え、 各企業の技術や参入意欲に沿った支援を行う 。  

魅力を 伝え る ふく し ま 医

療関連人材育成事業 

医療機器関連産業の一層の集積を 促進する ため、 高校

生、 大学生、 大学院生、 企業人等を 対象に医療機器の

開発者や起業を目指す人材の育成を行う 。  

医療施設用ロ ボッ ト 導入

モデル事業 

福島県内の医療施設において最先端の医療施設用ロ ボ

ッ ト 等を 導入する こ と によ り 、 在宅医療を 含めた医療

現場での効果的なロ ボッ ト の運用方法およ び具体的な

活用方法の検証を行う 。  

介護支援用ロ ボッ ト 導入

促進事業 

福島県内での介護支援用ロ ボッ ト の普及によ る 介護職

員の負担軽減と 同関連産業の集積を 図る ため、 高齢者

介護施設が介護支援ロ ボッ ト を 導入する 費用の一部補

助を行う 。  

医療機器重点分野等開発

促進事業 

有望な開発案件を 本県に集積する と と も に、 県内企業

の技術がいかさ れる 量産に向けたも のづく り 段階への

移行を 促進し 、 新たな仕事の創出につなげる ため、 案

件創出事業や共同相談等を実施する 。  

浜通り 地域等医療・ 福祉

機器導入モデル事業 

浜通り 地域等の企業が開発し た医療・ 福祉機器を当地

域の医療施設や高齢者福祉施設、 ま た事業所等が導入

する こ と を 支援し 、 モデル事業と し て広く Ｐ Ｒ する こ

と によ り 、 企業の販路拡大と 参入・ 誘致の促進を 図

る 。  

地域連携拠点自立化推進

事業 

Ａ ＭＥ Ｄ 医工連携イ ノ ベーショ ン 推進事業の採択を 受

け、 本事業では、 東北各地域の支援機関が参画する

「 東北医療機器開発／事業化人材オープン・ シェ ア革

命推進タ ス ク フ ォ ース 」 を設置し 、 セン タ ー（ 連携機

関を 含む） が中心と なり 、 東北全域における 企業群で

試作開発を 迅速且つ確実に分担し 、 試作企業選定の最

適化を 図り 事業化を 進めて いく モデル構築を 研究す

る 。  
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４  決算の状況 

令和３ 年度の当機構の決算の状況及び財産目録は次のと おり である 。      
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第２  契約等について 

１  委託契約等に係る 事務について 

   令和３ 年度に当機構が外部に委託し ている 契約のう ち契約金額が 1, 000 千円以上の

も のは、 以下のと おり である 。  

【 競争入札】                           （ 単位： 千円）  

名称 
応 募 者

数 

契 約 金

額 
契約先 

継 続 年

数 

電気・ 機械設備等の運転監視

及び保守点検業務 
2 社 70, 224 

キ ョ ウ ワ プロ テ ッ ク 株式

会社 
6 年 

磁気共鳴画像診断装置保守点

検業務委託 
1 社 11, 682 サンセイ 医機株式会社 3 年 

循環器用Ｘ 線撮影装置保守点

検業務委託 
1 社 7, 744 

ス リ ービ ーシ ス テ ム ズ 株

式会社 
3 年 

空調機フ ィ ルタ ー交換業務 1 社 7, 480 
セコ ム エン ジ ニ ア リ ン グ

株式会社 
5 年 

Ｅ ＭＣ 試験機器校正業務委託 2 社 5, 115 高千穂精機株式会社 2 年 

清掃業務 1 社 2, 772 
キ ョ ウ ワ プロ テ ッ ク 株式

会社 
6 年 

緑地管理業務 3 社 2, 035 株式会社富士緑化 4 年 

合計  107, 052    

 

【 随意契約・ 見積り 合わせ】                     （ 単位： 千円）  

名称 入手見積数 契約金額 契約先 継続年数 

「 メ ディ カ ルク リ エーショ

ン ふく し ま 2021WEB」 運営

等業務 

2 社プロ ポー

ザル方式 
13, 700 株式会社電通東日本 1 年 

広報ツール構築業務委託 
3 社企画選定

審査 
12, 527 株式会社Ｉ Ｔ Ｐ  1 年 

サポート サービ ス （ 液体ク

ロ マト グ ラ フ 分析装置 他 

計 3 点）  

１ 社 6, 053 
美和電気工業株式会

社 
5 年 

メ ディ カ ルビ ジネス リ ーダ

ー育成プロ グラ ム 管理運営

業務 

１ 社 4, 730 
一般社団法人日本バ

イ オデザイ ン学会 
3 年 

医療関連産業新たな「 し ご

と 」 創出支援事業 データ

ベース 作成業務 

１ 社 3, 721 株式会社エフコ ム 1 年 

「 メ ディ カ ルク リ エーショ

ン ふく し ま 2021WEB」 オン

ラ イ ン 開催用イ ベン ト プラ

ッ ト フォ ーム使用 

１ 社 3, 663 株式会社 EventHub 2 年 

開所 5 周年記念イ ベント 運

営業務委託 
1 社 3, 436 

株式会社ル・ プロ ジ

ェ  
1 年 

医療と 介護の総合展メ ディ 3 社企画コ ン 2, 530 株式会社レ ブ・ ク リ 1 年 
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カ ルジャ パン 【 大阪展】 会

場設営業務委託 

ペ選考 エイ ト  

東北地域の資源を 活かし た

広域連携拠点自立化に向け

た研究における  医療従事者

と のコ ン セプト 評価委員会

の開催 

1 社 2, 483 
株式会社ド ゥ リ サー

チ研究所 
1 年 

サポート サービ ス （ 誘導結

合プラ ズマ質量分析装置）  
1 社 2, 165 

美和電気工業株式会

社 
5 年 

第 12 回ヘルス ケア・ 医療機

器 開発展［ 東京］ -MEDI X-

会場設営業務委託 

4 社企画コ ン

ペ選考 
2, 145 

株式会社レ ブ・ ク リ

エイ ト  
1 年 

人材育成研修業務委託 1 社 2, 132 株式会社ク リ フ 1 年 

「 オン ラ イ ン イ ン タ ーン シ

ッ プ」 に係る 動画制作業務 
2 社 1, 760 

有限会社デンヤ・ ク

リ エイ ティ ブ・ ワ ー

ク ス  

1 年 

サポート サービ ス （ ガス ク

ロ マ ト グ ラ フ 質量分析装

置）  

1 社 1, 650 
美和電気工業株式会

社 
5 年 

自家用電気工作物保安管理

業務 
1 社 1, 484 

一般機構法人東北電

気保安協会 
6 年 

電波暗室点検保守業務委託

関連資料 
1 社  1, 158 Ｔ Ｄ Ｋ 株式会社 1 年 

その他 9 件（ 一部、 単価契

約を含む）  
－ 5, 176 － － 

合計  70, 513    

 

契約金額が 1, 000 千円以上のも のについて、 関係書類の閲覧及び担当者へのヒ アリ ン

グ等を行っ た結果、 以下の事項を除き 委託契約等に係る 事務に問題は検出さ れなかった。  

 

( 1)  随意契約によ る 場合の事務処理について【 指摘】  

当機構の財務規程によ れば、 予定価格が 100 万円を超える 業務委託については、

原則と し て一般競争入札を行う 必要がある が、 随意契約によ って契約し ている も の

が検出さ れた。  

ま た、 予定価格が 200 万円以上の業務委託について相見積り を入手せずに随意契

約を締結する 場合には、 当機構の規程上、 理事長ま たは副理事長の決裁が必要と さ

れている が、 発議書を閲覧し たと こ ろ、 理事長ま たは副理事長の決裁を得ないま ま

相見積書を入手せずに随意契約と し ている 200 万円以上の委託業務が複数検出さ れ

た（ 詳細は下表のと おり ）。   
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（ 単位： 千円）  

名称 契約金額 入札・ 随意 相見積 
理事長ま たは

副理事長決裁 

令和 3 年度メ ディ カルビジネス リ ー

ダー育成プロ グラ ム管理運営業務 
4, 730 随意契約 無 無 

令和 3 年度医療関連産業新たな「 し

ご と 」 創出支援事業 データ ベー

ス 作成業務 

3, 721 随意契約 無 無 

「 メ ディ カ ルク リ エーシ ョ ン ふく

し ま 2021WEB」 オンラ イ ン開催用イ

ベント プラ ッ ト フォ ーム使用 

3, 663 随意契約 無 無 

開所 5 周年記念イ ベント 運営業務委

託 
3, 436 随意契約 無 無 

東北地域の資源を 活かし た広域連

携拠点自立化に向けた研究におけ

る  医療従事者と のコ ンセプト 評価

委員会の開催 

2, 483 随意契約 無 無 

人材育成研修業務委託 2, 132 随意契約 無 無 

 

なお、 当機構は、 組織の実情を勘案し て決裁権限を見直し 、 令和４ 年度から 決裁権

者を副理事長から 事務局長に変更し ている 。  

 

( 2)  相見積書の入手について【 意見】  

上記のと おり 、 当機構では所定の社内決裁を得れば、 100 万円を超える 業務委託

であっても 競争入札をする こ と なく 、 ま た、 相見積書を 入手する こ と なく 随意契約

を締結する こ と は可能である 。  

発議書を 閲覧し たと こ ろ、「 すぐ に対応でき る 近隣業者である こ と 」 等を 理由と

し て相見積書を入手し ていない案件がある 。 委託業者から 提出さ れた見積金額の妥

当性を検証する ため、 入手がど う し ても 困難な場合を除いて相見積書の入手が必要

である 。  

ま た、 生物試験で使用する ため、 年間相当数の動物（ ミ ニブタ ） を購入し ている

が、 品質に対する 信頼と いう 意味では一理ある が、 購入先が提示する 価格の妥当性

を検証し ない理由にはなら ない。 ミ ニブタ を販売する 業者は全国に数社あり 、 参考

見積書を 入手する こ と は可能である 。 定期的に参考見積書を入手し て、 購入先が提

示する 見積金額の妥当性を検証する こ と が望ま れる 。  
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２  経費の管理について 

運営経費の決算額の推移は以下のと おり である 。  

                                 （ 単位： 千円）  

内訳 平成 30 年度 令和元年度 令和２ 年度 令和３ 年度 

人件費 297, 981 315, 174 331, 612 366, 032 

管理費（ 人件費を除く ）  6, 641 7, 817 8, 891 9, 863 

事業費（ 人件費を除く ）  511, 019 606, 247 603, 221 570, 600 

運営経費合計 815, 641 929, 238 943, 724 946, 495 

 

経費について、 関係書類の閲覧及び担当者へのヒ アリ ング等を 行った結果を踏ま え、

運営経費の主要項目である 消耗品費及び人件費の管理について、 以下の対応が必要と

考える 。  

 

( 1)  受注案件単位の原価管理について【 意見】  

収益事業は、 顧客が発生し た原価を負担する のが原則であり 、 顧客に正し く 原価

を転嫁する ためには受注案件単位で原価を集計する 必要がある が、 当機構では受注

案件毎の予算を作成し ておら ず案件に紐づけた原価管理を行っていない。 管理部門

は各受注案件の予算と 実績を比較する 情報を持っていないため、 発生原価の事後検

証ができ ていない。  

こ れは人件費についても 同様であり 、 管理部門は職員の勤務時間を受注案件に紐

づける 情報（ 案件毎の実績作業時間） を持っていない。 当機構の見積書には、 試験

の所要時間を算定し たう えで「 試験実施後、 試験時間等に過不足が生じ た場合は請

求書にて処理を行う 」 旨の記載が付さ れる こ と がある が、 案件毎の実績作業時間を

把握し ていない現況では、 顧客に対し て納得感のある 追加請求をする こ と は困難で

ある 。  

少なく と も 、 消耗品費と 人件費に関し ては受注案件に紐づけた原価管理が必要で

ある 。 各案件の予定原価（ 消耗品費、 人件費等） と 実際原価を比較し て見積の妥当

性を検証し 改善を重ねる 。 それを 続ける こ と で見積書の精度も 高ま り 、 結果と し て

当機構の見積書に対する 顧客の信頼も 高ま る と 考える 。 受注案件単位の原価管理が

望ま れる 。  

 

( 2)  消耗品の管理について【 意見】  

当機構は、 備品（ 耐用年数１ 年以上であって取得価額 10 万円以上） 以外の物品を

消耗品と 定義し ている 。 当機構の財務規程には以下の定めがある 。  

第６ 章 物品 

（ 購入及び修繕）  

第35条 物品を購入し 又は修繕し よ う と する と き は、 物品購入伺（ 様式第６ 号）
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又は物品修繕伺（ 様式第７ 号） によ る も のと する 。  

（ 検収）  

第 36 条 物品を購入し 又は修繕し よ う と する と き は、 出納役が検収し なければ

なら ない。  

（ 売却、 廃棄、 その他の処分）  

第 37 条 不用になった物品又は損傷し て修繕でき ない物品（ 修理する こ と がか

えっ て不経済になる 物品を 含む。） があ る と き は、 保存の必要があ る と き を 除

き 、 処分伺（ 任意様式） によ り 、 売却、 廃棄、 その他の処分をする も のと する 。  

（ 物品保管）  

第 38 条 出納役は、 物品を常に良好な状態で供用又は払出し ができ る よ う 保管

し なければなら ない。  

 

消耗品費の予算は 101, 688 千円にも 上り 、 事業費の主要項目である 。 当機構は、

運営経費について絶えず精査を実施し 経費削減を図っていく 方針である こ と から 、

消耗品費の管理について以下の対応が望ま れる 。  

 

ア 消耗品の実地棚卸について 

当機構の予算には、 事業費だけで年間 101, 688 千円も の消耗品費が計上さ れて

いる が、 消耗品は購入時に費消さ れたも のと みなす運用と なっており 、 消耗品の

実地棚卸は行われていない。  

消耗品の中には、 試験間で供用さ れる も のも ある であろう 。 そのよ う な消耗品

は、 財務規程において「 出納役は、 物品を常に良好な状態で供用又は払出し がで

き る よ う 保管し なければなら ない」 と 定めら れている 。 出納役が物品の状態を把

握する には物品の受払記録が不可欠であり 、 受払記録と 実態の乖離を把握する の

が実地棚卸である 。 財務規程を順守する ためには実地棚卸の実施が不可欠である 。  

経費削減に取組むのであれば、 消耗品の購入についても 絶えず精査し ていく 必

要があり 、 実地棚卸によ って消耗品の必要以上の購入や滞留が検出さ れる こ と も

ある 。 経費削減と いう 面から も 実地棚卸の実施が望ま れる 。  

 

イ   発注先への残高確認について 

当機構の財務規程には、「 物品を 購入し 又は修繕し よ う と する と き は、 出納役

が検収し なければなら ない」 と ある が、 管理部門が毎回検収に立会う こ と は実務

上、 困難である 。 その上、 当機構では物品の実地棚卸が行われていないこ と から 、

管理部門が物品そのも のを目にする 機会は多く なく 、 内部牽制が強いと は言えな

い状況である 。  

過去には、 内部牽制が十分でない研究機関において、 現場担当者が業者に架空

取引を指示し て納品事実のない取引の代金を業者に請求さ せ、 その支払金を当該

業者に管理さ せる 行為が問題になったこ と がある 。 公的機関でこ のよ う な問題が

発覚し た場合、 その信用は大き く 失墜する こ と になる 。  
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そのよ う な問題を発生さ せないためにも 、 管理部門によ る 関与は重要である 。

管理部門の関与手段と し て残高確認が考えら れる 。 管理部門から 業者に対し て、

預け金の有無を直接文書で問い合わせて回答を入手する こ と は、 一定の牽制効果

がある と 思われる 。 残高確認の導入を検討する こ と が望ま れる 。  

 

( 3)  人件費の管理について【 意見】  

当機構が平成 30 年３ 月に公表し た経営改善計画には、 財政基盤の強化の方策の一

つと し て経費削減に資する 勤務体制の見直し が記載さ れており 、 夜勤及び土日勤務

体制の見直し と 効率的な業務推進によ り 人件費の縮減に努める と 書かれている 。 人

件費は、 当機構の支出額の 39％を占める 重要な運営経費であり 、 その発生の多寡は

当機構の業績を左右する 力を持つ。  

令和３ 年度の当機構の予算と 実績を比較し た結果は、 以下のと おり である 。  

（ 単位： 千円）  

内訳 予算 実績 
差異 

( 予算-実績)  

差異割合 

人件費 445, 669 366, 032 ▲79, 637 ▲17. 9％ 

管理費（ 人件費を除く ）  5, 411 9, 863 4, 452 ＋82. 3％ 

事業費（ 人件費を除く ）  750, 671 570, 600 ▲180, 071 ▲24. 0％ 

経常費用合計 1, 201, 751 946, 495 ▲255, 256 ▲21. 2％ 

 

経常費用減少の最大の要因は、 事業費（ 人件費を除く ） の減少である が、 顕著な

のは県や委託者に実費請求する 費用の減少であり 、 費用減少ほど には利益は増加し

ない。 生物試験数減少等に伴う 消耗品費の減少（ ▲45, 888 千円） や受託事業対象案

件減少に伴う 負担金の減少（ ▲37, 371 千円） の減少等は、 当該費用見合いで収入も

減少する から である 。  

一方、 人件費は予算よ り も ２ 割弱も 少ない水準と なり 、 利益増加に貢献し ている 。

人件費を 縮減でき た理由について、 当機構担当者から は「 採用を計画し ていた人員

を確保でき なかったこ と 、 病欠者が発生し たこ と 、 収益部門の稼働が低調で残業代

が少なかったこ と 」 が主な理由と 伺っている 。 人件費の多く は県から の管理業務委

託料で賄われており 、 管理業務委託料は固定収入のため、 人件費の減少は利益の増

加に直接貢献する 。  

人件費に関し ては、 事業計画書に「 業務の性質によ り 、 臨時職員、 嘱託職員及び

派遣職員等の活用を図り 、 効率的な業務の執行を図る 」 と 記載さ れている 。 当機構

には雇用者と し ての責任があり 、 一度雇用し た職員を容易に解雇する こ と ができ な

いのは当然である が、 一方、 管理業務委託料は今後減少する 見込みである こ と から

人件費の抑制は重要な課題である 。 採用計画の精査と 部門間の垣根を超えた職員間

の協力によ り 、 引き 続き 人件費の抑制に努めら れたい。  
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 ３  事業収入に係る 事務について 

当機構は、 センタ ーの指定管理者と し てセンタ ーを利用し た業務を提供し 、 利用者

から 施設利用に係る 料金を受領し て事業収入と し て計上し ている 。 事業収入の決算額

の推移は以下のと おり である 。  

（ 単位： 千円）  

内訳 平成 30 年度 令和元年度 令和２ 年度 令和３ 年度 

電気試験（ EMC）  17, 337 16, 614 26, 500 29, 293 

電気試験（ 安全性／音響）  12, 240 8, 273 2, 971 5, 668 

物理／環境／寸法・ 形状測定 16, 765 21, 424 12, 016 15, 456 

化学分析 3, 224 4, 893 3, 510 2, 270 

生物試験 62, 035 91, 204 128, 460 61, 199 

収益部門計 111, 600 142, 409 173, 457 113, 886 

医療ト レ ーニング 6, 310 6, 765 15, 475 19, 547 

看護ト レ ーニング 1, 183 1, 038 578 831 

その他 16, 148 14, 962 14, 799 16, 560 

公共・ 管理部門計 23, 641 22, 765 30, 852 35, 654 

事業収入 135, 241 165, 174 204, 309 150, 824 

 

事業収入について、 関係書類の閲覧及び担当者へのヒ アリ ング等を行った結果、 以下

の事項を除き 、 事業収入に係る 事務に問題は検出さ れなかった。  

 

( 1)  センタ ー利用料金の周知について【 指摘】  

    当機構は、 センタ ーの管理業務を実施する に当たり 「 ふく し ま 医療機器開発支援

センタ ーの管理に関する 基本協定書（ 以下「 基本協定書」 と いう 。）」 及び「 ふく し

ま 医療機器開発支援センタ ーの管理に関する 令和３ 年度協定書（ 以下「 年度協定書」

と いう 。） を締結し ており 、 基本協定書には利用料金について以下の記載がある 。  

（ 利用料金によ る 収入）  

第７ 条 乙（ 機構） は、 ふく し ま 医療機器開発支援センタ ー条例第８ 条に掲げる

施設の利用に係る 料金（ 以下「 利用料金」 と いう 。） を乙の収入と し て収受し 、 管

理業務を遂行する ために必要と 認めら れる 経費に充当する も のと する 。  

２  乙は、 利用料金の額、 支払い方法等について、 利用者への十分な周知に努め

なければなら ない。  

 

こ の点、 当機構が県に提出し た「 ふく し ま 医療機器開発支援センタ ーの管理に関

する 2021 年度事業計画書」 には、 以下の記載がある 。  

１  施設の管理運営体制 
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( 10) 利用料金設定に関する 考え方 

 利用料金については、「 ふく し ま 医療機器開発支援センタ ー条例」 別表の範囲に

おいて、 県と 協議し て決定する 。  

 「 ふく し ま 医療機器開発支援センタ ー料金表」 を 基本と し 、 試験依頼者と 相談

のう え、 見積り を 作成する 。 ま た、 公益的な見地から 、 県と 協議のう え、 必要に

応じ て利用料金の減免規定を設け、 利用の促進を図る 。  

① 利用料金算定の基本的考え方 

ア 研修室や技術開発室、 模擬施術室、 電気・ 物性試験等については、 県内や国

内の類似施設（ 公的機関が運営する 施設） の金額を 考慮し 、 必要経費を計上し 算

定し た。  

イ  埋埴試験については、 国内に類似施設が少ないため、 諸経費の積み上げによ

り 算定し た。  

② 利用料金の見直し について 

 別紙「 ふく し ま 医療機器開発支援センタ ー料金表」 のと おり と する が、 当初利

用料金を設定し た状況から 変化が生じ ている こ と から 、 県と 協議の上、 必要に応

じ て利用料金の見直し を進める 。  

  

事業計画書に添付さ れた「 ふく し ま 医療機器開発支援センタ ー料金表（ 以下「 料

金表」 と いう 。） には、 医療機器の安全性評価試験や研修室等の施設利用料が 11 ペ

ージにわたって細かく 記載さ れている 。  

料金表に記載さ れた料金のう ち、 センタ ーのホームページに掲載さ れている のは

研修室等の施設利用に関する 料金のみであり 、 医療機器の安全性評価試験に関する

料金は掲載さ れていない。 ま た、 当機構担当者に確認し たと こ ろ、 当該料金表は見

積書を作成する ための内部資料であり 、 外部には公表し ていないと のこ と である 。  

料金表を 外部に公表し ない理由は、「 料金表を 公開する こ と は同業の民間事業者

に手の内を明かすこ と になり 、 営業上不利と なる 」 と いう のが当機構の説明である

が、 センタ ーは公の施設である 。 民間事業者が類似のサービス を提供し ている ので

あれば、 なおさ ら 民間事業の営利を圧迫する こ と のないよ う 、 公正性に配慮し て設

定さ れた利用料金を公表する 必要がある 。  

基本協定書第７ 条第２ 項では、 利用料金の利用者への十分な周知を求めている 。

周知と は「 世間一般に広く 知ら せる こ と 」 である 。 現在のセンタ ーの利用料金は世

間一般に広く 知ら さ れている と は言い難い。 基本協定に従って、 利用料金を十分に

周知する 必要がある 。  

 

( 2)  料金表について 

    当機構が利用する 料金表について、 以下の事項が検出さ れた。  

ア 料金算定根拠資料の管理について【 指摘】  

当機構が県に提出し た「 ふく し ま 医療機器開発支援センタ ーの管理に関する

2021 年度事業計画書」 には、 以下の記載がある 。  

１  施設の管理運営体制 
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( 10) 利用料金設定に関する 考え方 

 利用料金については、「 ふく し ま 医療機器開発支援センタ ー条例」 別表の範囲に

おいて、 県と 協議し て決定する 。  

 「 ふく し ま 医療機器開発支援センタ ー料金表」 を 基本と し 、 試験依頼者と 相談

のう え、 見積り を 作成する 。 ま た、 公益的な見地から 、 県と 協議のう え、 必要に

応じ て利用料金の減免規定を設け、 利用の促進を図る 。  

① 利用料金算定の基本的考え方 

ア 研修室や技術開発室、 模擬施術室、 電気・ 物性試験等については、 県内や国

内の類似施設（ 公的機関が運営する 施設） の金額を 考慮し 、 必要経費を計上し 算

定し た。  

イ  埋埴試験については、 国内に類似施設が少ないため、 諸経費の積み上げによ

り 算定し た。  

② 利用料金の見直し について 

 別紙「 ふく し ま 医療機器開発支援センタ ー料金表」 のと おり と する が、 当初利

用料金を設定し た状況から 変化が生じ ている こ と から 、 県と 協議の上、 必要に応

じ て利用料金の見直し を進める 。  

  

料金表は、 以下の構成と なっている 。  

ふく し ま 医療機器開発支援センタ ー料金表 

医療機器の安全性評価試験 

電気／物性／化学的安全性評価試験 

■電気試験（ Ｅ ＭＣ 試験） ＿12 項目 

■電気試験（ 安全性試験／音響試験） ＿14 項目 

■物性試験＿10 項目 

■環境試験＿18 項目 

■寸法・ 形状測定＿4 項目 

■化学分析＿90 項目 

■その他＿4 項目 

生物学的安全性評価試験＿13 項目 

技術開発室 

■技術開発室利用料金 

施設利用料 

研修室 

■研修室利用料金 

■研修室附属設備・ 備品利用料金① 

■研修室附属設備・ 備品利用料金② 

■研修室附属設備・ 備品利用料金②（ 医療処置・ 看護ト レ ーニング関連）  

模擬手術室 

■模擬手術室利用料金 

■模擬手術附属設備 利用料金 

■模擬手術人件費等 

 

料金表に記載さ れた各項目の金額算定根拠資料の提示を求めたと こ ろ、 当機

構には料金表記載金額の算定資料が保管さ れておら ず、 ど のよ う にし て金額を

算定し たのかを知る こ と ができ ない状況である こ と が判明し た。  

当機構は、 当初利用料金を設定し た状況から 変化が生じ ている こ と を認識し 、
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利用料金の見直し を進める こ と を検討し ている が、 現在使用し ている 料金の算

定資料が残っておら ず、 当機構は医療機器の安全性評価試験の 165 項目（ 電気

／物性／化学的安全性評価試験 152 項目、 生物学的安全性評価試験 13 項目） す

べての料金を一から 算定し 直す必要に迫ら れている 。  

不適切な情報管理によ って単なる 見直し 以上の労力を費やすこ と がないよ う 、

今後は情報管理を徹底する 必要がある 。  

 

イ   料金表の見直し について【 意見】  

医療機器の安全性評価試験のう ち、 電気／物性／化学的安全性評価試験に係る

収支の予算と 実績を比較し た結果は以下のと おり である 。  

（ 単位： 千円）  

 予算 実績 
差異 

( 予算-実績)  
達成率 

料金収入  ① 70, 240 52, 687 ▲ 17, 553 75. 0% 

事業費支出 ② 151, 367 176, 627 25, 260 116. 7% 

収支差額 ①-② ▲ 81, 127 ▲ 123, 940 ▲ 42, 813 152. 8% 

原価率 ②/① 215. 5% 335. 2% － － 

  

電気／物性／化学的安全性評価試験は、 民間企業が以前から 収益事業と し て実

施し ている 分野であり 、 原価率 335％は通常では考えにく い水準である 。 安全性

評価機能はセンタ ー事業の柱であり 、 当該事業は将来的には料金収入によ り 自立

を目指す考えである こ と から 、 適正な価格で収入を獲得し ていく 必要がある 。 し

かし 、 前述のと おり 当該料金の算定資料は保管さ れておら ず、 監査時点ではその

妥当性を 検証する こ と ができ ない状況である 。 当機構担当者の説明によ る と 、 試

験料金の見直し の一環で、 電気／物性／化学的安全性評価試験の検証作業を開始

し ている と のこ と である 。 早期の検証を期待し たい。  

 

ウ  埋埴試験の料金について【 意見】  

料金表によ る と 、 埋埴試験の料金は以下のよ う になっている 。  

ふく し ま 医療機器開発支援センタ ー料金表 

 生物学的安全性評価試験 

試験名 単位 金額（ 消費税抜）  

埋埴試験基本 １ 頭につき  976, 200 円 

 

 

 

埋埴試験は、 センタ ーが実施し ている 評価試験の中で最も 高額である が、 当機
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構は埋埴試験の見積書作成に際し 料金表記載の金額を使用する こ と はないと のこ

と である 。 料金表に記載の金額は埋埴試験の見積書作成の実務には利用さ れてお

ら ず、 実務では諸経費の積み上げによ って算定し た見積額が試験委託者に提示さ

れ、 条例が定めた上限は有名無実化し ている 。  

条例に埋埴試験の料金の上限金額が定めら れている 以上、 それを念頭に見積書

を作成すべき である 。  

 

４  指定管理業務に係る 事務について 

当機構は、 県から ふく し ま 医療機器開発支援センタ ーの指定管理業務を受託し 、

県と 締結し た基本協定書に従って指定管理業務を行っている 。 指定管理業務につい

て、 関係書類の閲覧及び担当者へのヒ アリ ング等を行った結果、 以下の事項を除き 、

指定管理業務に係る 事務に問題は検出さ れなかった。  

( 1)  事業計画書について【 指摘】  

事業計画書について、 基本協定書には以下の記載がある 。  

（ 各年度の事業計画書の提出）  

第 12 条 乙（ 機構） は、 医療機器開発支援センタ ーの管理業務に係る 各事業年度

の１ 月末ま でに、 当該年度の翌年度に係る 次に掲げる 内容を記載し た事業計画書

を甲（ 福島県） に提出し なければなら ない。 ただし 、 令和３ 年度に係る 事業計画

書については、 基本協定の締結後、 速やかに提出する こ と と する 。  

( 1)  管理の体制 

( 2)  業務の内容 

( 3)  管理運営目標達成のために取り 組む具体的内容 

( 4)  業務に要する 経費 

( 5)  その他甲が必要と 認める 事項 

  

当機構が県に提出し た事業計画書を閲覧し たと こ ろ、 業務に要する 経費に関する

記載がなかっ た。 県担当部署に確認し たと こ ろ 、 事業計画書に記載はないも のの

「 ３ 月に開催さ れた機構の理事会、 評議員会に出席し て報告を受けた」 と の説明で

ある が、 基本協定書では業務に要する 経費を記載し た事業計画書を提出し なければ

なら ないと さ れている 。 当機構は基本協定に従って作成し た事業計画書を提出する

必要がある 。  

 

( 2)  事業報告書について 

ア 事業報告書の「 管理業務の実施状況及び利用状況」 について【 指摘】  

事業報告書について、 基本協定書には以下の記載がある 。  

（ 事業報告書の提出等）  

第 22 条 乙（ 機構） は、 福島県公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する 条

例第５ 条の規定に基づき 、 前年度の事業に係る 次に掲げる 内容を記載し た事業報

告書を 毎年度終了後４ 月３ ０ 日ま でに、 甲（ 福島県） に提出し なければなら な

い。  



51 

 

( 1)  管理業務の実施状況及び利用状況 

( 2)  利用料金の収入の実績 

( 3)  管理運営目標の達成状況 

( 4)  業務に係る 経費の収支状況 

( 5)  その他甲が必要と 認める 事項 

 

当機構が県に提出し た事業報告書を閲覧し たと こ ろ、 管理業務の実施状況に関

する 記載がなかった。 県担当部署に確認し たと こ ろ、 事業報告書に記載はないも

のの「 保守点検業務報告を別途受けていた」 と の説明である が、 基本協定書では

管理業務の実施状況を記載し た事業報告書を提出し なければなら ないと さ れてい

る 。 当機構は基本協定に従って作成し た事業報告書を提出する 必要がある 。  

 

イ  「 センタ ー利用状況」 について【 意見】  

事業報告書には「 ２ ． センタ ー利用状況」 と いう 項目があり 、 以下のよ う な記

載がある 。  

２ ． センタ ー利用状況 

Ⅰ． 利用料金の収入状況（ 当月末ま でに入金が終了し たも の）  

１ ． 安全性試験に関する 収入（ 単位千円）  

試験種別 

前 月 ま で

の 累 計 額

a 

当 月 収 入

金額 b 

当 月 合 計

額 a+b 

年 度 目 標

d 

達 成 率

( a+b) /d 

電気・ 物性・ 科学的

安全性試験 
43, 776 6, 563 50, 339 70, 240 71. 7% 

生物学的安全性試験 36, 962 ▲678 36, 284 128, 000 28. 3% 

小計 80, 738 5, 885 86, 623 198, 240 43. 7% 

２ ． 施設・ 附属設備の貸出（ 単位千円）  

施設名 

前 月 ま で

の 累 計 額

a 

当 月 収 入

金額 b 

当 月 合 計

額 a+b 

年 度 目 標

d 

達 成 率

( a+b) /d 

研修室 2, 339 534 2, 873 2, 100 136. 8% 

技術開発室 4, 890 8 4, 898 5, 100 96. 0% 

模擬手術質（ 医療ト

レ ーニング）  
14, 868 751 15, 619 12, 500 125. 0% 

看護ト レ ーニング 792 38 830 1, 700 48. 8% 

小計 22, 889 1, 331 24, 220 21, 400 113. 2% 

 

 

  

当機構が「 利用状況」 と し て記載し ている 内容は利用料金の収入状況であり 、

基本協定書が別途記載を求めている 「 利用料金の収入実績」 と 実質的な違いはな

く 、 情報に有用性はない。 利用状況の記載について検討する こ と が望ま れる 。  
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なお、 利用状況の報告には、 KPI （ 重要業績評価指標） を設定する のが有効で

あろう 。 KPI は、 達成し たい目標を数値化する こ と で明確化し 、 実行計画と 結果

報告を繋ぐ 役割を果たすと と も に、 目標と 実績の差を分析する こ と で対応策を検

討し 、 翌年度の新たな目標が設定さ れる と いう PDCAサイ ク ルを回すための道具と

なり 得る 。  

当機構は、 公社等見直し に関する 実行計画において、 以下のよ う な具体的な実

施項目を設定し ている 。  

実施項目 具体的措置 

収入の確保 ・ GLP 試験の実績を 確実に積み上げる と と も に、 医療機器

GLP 適合施設と し て確固たる 地位を築く 。  

・ こ れま で利用のあった企業のリ ピ ート 率向上を図る ほか、

関係機関と の連携強化等によ り 新規利用者を獲得する ための

営業活動を実施する 。  

・ 医療系専門学校における 学生実習や臨床工学技士の単位取

得認定実習等をセンタ ーで継続的に行っても ら い、 安定的な

収入を確保する 。  

・ 利用料金については、 必要に応じ て適宜見直し を行う 。  

サービ ス の向上と 経

費の縮減 

・ 利用者へ提供する サービ ス の内容や質を充実さ せ、 利用者

アンケート を実施する 等、 顧客満足度の向上に取り 組む。  

・ 施設及び設備等の適切な維持管理と サービス の向上に努め

ながら 、 運営経費について絶えず精査を実施し 、 経費削減を

図る 。  

 

こ れら の具体的措置は、 例えば以下の様な KPI に置き 換える こ と が可能である 。  

具体的措置 KPI の例 

GLP 試験実績の積み上げ GLP 試験の実績件数 

リ ピート 率の向上 過去の利用企業のリ ピート 利用件数 

新規利用者の獲得 新規利用者の獲得件数 

顧客満足度の向上 過去の利用企業のリ ピート 利用件数 

経費削減 残業時間数、 経費削減案の提案数、 削減金額 

県は、 基本協定書第 24 条第１ 項において、 当機構が行う 管理運営実績（ 利用状況、

収支状況、 計画達成度等） を評価する こ と と なっている 。 KPI を設定し 、 達成し た

い目標を 具体的な数値と し て事業計画書に明記し 、 事業報告書において計画達成度

等を報告する こ と は管理運営実績の評価にと っても 有用と 思われる 。 当機構にと っ

てよ り 有用な KPI の設定を検討する こ と が望ま れる 。  

 

ウ  月次業務報告について【 意見】  

月次報告について、 基本協定書には以下の記載がある 。  

（ 業務の報告）  

第 23 条 乙（ 機構） は、 毎月事業終了後１ ０ 日以内に次に掲げる 事項を 甲（ 福島
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県） に報告する も のと する 。  

( 1)  施設利用・ 予約の状況 

( 2)  利用料金の収入状況 

( 3)  利用者等から の苦情と その対応状況 

( 4)  その他甲が必要と 認める 事項 

  

当機構が県に提出し た各月の業務報告書を閲覧し たと こ ろ、 施設利用の状況に該

当する 記載は「 ２ ． センタ ー利用状況」 と いう 項目であり 、 記載さ れている 内容は

上記事業報告書の「 ２ ． センタ ー利用状況」 と 同様である 。 基本協定書が別途報告

を求めている 「 利用料金の収入状況」 と 実質的な違いはなく 、 情報に有用性はない。

月次の業務報告においても 、 KPI に基づく 報告が望ま れる 。  

 

 

５  受託業務に係る 事務について 

令和３ 年度に当機構が県から 受託し ている 事業は以下のと おり である 。  

（ 単位： 千円）  

事業名称 事業の目的 事業費 

健康ビ ジ ネス 創出

支援事業 

成功事例を 作り 出し 、 県内での健康ビジネス 産業の創

出、 拡大を 図る ため、 健康ビジネス に特化し た展示会

に県内企業と 共に出展し 、 県内企業の販路拡大支援を

行う 。  

2, 129 

医療機器重点分野

等開発促進事業 

有望な開発案件を 本県に集積する と と も に、 県内企業

の技術がいかさ れる 量産に向けたも のづく り 段階への

移行を促進し 、 新たな仕事の創出につなげる 。  

48, 906 

医療関連産業新た

な 「 し ご と 」 創出

支援事業 

ふく し ま 医療機器開発支援センタ ーの安全性評価機能

又はト レ ーニング 機能等を 活用し 、 県内も のづく り 企

業への発注が見込ま れる 医療機器等の開発案件を 誘致

し た上で、 県内企業への橋渡し を 行い、 新規も のづく

り 企業案件の創出を図る と と も に、 県内企業が持つ高

いも のづく り 技術を活かし 、 医療関連産業への新規参

入を促進する 。  

36, 110 

課題解決型医療福

祉機器等開発推進

事業 

県内事業者が救急・ 災害現場及び感染症対策の課題を

解決する 医療福祉機器の開発及び販売を促進する 。  
9, 988 

ふく し ま 医療機器

産業ハブ拠点形成

事業 

医療機器産業ハブ拠点形成を着実に進展さ せる ため、

福島県医療福祉機器産業協議会の運営を行う 。  
1, 248 

魅力を 伝える ふく

し ま 医療関連産業

人材育成事業 

医療機器関連産業の一層の集積を 促進する ため、 高校

生、 大学生、 大学院生、 企業人等を 対象に医療機器の

開発者や起業を目指す人材の育成を行う 。  

19, 677 
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医療施設用ロ ボッ

ト 導入モデル事業 

福島県内の医療施設において最先端の医療施設用ロ ボ

ッ ト 等を 導入する こ と によ り 、 在宅医療を 含めた医療

現場での効果的なロ ボッ ト の運用方法およ び具体的な

活用方法の検証を行う 。  

31, 019 

介護ロ ボッ ト 導入

促進事業 

高齢者介護施設等に介護支援ロ ボッ ト を 導入する こ と

によ り 、 介護職員の労働負担軽減、 離職防止や定着か

を 図る と 共に、 県内企業発ロ ボッ ト の導入・ 普及を 促

進する 。  

27, 842 

ASEAN 販路拡大事

業 

医療関連産業集積プロ ジェ ク ト 補助金の成果品につい

て、 今後医療機器市場の拡大が見込ま れる ASEAN での

販路拡大を図る 。  

11, 658 

浜 通 り 地 域 等 医

療・ 福祉機器導入

モデル事業 

浜通り 地域等の企業が開発し た医療・ 福祉機器等を 問

う 地域の医療施設や高齢者福祉施設、 事業所等と と も

に売れる 製品へ改良する 取組や施設等への導入を 支援

し 、 ま た 、 モデル事業と し て 広く Ｐ Ｒ する こ と によ

り 、 企業の販路拡大と 参入・ 誘致を図る 。  

32, 713 

  合計 221, 290 

 

受託業務について、 関係書類の閲覧及び担当者へのヒ アリ ング等を行った結果、 以

下の事項を除き 、 受託業務に係る 事務に問題は検出さ れなかった。  

 

( 1)  委託金の設定について【 意見】  

当機構が県から 受託し ている 各事業の収支実績は以下のと おり であり 、 各事業の

利益率（ 収支差額／委託金） には大き なばら つき が見ら れる 。  

（ 単位： 千円）  

事業名称 
受託金 

① 

事業支出

②（ ※

1）  

収支差額 

③=①-② 

利益率 

③／① 

健康ビジネス 創出支援事業 3, 723 2, 341 1, 382 37. 1％ 

医療機器重点分野等開発促進事業（ ※2）  53, 647 53, 647 - 0. 0％ 

医療関連産業新たな「 し ごと 」 創出支援事

業 
49, 619 39, 721 9, 898 19. 9％ 

課題解決型医療福祉機器等開発推進事業 19, 893 10, 987 8, 906 44. 8％ 

ふく し ま 医療機器産業ハブ拠点形成事業 1, 253 1, 373 ▲ 120 ▲9. 6％ 

魅力を伝える ふく し ま 医療関連産業人材育

成事業 
28, 218 21, 645 6, 573 23. 3％ 

医療施設用ロ ボッ ト 導入モデル事業（ ※

2）  
34, 096 34, 096 - 0. 0％ 

介護施設用ロ ボッ ト 導入モデル事業（ ※

2）  
30, 626 30, 626 - 0. 0％ 
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ASEAN販路拡大事業 14, 361 12, 823 1, 538 10. 7％ 

浜通り 医療福祉機器導入モデル事業 42, 344 35, 984 6, 360 15. 0％ 

※１  当機構の決算書は一般管理費を各事業に配賦し ていないこ と から 、 県の積算

と 平仄( ひょ う そく ) を 合わせる ため、 事業支出は一般管理費を 考慮し た金額

（ 事業費×（ １ ＋一般管理費率 10％）） と し て記載し ている 。  

※２  業務完了後に収支決算書の提出が求めら れ、 委託料が支出の確定額を上回っ

た場合にはその差額を返還する こ と と なっている 事業については、 事業収支を

収支決算書記載と 合わせている 。  

 

利益率の高い「 課題解決型医療福祉機器等開発推進事業」 について、 当機構が県

に提出し た見積書と 実績を比較し た結果は以下のと おり である 。  

（ 単位： 千円）  

内訳 
見積金額 

① 

実績 

② 

差異 

②-① 

執行率 

②/① 

人件費 7, 970 6, 824 ▲ 1, 944 85. 6％ 

旅費 2, 042 191 ▲ 2, 055 9. 4％ 

消耗品費 818 1, 635 735 199. 9％ 

委託料 750 358 ▲ 468 47. 7％ 

負担金 4, 600 600 ▲ 4, 460 13. 0％ 

その他事業費 260 381 95 146. 6％ 

事業費合計 16, 440 9, 988 ▲ 8, 096 60. 8％ 

一般管理費 1, 644 999 ▲ 810 60. 8％ 

合計 18, 084 10, 987 ▲ 8, 906 60. 8％ 

 

実績が見積を 下回っ た 主な原因は、 旅費（ 執行率 9. 4％） と 負担金（ 執行率

13. 0％） である 。 こ れら 事業費の執行が少なく 済んだ理由について、 当機構担当者

から は「 展示会は仕様書のと おり ４ 回出展し たが、 他の事業と 共同ブース と する こ

と でブース 設営費は少額で済み、 県外はリ モート で行う こ と で旅費が発生し なかっ

た」 旨の説明を受けている 。 当機構は、 担当者の工夫によ って費用を大幅に削減し

つつも 、 仕様書に記載さ れた業務を履行し 、 県も その成果を確認し ている 。  

県の医療機器関連の委託事業は当機構が単独随意契約で受託し ており 、 県が入手

する 参考見積書は当機構のみが提出し ている 。 医療機器関連の事業を複数受託し て

いる 強みを生かし 、 例えば、 上記事業のよ う に複数事業を共同ブース と する こ と で

経費削減が図れる こ と を積極的に県に提案する こ と が望ま れる 。  
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第３  財務等について 

１   財務規程等の概要 

当機構では、 一般財団法人ふく し ま 医療機器産業推進機構財務規程（ 以下「 財務規

定」 と いう 。） に基づいた会計処理を 行い、 計算書類等を 作成し ている 。 財務規程の

主な内容は以下のと おり である 。  

 

以下、 財務規程よ り 一部抜粋を記載、  

（ 会計処理の原則）  

第２ 条 機構における 全ての会計は、 こ の規程に定める と こ ろによ る 。 ただし 、 こ の規程

に別段の定めがない場合には、 一般に公正妥当と 認めら れる 会計の慣行に準拠し て行う 。  

 

（ 物品の定義）  

第 34 条 物品は、 次の区分によ り 備品及び消耗品に分類する 。  

（ １ ） 備品と は、 耐用年数１ 年以上であって取得価額 10 万円以上の物品をいう 。  

（ ２ ） 消耗品と は、 備品を除く 物品をいう 。  

 

（ 細則）  

第 46 条 こ の規程に定める も ののほか、 財務及び会計の手続その他必要な事項は、 理事長

が別に定める 。  

 

なお、 第２ 条に関し て当機構では財務規程に別段の定めがない場合には、 公益法人

会計基準に準じ た会計処理を行う こ と と し ている 。 第 46 条に関し て、 財務規程に定め

る も ののほか、 財務及び会計の手続その他必要な事項を別に定めた規程等はない。  

 

( 1)  手続き  

会計処理等が適正に行われている か検証する ために、 以下の監査手続を実施し た。  

ア 定款その他の各種規程を閲覧 

イ  会計帳簿及びその根拠資料の閲覧 

ウ  当機構の担当者に対する ヒ アリ ング 

 

( 2)  監査結果 

   ア 退職給付費用及び退職給付引当金の算定誤り について【 指摘】  

当機構では、 各従業員の決算日における 給料月額に決算日における 自己都合の

場合の勤続年数によ って決ま る 支給率を乗じ て退職手当を計算し 、 当該計算に基

づいて計算し た各従業員の退職手当を全従業員合算し た金額 25, 020 千円を退職給

付費用と し ている 。 し かし 、 当該金額は、 期末における 自己都合によ る 退職を仮
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定し た自己都合期末要支給額である ため令和４ 年３ 月末の退職給付引当金と し て

計上する べき 金額であり 、 退職給付費用は令和４ 年３ 月期の期首から 期末にかけ

ての自己都合によ る 退職を仮定し た自己都合期末要支給額の増加額と なる べき で

ある 。 当機構では、 機構設立以来、 期末における 全従業員の自己都合退職を仮定

し た自己都合期末要支給額を退職給付費用と し ており 、 本来計上すべき であった

各期の期首から 期末にかけての自己都合によ る 退職を仮定し た自己都合期末要支

給額の増加額と 比較し て過大な退職給付費用を計上する こ と で、 令和４ 年３ 月末

における 退職給付引当金は 91, 001 千円と なっている が、 本来ある べき 退職給付引

当金は 25, 020 千円である 。 ま た、 当該誤り に関連し て退職給付特定資産も 本来あ

る べき 金額と 相違し ている 。  

なお、 当機構は、 ふく し ま 医療機器産業推進機構事業運営事務費補助金やふく

し ま 医療機器開発支援センタ ー管理業務委託料等の補助金等を福島県から 受け取

っている が、 退職給付費用の算定誤り によ り 過去数年にわたり 過大な補助金等を

受け取っていたこ と になる 。 補助金等の返還を含め早急な対応が望ま れる 。  

 

イ  賞与引当金の未計上に関し て【 指摘】  

一般財団法人ふく し ま 医療機器産業推進機構給与規程（ 以下「 給与規程」 と い

う 。） において、 期末手当、 勤勉手当は以下のと おり 記載がある 。  

 

以下、 給与規程よ り 一部抜粋 

（ 期末手当）  

第 32 条 期末手当は、 ６ 月１ 日及び 12 月１ 日（ 以下、 こ れら の日を「 基準日」 と いう 。）

にそれぞれ在職する 職員に対し て、 それぞれ６ 月 30 日及び 12 月 10 日（ 以下、 こ れら の日

を 「 支給日」 と いう 。） に支給する （ こ れら の日が日曜日に当たる と き はそれぞれの日の

前々日と し 、 こ れら の日が土曜日に当たる と き はそれぞれの日の前日）。  

２  期末手当の額は、 期末手当基礎額に、 支給日前に理事長が定めた率及び基準日以前６ か

月以内の期間における その者の在職期間の次の各号に掲げる 区分に応じ 、 当該各号に定め

る 支給割合を乗じ て得た額と する 。  

一 ６ か月 100 分の 100 

二 ５ か月以上６ か月未満 100 分の 80 

三 ３ か月以上５ か月未満 100 分の 60 

四 ３ か月未満 100 分の 30 

 

（ 勤勉手当）  

第 33 条 勤勉手当は、 ６ 月１ 日及び 12 月１ 日（ 以下、 こ れら の日を「 基準日」 と いう 。）

にそれぞれ在職する 職員に対し 、 その者の基準日以前における 基準日以前六か月以内の期
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間における 勤務の状況に応じ て、 それぞれ６ 月１ 日及び 12 月 10 日に支給する （ こ れら の

日が日曜日に当たる と き はそれぞれの日の前々日と し 、 こ れら の日が土曜日に当たる と き

はそれぞれの日の前日）。  

 

期末手当、 勤勉手当いずれも ６ 月１ 日及び 12 月１ 日を基準日と し て対象期間は

基準日以前６ か月であり 、 翌事業年度に支払われる 賞与のう ち当年度に帰属する

部分の賞与の金額を合理的に見積も る こ と ができ る 。「 企業会計原則注解 18」 に

基づき 、 令和４ 年６ 月に支払われた期末手当及び勤勉手当のう ち当年度に帰属す

る 期間分を費用と し 、 同額賞与引当金と し て負債と し て計上する 必要がある 。  

 

ウ  決算書と 税務署に提出し た正味財産増減計算書内訳表の相違に関し て【 指摘】  

当機構は非営利型の一般財団法人である ため、 全社利益のう ちの収益事業の利

益を理解する ために正味財産増減計算書内訳表（ 税務） を法人税の申告書に添付

し て税務署に提出し ている 。 当該正味財産増減計算書内訳表（ 税務） と 決算書の

正味財産増減計算書内訳表の減価償却費に関し て、 正味財産増減計算書内訳表

（ 税務） ではふく し ま 医療機器産業開発支援センタ ー運営事業の管理費に 4, 115

千円、 介護施設ロ ボッ ト 導入モデル事業の管理費に 72 千円、 法人会計の法人共通

の管理費に 721 千円計上し ており 、 一方、 決算書の正味財産増減計算書内訳表で

は法人会計の法人共通の管理費に 4, 909 千円を全額計上し ている 。  

税務署に提出し ている 正味財産増減計算書内訳表（ 税務） では減価償却費の配

賦計算を 行っている のに対し 、 決算書の正味財産増減計算書内訳表の減価償却費

は配賦計算を行わずに全額を法人会計の法人共通の管理費に計上し ている 。 その

結果、 法人会計の法人共通は法人税の課税対象と なる 収益事業ではないため、 両

者の法人税の課税対象と なる 収益事業の利益の金額が相違し ている 。 税務署に提

出し ている 正味財産増減計算書内訳表（ 税務） と 決算書の正味財産増減計算書内

訳表の減価償却費が異なる 理由を 当機構の担当者に確認し たと こ ろ、 申告書を提

出する 際に税理士と 相談し て変更し たと のこ と である 。 各事業に配賦すべき 減価

償却の金額に関し て、 両者が異なる 合理的な理由がないため、 税務署に提出し た

正味財産増減計算書内訳表（ 税務） が正し いのであれば、 決算書の正味財産増減

計算書内訳表の減価償却費に関し て同様に配賦計算を行う べき であり 、 両者で減

価償却費の各事業への配賦方法は同一と する べき である 。  

 

エ 事業費と 管理費の按分等に関し て【 意見】  

正味財産増減計算書内訳表の作成にあたり 、 水道光熱費を全額ふく し ま 医療機

器開発支援センタ ー運営事業の事業費と し て計上し ており 、 他の事業や管理費に

は計上し ていない。 ま た、 減価償却費、 役員報酬に関し ては全額法人会計法人共
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通の管理費と し て計上さ れており 、 公益目的事業や事業費に計上し ていない。  

公益法人制度等に関する よ く ある 質問（ FAQ) （ 令和４ 年９ 月版、 内閣府） には

以下の記載がある 。  

 

   以下公益法人制度等に関する よ く ある 質問（ FAQ） よ り 一部抜粋 

事業費と 管理費に共通し て発生する 費用をどのよ う に事業費と 管理費に配賦する かにつ

いては、 例えば以下のよ う な配賦基準が考えら れま すが、 こ れ以外に適当と 判断し た基準

があればそれを採用し ていただいて構いま せん。 いずれにせよ 過去の活動実績、 関連費用

のデータ などから 法人において合理的と 考える 程度の配賦割合を決めても ら えばよ く 、 そ

の算定根拠を詳細かつ具体的に記載する こ と は求めていま せんし 、 法人においてデータ 採

取等のために多大な事務負担をかけていただく こ と はあり ま せん。  

 

 

     水道光熱費等の共通経費は事業費と 管理費に上記の配賦基準等によ り 、 適切に 

配賦する べき である 。 事業費と 管理費に配賦する だけでなく 、 事業費の対象は複

数の事業がある ため、 水道光熱費等の共通経費はそれぞれの事業に適切な配賦基

準によ り 配賦する べき である 。  

なお、 正味財産増減計算書内訳表の法人税、 住民税及び事業税に関し ては全体

の法人税、 住民税及び事業税の金額を税引前当期一般正味財産増減額の大き い上

位５ つの事業に各事業の税引前当期一般正味財産増減額の大き さ に応じ て配賦し

たと のこ と である が、 他に利益が生じ ている 事業がある にも 関わら ず上位５ つの

事業と し た根拠が不明であり 、 当該方法で配賦する のであれば、 すべての利益が

生じ ている 事業に各事業の税引前当期一般正味財産増減額の大き さ に応じ て配賦

する べき である 。  

 

オ リ ース の会計処理について【 指摘】  

当機構では、 令和３ 年 4 月 1 日に下記の賃貸借契約を締結し 通常の賃貸借取引

に係る 方法に準じ て会計処理を行っている 。  

  配賦基準 適用さ れる 共通費用 

建物面積比 地代、 家賃、 建物減価償却費、 建物保険料 

職員数比 福利厚生費、 事務用消耗品費等 

従事割合 給料、 賞与、 賃金、 退職金、 理事報酬等 

使用割合 備品減価償却費、 コ ンピュ ータ リ ース 代等 

 

一 物件名及び数量 

 

 

ふく し ま 医療機器開発支援セン タ ーサーバシス

テム 一式 
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当該サーバシス テムに関し て賃借料の支払いを通常の賃貸借取引に係る 方法に

準じ て会計処理し ている 。 し かし 、 当該サーバシス テムは当機構向けの特別仕様

物件のリ ース 取引である ため、 所有権移転フ ァ イ ナンス ・ リ ース 取引に該当する 。   

そのため、 通常の賃貸借取引に係る 方法に準じ て会計処理を行う のではなく 、

通常の売買取引に係る 方法に準じ て会計処理を行う 必要がある 。 ただし 、 公益法

人会計基準には、 ファ イ ナンス ・ リ ース 取引について、 取得し たリ ース 物件の価

額に重要性が乏し い場合、 通常の賃貸借取引に係る 方法に準じ て会計処理を行う

こ と ができ る 旨の記載がある 。 リ ース 取引に関する 会計基準の適用指針には、 通

常の賃貸借取引に係る 方法に準じ て会計処理を行う こ と ができ る のはリ ース 料総

額が 300 万円以下のリ ース 取引と し ており 、 リ ース 料総額の金額的重要性を判断

する にあたり 300 万円が一定の基準と なる 。 契約金額 38, 247 千円の当該リ ース 取

引に関し てはリ ース 物件の価額の重要性が乏し いと は言えず、 通常の売買取引に

係る 方法に準じ て会計処理を行う べき である 。  

  

カ 消耗品の取扱いについて【 指摘】  

財務規則第 34 条には、 物品は備品及び消耗品に分類し 、 備品と は耐用年数１ 年

以上であって取得価額 10 万円以上の物品をいう 旨の記載がある 。 そのため耐用年

数１ 年未満の物品や取得価額 10 万円未満の物品は消耗品と し て会計処理を行い、

消耗品を 消費し た時点で消耗品費を計上する 必要がある 。 現状、 耐用年数１ 年未

満の物品や取得価額 10 万円未満の物品は、 こ れら の物品を購入し た時点で消耗品

費と し て会計処理さ れており 、 消耗品と し て会計処理し ていない。  

  

二 契約金額 

 

 

 

賃貸借料 38, 247, 000 円（ 契約期間の総額）  

（ う ち 取引に係る 消費税及び地方消費税の額

3, 477, 000 円）  

三 賃貸借期間 

 

 

機器の設置・ 設定に関し て は契約締結日から

2021 年 6 月 30 日ま でと し 、 賃貸借期間は 2021 年

7 月 1 日から 2026 年 3 月 31 日ま でと する 。  
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 ２  資産等の管理について 

( 1)  管理規程等 

    当機構では、 財務規程に基づいた資産等の管理を行っている 。 資産等の管理に関

する 財務規程は以下のと おり である 。  

 

    以下、 財務規程よ り 一部抜粋 

（ 現金及び有価証券の管理）  

第 10 条 現金、 預金証書、 受取手形、 小切手、 その他の有価証券類は、 理事長の指定す

る 金融機関又は金庫に保管し なければなら ない。  

 

（ 現金等出納簿の管理）  

第 20 条 出納役は、 現金を収納し たと き は、 現金等出納簿を整理し なければなら ない。

当該現金を払い込んだと き においても 同様と する 。  

 

（ 固定資産の管理）  

第 31 条 事務局長は、 固定資産台帳を設けて、 固定資産の保全状況及び異動について所

要     の記録を行う こ と によ り 、 固定資産を適正に管理し なければなら ない。  

２  有形固定資産に異動、 毀損又は滅失があったと き は、 事務局長は理事長に報告し な

ければなら ない。  

３  火災等によ り 損害を受ける おそれのある 固定資産は、 適正な価格の損害保険を付さ

なればなら ない。  

  

（ 現物の照合）  

第 32 条 事務局長は、 固定資産を常に良好な状態において管理し 、 毎事業年度１ 回以上、

固定資産台帳と 現物と を照合し 差異がある と き は所定の手続き を経て帳簿の整備を行わ

なければなら ない。  

 

( 2)  監査手続き  

合規性の観点から 現金管理、 備品管理、 固定資産管理について関連する 規程等を

閲覧し 、 規程に則った管理を実施し ている かについて当機構の担当者から のヒ アリ

ング及び現場視察によ り 検証し た。  

 

( 3)  監査結果 

   ア 現金預金等の管理について 

 普通預金及び定期預金について、 令和４ 年３ 月 31 日の残高について、 残高内訳

の各残高と 残高証明書と の突合を 行った結果、 一致し ており 、 問題と なる 事項は
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認めら れなかった。 ま た、 現金に関し て、 令和４ 年３ 月 31 日の残高は金種別残高

表と 一致し ており 、 期中においても 現金等出納簿によ り 現金の入出金を管理し て

いる こ と を確認し た。  

  

   イ  固定資産管理について 

  固定資産の実在性、 使用管理状況を確かめる ため、 現地調査当日確認可能なも

のの現物実査を行った。 結果は以下のと おり である 。 管理 No が印字さ れたシール

が貼ら れ、 当機構所有の固定資産と 福島県所有の固定資産が明確に区別さ れてい

る こ と を確認し た。  

 

調査対象器具備品 

№ 管理 No 品名 取得日 取得価額

( 円)  

結果 

1 A-0001-0001-

001 

陳列ｹー ｽ( ｱﾙﾐｼｮ ｹーー ｽ)  2014. 10 201, 528 問 題 な

し  

2 A-0002-0001-

001 

その他( PRﾋﾞ ﾃ゙ ｵ)  2014. 10 1, 512, 000 問 題 な

し  

３  A-0003-0001-

001 

医療機器( 手術機器)  2014. 12 162, 000 問 題 な

し  

4 A-0005-0001-

001 

その他( PRﾋﾞ ﾃ゙ ｵ)  2015, 11 300, 000 問 題 な

し  

5 A-0006-0001-

001 

陳列ｹー ｽ( ｱﾙﾐｼｮ ｹーー ｽ)  2016. 02 179, 280 問 題 な

し  

6 A-0007-0001-

001 

陳列ｹー ｽ( ｱﾙﾐｼｮ ｹー ｽー LED 照明取

付)  

2016. 02 117, 936 問 題 な

し  

7 A-0011-0001-

001 

その他( 左腕ﾓﾃ゙ ﾙﾃ゙ ﾀー DVD)  2016. 03 216, 000 問 題 な

し  

8 A-0012-0001-

001 

その他( 心臓ﾓﾃ゙ ﾙﾃ゙ ﾀー DVD)  2016. 03 324, 000 問 題 な

し  

9 A-0014-0001-

001 

その他( PRDVD)  2016. 11 2, 691, 360 問 題 な

し  

10 A-0015-0001-

001 

試験ま たは測定機器( 速度確認試

験機)  

2016. 12 151, 200 問 題 な

し  

11 A-0016-0001-

001 

試験ま たは測定機器( 人体質量模

擬治具)  

2016. 12 237, 600 問 題 な

し  

12 A-0017-0001-

001 

試験ま たは測定機器( 鋼球衝撃試

験用治具)  

2016. 12 232, 200 問 題 な

し  

13 A-0023-0001-

001 

試験ま たは測定機器( 湯浴式ﾊ゙ ﾗﾌ

ｨﾝ伸展器)  

2017. 10 151, 200 問 題 な

し  

14 A-0024-0001-

001 

試験ま たは測定機器( 3 軸加速度

ﾋﾟ ｯｸｱｯﾌ゚ )  

2018. 02 360, 720 問 題 な

し  

15 A-0029-0004-

001 

その他( 医療用模型 腕ﾓﾃﾞ ﾙ･皮

膚)  

2018. 09 423, 360 問 題 な

し  

16 A-0030-0004- その他( 医療用模型 ﾓﾃ゙ ﾙ用ﾄﾗﾝｸｹ 2018. 09 151, 200 問 題 な
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001 ｽー)  し  

17 A-0032-0002-

001 

換気扇取付 2018. 10 189, 000 問 題 な

し  

18 A-0033-0002-

004 

試験又は測定機器( 疲労試験装置

用治具)  

2018. 11 1, 425, 600 問 題 な

し  

19 A-0034-0002-

004 

試験又は測定機器( 疲労試験装置

用治具)  

2018. 11 1, 728, 000 問 題 な

し  

20 A-0035-0002-

001 

その他( 小型除雪機)  2019. 01 464, 400 問 題 な

し  

21 A-0036-0002-

001 

事務機器及び通信機器( PC)  2019. 01 1, 307, 232 問 題 な

し  

22 A-0038-0002-

003 

その他( 直流電子負荷装置)  2019. 02 278, 208 問 題 な

し  

23 A-0041-0002-

006 

家具、 電気機器、 ガス 機器及び

家庭用品( ｽﾃﾝﾚｽ保管ﾕﾆｯﾄ)  

2019. 05 926, 532 問 題 な

し  

24 A-0043-0002-

006 

試験ま たは測定機器( 電子天秤)  2019. 10 330, 946 問 題 な

し  

25 A-0044-0002-

001 

事務機器及び通信機器( PC)  2019. 11 442, 200 問 題 な

し  

26 A-0045-0002-

005 

家具、 電気機器、 ガス 機器及び

家庭用品( 試験用棚)  

2020. 01 115, 060 問 題 な

し  

27 A-0047-0002-

006 

家具、 電気機器、 ガス 機器及び

家庭用品( ｽﾃﾝﾚｽ保管ﾕﾆｯﾄ)  

2020. 02 471, 240 問 題 な

し  

28 A-0049-0002-

002 

試験ま たは測定機器( ねじ り 試験

用治具)  

2020. 03 176, 000 問 題 な

し  

29 A-0053-0002-

008 

ｲﾝﾀ ﾎーﾝ及び音響設備( 手術室用音

響ｼｽﾃﾑ)  

2020. 03 2, 145, 000 問 題 な

し  

30 A-0058-0002-

001 

機械及び装置( 除草機)  2021. 03 501, 050 問 題 な

し  

31 A-0059-0002-

001 

器具備品( ﾉ ﾄーﾊ゚ ｿｺﾝDELL)  2021. 03 2, 125, 750 問 題 な

し  

32 A-0061-0002-

006 

家具、 電気機器、 ガス 機器及び

家庭用品( ｽﾃﾝﾚｽ棚 4 段)  

2021. 06 137, 533 問 題 な

し  

33 A-0062-0002-

006 

医療機器( 医療用ナイ フ治具)  2021. 06 556, 050 問 題 な

し  

34 A-0064-0002-

001 

農機具( 斜面除草機)  2022. 03 253, 000 問 題 な

し  

 

調査対象構築物 

№ 管理 No 品名 取得日 取得価額

( 円)  

結果 

1 C-0001-0001-

001 

動物慰霊碑 2019. 03 540, 000 問 題 な

し  

 

  



64 

 

固定資産管理に関する 指摘事項及び意見は以下のと おり である 。  

ウ  固定資産台帳の内容と 会計処理の相違について【 指摘】  

     固定資産台帳に下記の固定資産が記載さ れている  

固定資産の名称 ソ フ ト ウ ェ ア 

構造又は型式 医療統計解析ソ フト Pr i sm7 

面積又は数量 1 

取得年月日 平成 28 年９ 月 30 日 

取得価額 192, 240 円 

償却方法 定額法 

耐用年数 ５ 年 

 

     当該ソ フト ウ ェ アは上記のと おり 固定資産台帳には、 固定資産の名称 ソ フト ウ

ェ ア、 耐用年数 ５ 年、 償却方法 定額法と ある が、 実際には固定資産の名称 器具

備品、 耐用年数 ５ 年、 償却方法 定額法で会計処理し ていた。 当機構の担当者に

よ る と 「 無形固定資産に計上すべき と こ ろを、 誤って有形固定資産に計上し てし

ま ったと のこ と 」 である 。  

 

エ 構築物の償却方法に関し て【 指摘】  

     固定資産台帳に下記の固定資産が記載さ れている  

管理 No C-0001-0001-001 

固定資産の名称 構築物（ 石造のも の、 その他）  

構造又は型式 動物慰霊碑 

面積又は数量 1 

取得年月日 平成 31 年３ 月 15 日 

取得価額 540, 000 円 

償却方法 定率法 

耐用年数 50 年 

 

当該構築物は財務規程に基づき 構築物は定率法で減価償却を行っている 。 し か

し 、 平成 28 年４ 月以降に取得し た構築物の税務上の法定償却方法は定額法である

ため、 構築物の減価償却を定率法で行う 場合は税務署に減価償却方法の届出書の

提出が必要と なる 。 し かし 、 当機構の担当者から のヒ アリ ングによ る と 税務署に

減価償却資産の減価償却方法の届出書を提出し ていないと のこ と 。 財務規程が法

定償却方法と 同じ である か確認し 、 それぞれの償却方法が異なる 場合には税務署

に減価償却方法の届出書の提出が必要と なる こ と を認識し ておく べき である 。  

 

オ 固定資産の火災保険に関し て【 指摘】  

     財務規程第 31 条には、「 火災等によ り 損害を受ける おそれのある 固定資産は、

適正な価格の損害保険を付さ なればなら ない」 旨の記載がある 。 当機構の担当者
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へのヒ アリ ングによ る と 「 損害保険を付し た固定資産はなく 、 その認識も なかっ

た」 と のこ と である 。 建物の所有者と 物品の所有者が同一であれば、 建物の火災

保険に特約を付し て備品等を当該保険に含める こ と が考えら れる が、 建物に関し

ては福島県が所有し ている ため、 当機構が所有し ている 固定資産は当機構が独自

に損害保険を付す必要がある 。  

 

カ 固定資産の現物の照合に関し て【 意見】  

 財務規程第 32 条に「 毎事業年度１ 回以上、 固定資産台帳と 現物と を照合する 」

旨の記載がある 。 現状、 財産管理簿には管理担当者が記載さ れ定期的に照合を行

っている が、 財産管理簿には固定資産台帳と 現物の照合を行った日付の記載はな

く 、 すべての固定資産について毎事業年度１ 回以上、 固定資産台帳と 現物と を照

合し ていない。 当機構の担当者から のヒ アリ ングによ る と 、 結果と し て数年です

べての固定資産を固定資産の台帳と 現物を照合し ている が、 そのためのス ケジュ

ーリ ングは行っていない。 毎年すべての固定資産について固定資産台帳と の照合

をする のが難し いのであれば固定資産毎に、 いつ固定資産台帳と 現物と 照合を行

う のかを あら かじ め決めて、 計画的に固定資産台帳と 現物の照合行い、 財産管理

簿には固定資産台帳と 現物の照合を行った日付を記録する べき である 。  
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Ⅴ 公益社団法人ふく し ま 緑の森づく り 公社    

第１  概要 

１  設立・ 沿革等 

公益社団法人ふく し ま 緑の森づく り 公社（ 以下「 当公社」 と いう 。） は、 昭和 42 年

１ 月に設立さ れた社団法人福島県林業公社を起源と し 、 県土の保全と 農山村の振興及

び住民の福祉の向上に寄与する こ と を 目的と し た公益社団法人である 。 主に、 造林や

育林等森林の整備を促進する ための事業、  その他森林・ 林業に関する 事業活動を行う 。

平成 26 年４ 月１ 日、「 公益社団法人」 に移行し 、 名称を「 ふく し ま 緑の森づく り 公社」

に変更し た。  

 

  【 社団概要】  

設立 昭和 42 年 4 月 1 日（ 設立者： 福島県）  

出捐金 2550 万円 

理事長 井出孝利 

所在地 福島県福島市中町 8 番 2 号福島県自治会館 5 階 

 

【 沿革】  

昭和 42 年 4 月 1 日 社団法人福島県林業公社設立認可 

昭和 43 年 9 月 26 日 福島、 郡山、 会津若松、 喜多方、 田島の事業所設置（ 5

事業所体制）  

昭和 45 年 7 月 1 日 原町事業所設置（ 6 事業所体制）  

昭和 48 年 5 月 16 日 「 公社造林長期計画」 の改訂（ 第二次計画の策定）  

( 昭和 50 年度末)  （ 造林面積 5, 000ha を達成）  

昭和 55 年 10 月 15 日 「 公社造林長期計画」 の改訂（ 第三次計画の策定）  

( 昭和 57 年度末)  （ 造林面積 10, 000ha を達成）  

昭和 60 年 7 月 19 日 分収林特別措置法に基づく 森林整備法人の設立認可 

昭和 61 年 2 月 18 日 「 公社造林長期計画」 の改訂（ 第四次計画の策定）  

平成元年 6 月 1 日 いわき 事業所設置（ 7 事業所体制）  

平成 6 年 4 月 1 日 7 事業所の名称を県北、 県中、 会津若松、 喜多方、 南会

津、 相双、 いわき に変更 

平成 6 年 11 月 1 日 県南事業所を設置（ 8 事業所体制）  

平成 10 年 4 月 1 日 会津若松事業所と 喜多方事業所を会津事業所と し て統合

（ 7 事業所体制）  

平成 11 年 5 月 26 日 「 第１ 次改善計画」 を総会承認 

( 平成 12 年度末)  （ 造林面積 15, 000ha 達成）  

平成 13 年 4 月 1 日 県北・ 相双事業所を 本社に統合し 、 県南・ いわき 事業所

を県中事業所に統合（ 3 事業所体制）  

平成 13 年 5 月 29 日 「 第２ 次改善計画」 を総会承認 

( 平成 13 年度末)  （ 新植を終了）  

平成 14 年 4 月 1 日 南会津事業所を会津事業所に統合（ 2 事業所体制）  

平成 14 年 12 月 16 日 「 公社等見直し に関する 実行計画」 策定対象公社と な

る 。  

平成 16 年 2 月 20 日 「 第２ 次改善計画分期計画」 を理事会決定 



67 

 

平成 17 年 4 月 1 日 県中事業所を本社に統合（ 1 事業所体制）  

平成 18 年 5 月 26 日 「 第２ 次改善計画」 の改訂を総会承認 

平成 19 年 5 月 「〔 改訂〕 第２ 次改善計画分期計画」  理事会決定を 経

て総会承認 

平成 22 年 5 月 「〔 改訂〕 第２ 次改善計画後期分期計画」  理事会決定

を経て総会承認 

平成 24 年 5 月 「〔 改訂〕 第２ 次改善計画後期分期計画」 の一部改正 

理事会決定を経て総会承認 

平成 25 年 5 月 「 公益社団法人への移行について」  理事会決定を経て

総会承認 

平成 26 年 3 月 20 日 福島県知事から 移行認定通知 

平成 26 年 4 月 1 日 「 公益社団法人」 へ移行し 、「 公益社団法人ふく し ま 緑

の森づく り 公社」 へ名称変更 

平成 26 年 5 月 「 経営改善計画（ 緑の森づく り 新生プラ ン ）」  理事会

決定を経て総会承認 

平成 27 年 8 月 31 日 民有林における 分収造林事業推進に関する 覚書を締結 

令和元年 5 月 「 経営改善計画( 第 2 次緑の森づく り 新生プラ ン) 」 理事

会決定を経て総会承認 
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２  組織機構 

( 1)  組織図 

令和３ 年４ 月現在の当公社の組織図は次の図のと おり である 。  

    

  ( 2)  役員構成 

令和３ 年６ 月時点の当公社の役員は以下のと おり である 。  

役職名 氏名 団体の役職等 

理事長 井出孝利 福島県副知事 

副理事長 田子英司 福島県森林組合連合会代表理事会長 

専務理事 佐藤秀樹 公益社団法人ふく し ま 緑の森づく り 公社 

理事 戸田光昭 福島県総務部長 

同上 小柴宏幸 福島県農林水産部長 

同上 遠藤忠一 喜多方市長 

同上 白石高司 田村市長 

同上 藤原一二 川俣町長 

同上 大宅宗吉 南会津町長 

同上 前後公 猪苗代町長 

同上 矢澤源成 三島町長 

同上 矢吹貢一 福島県議会議員 

同上 宗方保 福島県議会議員 

監事 星學 下郷町長 

鈴木秀一 福島県農林総務課長 

会計監査人 齋藤忠 公認会計士齋藤忠事務所 

 

ま た、 令和３ 年４ 月時点の当公社の社員は以下のと おり である 。  

会津地方 中通り  浜通り  

会津若松市 福島市 いわき 市 

喜多方市 伊達市 南相馬市 

西会津町 二本松市 飯館村 

三島町 郡山市  

社員総会

理事会

理事長

事務局

本社

管理課

庶務係 経理係

業務課

経営係 事業係

会津事務所

業務課

経営係 事業係

監事

会計監査人
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会津地方 中通り  浜通り  

猪苗代町 田村市 

磐梯町 須賀川市 

会津坂下町 川俣町 

会津美里町 小野町 

金山町 古殿町 

柳津町 棚倉町 

下郷町 平田村 

只見町 鮫川村 

南会津町 天栄村 

北塩原村  

昭和村 

 

   ア 利益相反取引（ 契約変更取引） について理事会承認がないこ と について【 指摘】  

当公社がいわき 森林組合に業務委託し ている 契約について、 契約の相手方であ

る いわき 森林組合の理事長が当公社の理事の一人である 田子理事であった。  

こ の場合、 理事が第三者（ いわき 森林組合） の代表と し て、 当公社と 取引を行

う ため、 その取引について当公社の理事会の承認が必要である （ 一般社団法人及

び一般財団法人に関する 法律第 84 条第１ 項第２ 号）。  

理事会の承認が必要と さ れる 趣旨は、 理事が関与する 法人等に対し て、 当公社

から 不当な利益供与がないかを理事会で確認する 、 と いう 点である 。  

今回のいわき 森林組合と の業務委託契約では、 １ 回目の契約については理事会

の承認を 得ていたが、 その約４ か月後にし た変更契約（ 作業の増加によ る 契約金

額の増額取引） さ ら にその２ か月後にし た第２ 回の変更契約の２ つについて、 理

事会の承認を得ていなかった。 こ の点は、 第 84 条第１ 項第２ 号の規定に反する と

解釈する 。 変更契約だから と いっ て理事会の承認を不要と する と 、 上記趣旨が没

却さ れる から である 。 理事会の承認を得る と と も に今後も 注意する べき である 。  

 

  ( 3)  職員構成 

令和３ 年４ 月時点の当公社の役職員の構成は以下のと おり である 。  

役職 人数 

理事 ８ 名 

監事 １ 名 

職員 １ ２ 名 

 

  ( 4)  事務分掌 

 当公社の各部署の事務分掌は以下のと おり である 。  

部署名 事務分掌 

管理課 公社業務の総合企画及び調整に関する こ と 等 

総会、 理事会その他会議に関する こ と 等 
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部署名 事務分掌 

職員の任免、 分限、 懲戒及び職務に関する こ と 等 

予算及び決算に関する こ と 等 

経理に関する こ と 等 

その他業務課の所管に属し ない事項に関する こ と  

業務課 事業計画の策定及び実行に関する こ と 等 

収益分収割合の決定の基準に関する こ と 等 

公社造林地の地上権設定に関する こ と 等 

請負事業の検査に関する こ と 等 

公社造林の普及に関する こ と  

その他 

事業所 公社造林の植栽、 保有及び伐採の実行に関する こ と  

公社造林地の境界確定、 調査に関する こ と  

山林の諸調査に関する こ と  

公社造林保護組合等に関する こ と  

公社造林地の巡視員に関する こ と  

物品の出納及び保管並びに固定資産の管理に関する こ と  

その他事業所業務に関する こ と  

 

３  実施事業体系等 

当公社は、 福島県内において造林、 育林等森林の整備を 促進する ための事業、 その

他森林、 林業に関する 事業を行う こ と によ り 、 森林資源の培養、 森林の有する 公益的

機能の増進及び自然環境・ 地球環境の保全を図り 、 も って県土の保全と 農山村の振興

及び住民の福祉の向上に寄与する こ と を目的と する 。 こ の目的を達成する ために以下

の事業を行う 。  

・  造林、 育林、 その他の森林整備及び立木の伐採 

・  森林の造成及び施業の受託 

・  分収造林及び分収育林制度の促進 

・  森林、 林業、 自然環境・ 地球環境の保全等に関する 普及啓発 

・  林業の経営、 技術の指導等林業の振興 

・  その他公社の目的を達成する ために必要な事業 

 

   監査対象年度である 令和３ 年度には具体的には次の事業を行った。  

区分 内容等 

分収造林事業 一般造林（ 下刈、 除伐、 保育間伐、 間伐）、 作業路開

設、 ふく し ま 森林再生事業及び作業路補修事業など 

分収育林事業 保育間伐事業 

林産物売払事業 林産物の売却、 令和 3 年度は売却実績 59, 589 千円。  
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４  決算の状況 

当公社の貸借対照表、 正味財産増減計算書及びそれら の内訳表は次のと おり である 。  
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( 1)  政策金融公庫への借入利息の支払いについて【 意見】  

当公社は、 令和４ 年３ 月末現在、 株式会社日本政策金融公庫（ 以下「 政策金融公

庫」 と いう 。） に対する 借入残高が 13, 963, 210 千円ほどあり 、 当該借入れから の利

息を含め借入利息を 240, 850 千円（ 令和３ 年度） ほど支払っている 。 当公社の政策

金融公庫から の借入れについては、 県と 政策金融公庫と の間で、 県が損失補償する

と いう 契約、 つま り 、 当公社が政策金融公庫への借入金の返済をでき なく なった場

合は、 県がその返済を肩代わり する と いう 契約を結んでいる 。 こ のため、 政策金融

公庫の当公社に対する 貸付金が回収不能になる リ ス ク は皆無と いってよ く 、 それに

も 関わら ず当公社が多額の借入利息を支払う のは非合理である 。  

その一方、 当公社は、 県から の借入れも 行っている と こ ろ、 こ の借入は無利息で

ある 。 こ の点、 当公社は県と 借入れにつき 協定を結んでいる が、 その協定上、 県か

ら の借入れの増額について、 特段、 制限する 条項はない。 こ のため、 当公社は、 県

から の追加の借入れを原資と し て、 政策金融公庫への借入金を返済し ていけば、 利

息の支払いを減ら すこ と ができ る 。  

上記、 監査人の意見に対し て、 当公社は、 支払利息の縮減は政策金融公庫と の契

約に基づき 繰上償還の対象と なる 事由に該当する 分収林契約の契約解除（ 合意解約）

によ って行う 方針と し ている 。  

し かし 、 多額の利息を支払い続ける べき ではなく 、 上記公社の方針に加えて、 利

息の縮減のための交渉（ 任意の繰上償還） を行う べき である 。 も っと も 、 政策金融

公庫から の借入金そのも のを減額する には、 県から の借入れを増額し なければなら

ず、 県側の理解も 必要である 。  

本報告書の意見を契機と し て、 当公社・ 県・ 政策金融公庫の三者間での交渉の場

を設け、 県の補償を最大限加味し た利息の再設定や福島県内の銀行・ 信金・ 信組か

ら 借り 入れた場合と の比較のシミ ュ レ ーショ ンなど を行い、 利息の縮減に向けて努

力し てほし い。  
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第２  契約等について 

１  請負契約に係る 事務について            

当公社が外部事業者と 請負契約を締結し ている も ののう ち、 契約金額が 1, 000 千円

以上のも の（ 事業種で 1, 000 千円以上のも のがない場合には最大金額のも の） は以下

のと おり である 。  

なお、 対象事業種は以下のと おり である 。  

 

対象事業種 

事業種 事業内容 

下刈 植栽し た苗木等の成長を妨げる 雑草や灌木を刈り 払う 作業。 一般に植

林後数年間、 毎年、 夏期に行う 。（ ※１ ）  

除伐 下刈り の必要がなく なり ３ ～５ 年する と 、 他の樹木が生えてき て育て

よ う と する 樹木の生長を妨げる よ う になる 。 こ れら 生長を妨げる 樹木

を伐り 払い、 育てよ う と する 樹木の生長を助ける 作業。（ ※１ ）  

保育間伐 森林の健全性を保持する こ と を目的と し た間伐。（ ※１ ）  

間伐 育てよ う と する 樹木ど う し の競争を軽減する ため、 混み具合に応じ て

一部の樹木を 伐採する こ と 。 一般的に除伐後、 主伐ま での間に育成目

的に応じ て間断的に行われる 。（ ※１ ）  

森林再生（ 搬出

あり ）  

間伐等の森林整備と 放射性物質対策（ 放射性物質の拡散抑制対策や放

射線低減対策等） を一体的に実施し 、 森林の有する 多面的機能の維持

推進に取り 組む事業 

作業路補修 作業路（ 林道など から 分岐し 、 立木の伐採、 搬出、 造林などの林内作

業を行う ために作設さ れる 簡易な構造の道路）（ ※１ ） の補修事業 

（ ※１ ） 出典： 林野庁ホームページ 

 

競争入札                            （ 単位： 千円）  

事業種 
補助金

の有無 

公社造

林団地

名 

所在地 
指名業

者数 
請負事業体 

請負 

金額 

除伐 有 向山 
喜多方市高郷町磐見

字向山 
３ 社 

会津北部森

林組合 
946 

保 育 間

伐 
有 丸山 

耶麻郡西会津町尾野

本字丸山外 
３ 社 

西会津町森

林組合 
10, 572 

保 育 間

伐 
有 下峠 

大沼郡三島町大字檜

原字下峠外 
３ 社 

会津若松地

方森林組合 
10, 563 

間伐 有 博士沢 
大沼郡会津美里町松

坂字博士沢 
３ 社 

栗木林業株

式会社 
11, 885 

間伐 有 鉢上山 
耶麻郡西会津町野沢

字鉢上山外 
３ 社 

西会津町森

林組合 
15, 546 

間伐 有 二重坂 
大沼郡会津美里町松

沢字二重坂 
３ 社 

会津若松地

方森林組合 
10, 532 

間伐 有 神籠嶽 
大沼郡会津美里町東

尾岐字神籠嶽 
３ 社 

有限会社川

島林業 
11, 434 

間伐 有 向山 南会津郡南会津町針 ３ 社 南会津森林 11, 685 
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生字向山 組合 

間伐 有 
株 ノ 沢

山 

南会津郡南会津町高

野字株ノ 沢山外 
３ 社 佐藤造林 18, 174 

間伐 有 保ケ倉 
南会津郡南会津町下

山字保ケ倉 
３ 社 

只見町森林

組合 
12, 215 

間伐 有 土羅入 
南会津郡下郷町戸赤

字土羅入 
３ 社 

下郷町森林

組合 
26, 708 

森 林 再

生 
有 片工沢 

大沼郡会津美里町西

本字片工沢 
３ 社 

会津若松地

方森林組合 
10, 036 

森 林 再

生 
有 川向 

伊達市霊山町石田字

川 
３ 社 

吾妻造林有

限会社 
10, 941 

森 林 再

生 
有 仲平 

田村郡小野町大字湯

沢字仲平 
３ 社 

ふく し ま 中

央森林組合 
11, 193 

森 林 再

生 
有 塩ノ 平 

いわき 市田人町黒田

字塩ノ 平外 
３ 社 

い わ き 市森

林組合 
36, 336 

作 業 路

補修 
無 五反田 

田村市都路町岩井沢

字五反田 
３ 社 

ふく し ま 中

央森林組合 
2, 107 

 

随意契約・ 見積り 合わせ                     （ 単位： 千円）  

事業種 
補 助 金

の有無 

造 林 団

地名 
所在地 

入 手 見

積数 
請負事業体 

請 負

金額 

下刈 有 横山 
いわき 市三和町下永

井字横山 
２ 社 

い わ き 市 森

林組合 
891 

 

以上の請負契約について関係書類の閲覧及び担当者へのヒ アリ ング等を行った結果、

以下の事項を除き 、 請負契約に係る 事務に問題は検出さ れなかった。  

 

( 1)  信用状況の調査について【 意見】  

当公社の請負等指名委員会運営要領において事業者の指名基準を以下のよ う に定

めている 。  

（ 指名基準）  

第３ 条 指名競争入札に参加する 者を選考し 又は決定する 場合の基準は、 会計処理規程

第８ １ 条の規定によ る ほか、 次の第１ 号及び第２ 号に掲げる 者に該当し 、 かつ第３ 号ま

たは第４ 号のいずれかに該当する 者から 選定する 。  

（ １ ） 当該入札に係る 契約を締結する 能力を有する 者及び破産者でない者（ 復権し た者

を含む。）  

（ ２ ） 当公社が認定を受けている 森林整備合理化計画で計画の施業受託者になっている

者 

（ ３ ） その場に精通し 、 過去に、 その現場で優良な施工実績のある 者 

（ ４ ） ３ 以外の者で、 技術力があり 、 契約期間内に安全に施工する 能力がある と 認めら

れる 者 

こ れについて、 第３ 条第１ 項第１ 号の定めについては、 事業者の財政状態及び経

営成績等に裏付けら れた定量情報である 信用状況調査が含ま れる も のと 考えら れる 。    

こ の点、 当公社では、 原則と し て県の森林整備業務競争入札参加資格者名簿（ 以
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下「 名簿」 と いう 。） に搭載さ れている 業者から 指名業者を 選定し ており 、 間接的

に信用状況を加味し た指名業者選定と なっている 。 し かし ながら 、 名簿に登載さ れ

ていない業者を選定する に当たっ ては、 当公社の指名基準によ り 過去の事業実績等

の定性情報を加味し て指名業者の選定を行っている のみであり 、 信用状況調査は行

われていない。 名簿に登載さ れていない業者を選定する 場合には、 過去の定性情報

だけではなく 事業者の信用状況調査を実施すべき である 。  

 

( 2)  請負契約に係る 入札保証金及び契約保証金について【 意見】  

当公社の会計処理規程において入札保証金及び契約保証金（ 以下「 保証金」 と い

う 。） の扱いを以下のよ う に定めている 。  

（ 保証金）   

第８ ４ 条 公社は、 競争入札に加わろう と する 者から 、 予定価格の１ ０ ０ 分の５ 以上の入

札保証金を、 契約する 者から １ ０ ０ 分の１ ０ 以上の契約保証金を収めさ せなければなら

ない。   

２  競争入札に加わろう と する 者叉は契約を締結する 者の信用が確実であり 、 理事長が特

に認めた場合には、 前項の規定にかかわら ず入札保証金又は契約保証金の全部又は一部

を免除する こ と ができ る 。  

当公社の請負契約に係る 保証金の取り 扱いは、 閲覧し た全ての請負契約について上

記会計処理規程第 84 条第２ 項に該当する と し て、 保証金を免除し ている 。 会計処理規

程上は、 保証金の全部又は一部を免除する 場合には、 競争入札に加わろう と する 者又

は契約を締結する 者の信用が確実である こ と が前提条件と なっ ている 。 こ の点、 当公

社は、 前述のと おり 、 名簿に登載さ れていない業者については過去の事業実績等の定

性情報をも って信用がある と し ており 、 信用状況調査は実施し ていない。 保証金を免

除する のであれば、 定性情報のみなら ず信用状況も 加味し て信用が確実かど う か決定

する こ と が望ま し いと 考える 。  

 

２  委託契約に係る 事務について 

当公社が外部に委託し ている 契約のう ち契約金額が 1, 000 千円以上のも のは以下の

と おり である 。  

随意契約・ 見積り 合わせ                     （ 単位： 千円）  

事業種 
補助金

の有無 

造林団

地名 
所在地 

入手見

積数 
請負事業体 

請負金

額 

公 社 造 林

GI S 航空レ

ーザー測量

データ 搭載

委託業務 

無 － － １ 社 

株 式 会 社 パ

ス コ 福 島 支

店 

2, 486 

分収林施業

転換推進事

業（ 周囲測

有 － 
田村市都路町古

道字川向外 
２ 社 

ふ く し ま 中

央森林組合 
1, 086 
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量委託）  

 

以上の委託契約について関係書類の閲覧及び担当者へのヒ アリ ング等を行った結果、

以下の事項を除き 、 委託契約に係る 事務に問題は検出さ れなかった。  

 

( 1)  公社造林 GI S 航空レ ーザー測量データ 搭載委託業務について【 意見】  

当該業務の関係書類を確認し たと こ ろ、 福島県の財務規則に準拠し 単独随意契約

である と こ ろ、 予定価格の決定のために一度株式会社パス コ 福島支店から 見積書を

取得し 、 再度同社よ り 見積書を 取得し 、「 内容審査の結果、 予定価格の範囲内なの

で」 と し て委託契約を締結し ている 。 予定価格決定に当たっては、 見積金額の労務

単価が県の労務単価と 比較し て同等以下である こ と 等を 検討し ている と のこ と であ

る が、 その検討状況が文書化さ れておら ず予定価格決定のプロ セス を確認する こ と

ができ なかった。 予定価格決定のプロ セス を明確にする ためにも 、 見積金額の検討

状況を文書化すべき である 。  

  

（ 契約の方法）   

第８ １ 条 公社における 契約は、 指名競争入札の方法によ り 当該契約の目的に従い、 最高

又は最低の価格によ る 入札者と 締結する も のと する 。  

２  前項によ り がたい場合で、 次の各号の一つに該当する 場合においては、 随意契約によ

る こ と ができ る 。  

（ 中略）  

４  随意契約によ ろう と する と き は、 次の各号に該当する 場合を除き 、 原則と し て２ 人以

上の者から 見積書を徴し なければなら ない。  

（ １ ）  工事又は製造の請負 予定価格三十万円未満 

（ ２ ）  前各号以外のも の 予定価格十万円未満 

（ ３ ）  競争入札に付し 落札者がなく 、 最低( 最高) 価格を提示し た者が 1 名のと き 。  

 

３  事業収入に係る 事務について 

当公社は間伐によ り 発生し た間伐材を単価契約、 委託販売及び買受申請の方法で販

売し 間伐販売収益を計上し ている 。 令和３ 年度の間伐販売収益の内訳は以下のと おり

である 。  

取引形態 内容 

委託販売 

木材市場に市場手数料及び配積手数料を 支払って伐採し た木材を 売払う

販売形態のこ と 。 優良な木材が比較的多い場合、 高値での販売も 期待で

き 、 ま た市場の動向（ 木材の引き 合い状況や価格の動向等） を随時知る

こ と が出来る ため、 間伐材の採材等にその情報をフ ィ ード バッ ク する こ

と も 可能と なる 。 こ れま では本社において実施し ている 。  

単価契約 

原則と し て伐採し た木材単価の相見積も り を 実施し 、 一番高い単価を 提

示し た事業者と 契約を締結し 、 山土場での引き 渡し を行う 販売形態のこ

と 。 木材価格の有利取引が行われる 公設市場が近隣に無い会津事業所で

行われている 。  
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買受申請 

買受け希望者から 林産物買受申込書を提出さ せ、 当公社において行っ た

立木評価の額以上の金額が提示さ れた場合に、 当該希望者に売り 払う 販

売形態のこ と 。 主に当該現場の状況や生産さ れる 木材の品質等を 熟知し

ている 当該現場の施業請負業者から 、 林産物買受申込書が提出さ れる 場

合が多い。  

 

（ 単位： 千円）  

分類 対象件数 本数 
間伐面積

（ ㎡）  
売払先数 売払額 経費 

令和 2 年度繰越 2 - - 1 1, 991 17 

一般造林事業 17 18, 739 144. 03 9 32, 781 11, 183 

森林再生事業 12 21, 334 59. 79 10 22, 916 4, 835 

その他 4 1, 525 - 4 1, 900 420 

合計 35 41, 598 203. 82 - 59, 589 16, 457 

以上の売払額のう ち、 請負事業で検証対象と し た間伐事業に関連し た売払契約は以

下のと おり である 。  

 

単価契約・ 随意契約                       （ 単位： 千円）  

分類 
造林団

地名 
所在地 

入手 

見積数 
売払先 

単価 

（ 円）  
売払額 

一 般 造

林事業 
鉢上山 

耶麻郡西会津町野沢

字鉢上山外 

— 
会 津 木 材協

同組合 
— 269 

— 
株 式 会 社ノ

ーリ ン 
5, 800 1, 252 

一 般 造

林事業 
二重坂 

大沼郡会津美里町松

沢字二重坂 

３ 社 
会 津 木 材協

同組合 
3, 400 1, 310 

— 
株 式 会 社ノ

ーリ ン 
5, 800 815 

一 般 造

林事業 
神籠嶽 

大沼郡会津美里町東

尾岐字神籠嶽 

３ 社 
有 限 会 社川

島林業 
3, 400 344 

— 
株 式 会 社ノ

ーリ ン 
5, 800 1, 484 

一 般 造

林事業 
向山 

南会津郡南会津町針

生字向山 

— 
会 津 木 材協

同組合 
— 734 

— 
株 式 会 社ア

ラ カイ  
5, 300 1, 484 

一 般 造

林事業 

株 ノ 沢

山 

南会津郡南会津町高

野字株ノ 沢山外 

４ 社 
佐藤造林 

 
3, 200 1, 226 

— 
株 式 会 社ア

ラ カイ  
5, 300 369 

一 般 造

林事業 
保ケ倉 

南会津郡南会津町下

山字保ケ倉 

４ 社 
佐藤造林 

 
3, 200 126 

— 
株 式 会 社ア

ラ カイ  
5, 300 1, 192 

一 般 造 土羅入 南会津郡下郷町戸赤 — 会 津 木 材協 — 769 
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林事業 字土羅入 同組合 

— 
株 式 会 社ア

ラ カイ  
5, 300 4, 321 

一 般 造

林事業 
博士沢 

大沼郡会津美里町松

坂字博士沢 
— 

会 津 木 材協

同組合 
— 2, 158 

森 林 再

生事業 
片工沢 

大沼郡会津美里町西

本字片工沢 
３ 社 

会 津 木 材協

同組合 
3, 400 743 

 

委託販売・ 買受申請                       （ 単位： 千円）  

分類 
造 林 団

地名 
所在地 販売形態 売払先 売払額 

森 林 再

生事業 
塩ノ 平 

いわき 市田人町黒田

字塩ノ 平外 
委託販売 

福島県森林組合

連合会 
3, 426 

森 林 再

生事業 
仲平 

田村郡小野町大字湯

沢字仲平 

委託販売 
福島県森林組合

連合会 
3, 096 

買受申請 
郡山チ ッ プ 工業

株式会社 
345 

森 林 再

生事業 
川向 

伊達市霊山町石田字

川 

委託販売 
有限会社福島原

木センタ ー 
2, 017 

買受申請 
吾妻造林有限会

社 
583 

以上の売払契約について関係書類の閲覧及び担当者へのヒ アリ ング等を行った結果、

売払契約に係る 事務に問題は検出さ れなかった。  

 

４  受託業務に係る 事務について 

令和３ 年度において当公社が外部から 受託し ている 事業は以下のと おり である 。  

（ 単位： 千円）  

事業名称 委託者 事業の目的 事業費 

分 収 林 施 業

転 換 推 進 事

業 

福島県非皆伐施

業推進協議会 

林業公社等が管理し て い る 分収林につい

て、 分収比率の見直し 等によ り 収益性の向

上を 図る と と も に、 契約満了後の伐採・ 更

新を 円滑に進めていく ため、 更新費用の軽

減に資する 針広混交林化への誘導を 進め、

森林の公益的機能の維持・ 向上を図る 。  

6, 440 

以上の受託事業について関係書類の閲覧及び担当者へのヒ アリ ング等を行った結果、

受託事業に係る 事務に問題は検出さ れなかった。  

 

５  補助金に係る 事務について 

県は以下の補助金交付要綱に従い、 当公社で実施する 一般造林事業及びふく し ま 森

林再生事業並びに政策金融公庫から の借入金償還及びその支払利息に対し て補助金を

交付する こ と と し ている 。  

【 造林補助金】  
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林業関係事業補助金等交付要綱 

別表１  

事

業 

経費 事

業

細

目 

国の補助率 都道府県の補助率 

森

林

環

境

保

全

整

備

事

業 

２  １ 以 外 の 事 業 に つ い

て 、 都道府県が事業を 行う

のに要する 経費並びに都道

府 県 が 事 業 を 行 う 者 に 対

し 、「 都道府県の補助率」 欄

に掲げる 率を 下ら な い補助

率によ り 補助を 行う 場合に

おける 当該補助に要する 経

費及び都道府県が当該事業

を 指導監督する のに要する

経費 

 

 

森

林

環

境

保

全

直

接

支

援

事

業 

１  事 業 費 ( 事 務 雑

費、 工事雑費及び都

道府県が当該事業を

指導監督する のに要

する 経費を 除いた も

のを いう 。 こ の事業

において以下同じ 。）

の 3/10 ただし 、 沖縄

県について は、 事業

費の 2/3 

２  指導監督費につい

て 

指導監督費の 3/10 以

内 

た だし 、 沖縄県につ

いて は指導監督費の

2/3 以内 

１  事業費の 4/10 

ただし 、 森林所有者

等によ る 整備が進み

難い森林等における

分収方式によ る 森林

施業及びこ れら に必

要な路網の整備につ

い て は 事 業 費 の

5/10、 沖縄県につい

ては事業費の 2/3 

 

 

 

【 ふく し ま 森林再生事業補助金】  

ふく し ま 森林再生事業補助金交付要綱 

別表１  

１  「 平成二十三年

三月十一日に発生し

た 東北地方太平洋沖

地震に伴う 原子力発

電所の事故によ り 放

出さ れた 放射性物質

によ る 環境の汚染へ

の対処に関する 特別

措置法（ 平成２ ３ 年

法律第１ １ ０ 号) 」 に

基づく 汚染状況重点

調査地域及びそれに

指定さ れた地域並び

に除染特別地域（ 帰

還困難区域及び居住

制限区域を除く 。） に

指定さ れた市町村及

１  放射性物質対策 事 業対象区

域 

補助率 

 ( １ )  事業に係る 事前調査等 

ア 森林概況調査 

イ  森林詳細調査 

ウ  計画作成・ 森林所有者の同意

取得等 

( ｱ) 全体計画及び年度別事業実

績計画の作成 

( ｲ) 森林所有者等への説明、 同

意取り 付け等 

エ 事業実施に伴う 管理業務等 

汚染状況 重

点調査地 域

及びそ れ に

指定さ れ た

地域並び に

除染特別 地

域（ 帰還 困

難区域及 び

居住制限 区

域を 除く 。）

に 指定さ れ

た 市町村 及

び指定さ れ

て い た 市 町

村 

10/10 以

内 
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び指定さ れて いた 市

町村 

２  森 林 整 備 法 人

（ 分収林特別措置法

（ 昭和３ ３ 年４ 月１

５ 日 法律第５ ７ 号）

第９ 条）  

 

( ２ )  伐採に伴い発生する 副産物

等の減容化等放射性物質への対

処方策の実施 

ア 枝葉等の処理 

イ  放射性物質への対処方策 

汚染状況 重

点調査地 域

及びそ れ に

指定さ れ た

地域並び に

除染特別 地

域（ 帰還 困

難区域及 び

居住制限 区

域を 除く 。）

に 指定さ れ

た 市町村 及

び指定さ れ

て い た 市 町

村 

２  森林整備等 

( １ )  森林整備 

( ２ )  路網整備 

 

市町村 

4/10 

 

森 林 整

備法人 

5/10 

 

 

【 支払利息補助金】  

福島県林業基盤整備資金利子助成事業補助金交付要綱 

（ 補助の対象及び補助額）  

第２ 条 補助金は、 森林整備活性化資金を受ける 場合、 次の一号又は二号の区分に応じ 、

当該一号又は二号に定める 利率以上の割合で計算し た額に相当する 利子助成補助金を森

林整備活性化資金の約定償還期間中、 補助事業者に対し て交付する 。  

一 森林整備合理化計画の対象森林面積がおおむね 500 ヘク タ ール以上で、 補助事業者が

森林整備活性化資金と 併せて貸し 付けら れる 林業基盤整備資金（ 造林） 等の借入残高に

ついて利子を支払った場合に、 年 0. 8 パーセント （ ただし 、 利子助成の対象と なる 林業

基盤整備資金（ 造林） 等の貸付けの利率が年 0. 8 パーセント を下回る 場合は、 当該林業

基盤整備資金（ 造林） 等の貸付けの利率）  

二 森林経営計画の認定を受けた補助事業者が、 森林整備活性化資金と 併せて貸し 付けら

れる 林業基盤整備資金（ 造林) 等の借入残高について利子を支払った場合に、 年 0. 4 パー

セント （ ただし 、 利子助成の対象と なる 林業基盤整備資金（ 造林） 等の貸付け利率が年

0. 4 パーセント を下回る 場合は、 当該林業基盤整備資金（ 造林） 等の貸付けの利率）  

 

２  森林整備活性化資金の特例を受ける 場合（ 森林整備合理化計画の対象森林面積がおお

むね 1, 000 ヘク タ ール以上） にあっては、 森林整備活性化資金と 併せて貸し 付けら れる

林業基盤整備資金（ 造林） 等の借入残高について利子を支払った場合に、 年 1. 3 パーセ

ント （ ただし 、 利子助成の対象と なる 林業基盤整備資金（ 造林） 等の貸付けの利率が年

1. 3 パーセント を下回る 場合は、 当該林業基盤整備資金（ 造林） 等の貸付けの利率） 以

上の割合で計算し た額に相当する 利子助成補助金を森林整備活性化資金の約定償還期間

中、 補助事業者に対し て交付する 。  

 

３  森林整備活性化資金の特例を受ける 場合（ 森林整備合理化計画の対象森林面積がおお

むね 2, 000 ヘク タ ール以上であって、 かつ、 分収林契約適正化事業実施要領（ 平成 25 年

５ 月 16 日付け 25 林整整第 337 号林野庁長官通知） の第３ の１ に規定する 非皆伐施業推

進計画に位置付けら れた森林において森林整備活性化資金の特例の適用を受ける 場合）

にあっては、 森林整備活性化資金と 併せて貸し 付けら れる 林業基盤整備資金（ 造林） 等

の借入残高について利子を支払った場合に、 年 1. 6 パーセント （ ただし 、 利子助成の対

象と なる 林業基盤整備資金（ 造林） 等の貸付けの利率が年 1. 6 パーセント を下回る 場合



85 

 

は、 当該林業基盤整備資金（ 造林） 等の貸付けの利率） 以上の割合で計算し た額に相当

する 利子助成補助金を森林整備活性化資金の約定償還期間中、 補助事業者に対し て交付

する 。  

 

４  第１ 項から 第３ 項において、 林業基盤整備資金（ 造林） 等の償還期限（ 据置期間） が

森林整備活性化資金の償還期限（ 据置期間） よ り 長い場合は、 森林整備活性化資金と 同

様の償還条件で償還がなさ れる も のと し 、 かつ、 利子助成の対象と する 当該資金の借入

残高は森林整備活性化資金の借入残高の 2. 5 倍（ 第２ 項の森林整備活性化資金の特例を

受ける 場合にあっては、 当該森林整備活性化資金の借入残高と 同額、 第３ 項の森林整備

活性化資金の特例の適用を受ける 場合にあっては、 当該森林整備活性化資金の借入残高

の３ 分の２ 倍） を限度と し て利子助成補助金を算出する も のと する 。  

 

ふく し ま 緑の森づく り 公社事業資金公庫償還補助金交付要綱 

別表 

補助対象経費 補助額 

１  日本政策金融公庫から の借入金元金の償還に要する 経費 

（ 公庫償還元金）  

 

２  日本政策金融公庫から の借入金にかかる 利息の支払に要 

する 経費 

（ 公庫支払利息）  

知事が定める 額 

 

 

 

当公社が過去５ 年間で受領し た補助金の決算額の推移は以下のと おり である 。  

（ 単位： 千円）  

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２ 年度 令和３ 年度 

森 林 資 産 形

成補助金 
201, 577 238, 861 243, 488 238, 901 226, 478 

造林補助金 69, 183 163, 088 161, 312 173, 554 135, 839 

森 林 整 備 加

速 化 ・ 林 業

再 生 交 付 金

事業補助金 

54, 971 － － － － 

ふ く し ま 森

林 再 生 事 業

補助金 

77, 421 75, 773 82, 176 65, 346 90, 639 

支 払 利 息 補

助金 
21, 053 20, 802 20, 511 19, 738 18, 974 

公 庫 償 還 補

助金 
665, 628 678, 419 646, 754 659, 459 666, 509 

合計 888, 259 938, 083 910, 754 918, 099 911, 963 

上記補助金について、 関係書類の閲覧及び担当者へのヒ アリ ング等を行った結果、

補助金に係る 事務に問題は検出さ れなかった。   
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第３  財務等について 

１  経理規程等概要 

当公社では、 公益社団法人緑の森づく り 公社会計処理規程（ 以下「 会計処理規程」

と いう 。） に基づいた会計処理を 行い、 計算書類等を 作成し ている 。 財務等に関する

会計処理規程の主な内容は以下のと おり である 。  

 

以下、 会計処理規程よ り 一部抜粋 

（ 会計処理の原則）  

第２ 条 公社の会計処理に関し ては、 法令及び定款で定める も ののほか、 林業公社会計

基準（ 森林公社会計基準策定委員会 平成 23 年３ 月 17 日制定） 及びこ の規程の定めに

よ り 処理し なければなら ない。  

２  会計処理は、 こ の規程に定めがないも のは、 一般公正妥当と 認めら れる 会計の慣行

に準拠し なければなら ない。  

 

（ 森林資産の計上基準）  

第 32 条 森林資産は、 固定資産に属する も のと する 。 その貸借対照表価額は、 毎期森林

整備に要し た費用から その森林整備に係る 収入を差し 引いた価額の累積をも って取得原

価と し 、 その取得原価を基礎に計上し なければなら ない。  

２  森林資産は、 その森林資産の主伐が決定し たと き 、 販売用森林資産と し て流動資産

に属する も のと する 。 販売用森林資産は、 期末における 時価が取得原価よ り も 下落し て

いる 場合には、 時価をも って貸借対照表価額と し なければなら ない。 こ の場合において、

取得原価と 時価の差額は当期の経常外費用と し て処理する 。  

 

（ 森林資産の減損処理）  

第 33 条 森林資産の減損と は、 森林資産に期待さ れる サービス 提供能力が著し く 低下し

た事象又は森林資産の将来の経済的便益が著し く 下落し た事象をいう 。  

  こ う し た事象が生じ た場合、 それぞれ次に掲げる 減損処理を行わなければなら ない。  

 （ １ ） 森林資産の有する 多面的な公益的機能と し ての「 サービス 提供能力」 が著し く 低

下し 将来にわたり その回復が見込めないと き は、 その取得原価をサービス 提供能力低下

の状況に応じ て合理的に算定さ れた価額ま で減額する 。  

 （ ２ ） 森林資産は、 主伐が決定し たと き 販売用資産と なる こ と から 、 その主伐時期に応

じ た一定の林齢に達し た森林資産にあっては、 その将来の経済的便益が著し く 下落し た

と き は、 その回復の見込みがある と 認めら れる 場合を除き 、 その取得原価を正味売却価

額ま で減額する 。  

２  減損処理に伴う 減損額は、 当期の減損損失と し て、 一般正味財産増減の部の経常外

費用に計上する 。 ただし 、 当該減損額に重要性が乏し いと 認めら れる 場合にはこ の限り
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でない。  

３  減損処理を行った森林資産の貸借対照表における 表示は、 原則と し て、 取得原価か

ら 減損損失累計額を控除する 形式で表示する 。  

 

（ 森林資産情報の注記）  

第 34 条 森林資産は、 その主伐によ る 収益の獲得に至る ま でが超長期である こ と から 、

その投資額の回収能力はその間の社会経済情勢の変化に大き く 影響さ れる 。 し たがって、

森林資産に関し て現時点における 回収能力見込額等の情報を事業運営の重要な情報と し

て注記する も のと する 。 なお、 注記事項には、 森林資産の有する 公益的機能である 「 サ

ービス 提供能力」 の評価を利害関係者への有用な情報と し て提供する も のと する 。  

（ １ ） 森林資産の貸借対照表価額と 回収能力見込額 

（ ２ ） 森林資産と その公益的機能評価額 

（ ３ ） 経営改善策等の情報 

 

第２ 条に関し て当公社では会計処理規程に定めがない場合には、 公林業公社会計基準

に準じ た会計処理を行っている 。  

ま た、 第 32 条及び第 33 条に関し て、 林業公社会計基準注解には森林資産の取得原価

及び減損に関し て以下の記載がある 。  

 

以下、 林業公社会計基準注解よ り 一部抜粋 

（ 注 21） 支払利息等の原価算入について 

  公社においては、 主に借入資金によ り 事業活動が行われる こ と から 、 借入利息等につ

いて、 それぞれの資金調達と 事業資産取得と の関連性が認めら れた場合は、 当該事業資

産が生み出す収益に合理的に対応さ せる も のと し て、 一定の範囲内で原価要素の一つと

し て扱う こ と ができ る も のと する 。  

 ま た、 事業活動によ り 発生し た特定の販売活動に係る 費用及び不可避的に発生する 管

理費用等において、 それが事業活動によ り 獲得さ れる 収益と の関連性が明ら かである 場

合も 、 同様である 。  

 

（ 注 22） 森林資産の取得原価に係る 会計処理について 

１  森林資産の取得原価の算定に係る 「 森林整備に要し た費用」 には、 森林整備に係る

直接的な事業費のほか当該事業に係る 借入金の支払利息及び当該事業に配賦さ れる 管理

費が含ま れる 。 ま た、「 収入」 には、 森林整備に係る 直接的な収入のほか合理的に配分

さ れた受取利息等の付帯収入が含ま れる 。  

 

（ 注 24） 森林資産（ 固定資産） の減損処理について 
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２  「 将来の経済的便益の著し く 下落」 に係る 減損処理 

  森林資産は、 主伐によ り 木材販売収入を得ら れる 経済的便益がある 。  

 森林資産は、 主伐ま での期間が超長期である こ と から 、 主伐時期に応じ た一定の林齢に

達 し   た 森 林資 産を 対 象と し て 将 来 の 経済 的 便益 を 検 証 す る も の と する 。  

 こ の場合、 将来の立木販売収入を基礎と し た正味売却価額が著し く 下落し ている 場合

には、 減 損を認識する も のと する 。  

 「 主伐時期に応じ た一定の林齢に達し た森林資産」 と は、 公社が森林法に基づき 定めた

森林施業計画など において主伐時期が明確になった時点を減損の認識を行う 適切な時期

と 捉え、 森林施業計画など において主伐計画が位置付けら れた森林資産をその対象資産

と する 。  

 「 正味売却価額」 の算定は、 現在の丸太市場価格を基に将来の立木販売収入を算定し 、

その販売収益（ 立木販売収入から 販売経費を控除し た額） から 、 今後の森林資産に加算

さ れる 実事業費及び分収交付金を控除し た額と する 。  

 正味売却価額の著し い下落と は、 時価が帳簿価額から 概ね 50％を超えて下落し ている 場

合をいう 。  

「 回復の見込み」 と は、 丸太市場価格の動向など外部的要因のほか、 森林整備に係る 国

や地方公共団体の新たな支援策等や公社の自ら の経営努力など によ って、 その回復が森

林施業計画等の期間内に明ら かに見込ま れる 場合をいう 。 ただし 、 回復可能性は、 毎期

見直すこ と が必要であり 、 回復が進ま ないこ と が判明し たと き には、 その期末において

減損処理の要否を検討し なければなら ない。  

 減損損失を認識する 場合の森林資産の単位は、 原則と し て、 分収林契約の単位又は森林

施 業 に お け る 事 業 地 （ 施 業 管 理 を 単 位 と す る 団 地 な ど ） の 単 位 と す る 。  

 なお、 減損処理に当たって主伐の時期が同一の資産にあっては、 同一の資産グループ

と し て取扱う こ と ができ る 。  

 

公益社団法人緑の森づく り 公社規程第 32 条には森林資産は、 その森林資産の主伐が決

定し たと き 、 販売用森林資産と し て流動資産に属する も のと する 旨の記載があり 、 当公

社では令和４ 年２ 月の理事会で令和５ 年３ 月期の事業計画に関し て福島市ほかで事業量

84ha、 収入 7, 580 千円の主伐を決定し たも のの、 下記、 固定資産から 流動資産へ振替え

る 「 事業計画及び予算において当該森林資産の主伐が決定し た事業年度」 と は、 具体的

にいつの事業年度か と いう 質問に関する 林業公社会計基準に係る Q&Aによ り 、 当該森林

資産を令和４ 年３ 月期の貸借対照表においては流動資産に属する も のと はし ていないが、

令和５ 年３ 月期の期首（ 令和４ 年４ 月１ 日） に流動資産に振替える 予定である 。  

 

以下、 林業公社会計基準に係る Q&Aよ り 一部抜粋 

「 事業計画及び予算」 と は、 単年度の収支予算に限定する も のでなく 、「 主伐」 を 事業
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計画及び予算において決定する こ と であって、 当該立木の伐採は単年度でなく 複数年度

にわたって行われる 場合も ある 。  

  し たがって、 当該主伐資産は、 次のよ う な会計処理が考えら れる 。  

当該事業計画及び予算の事業年度の期首において、 流動資産に振替える 。  

当該年度に販売さ れた資産の帳簿価額と 販売価額と の差額は、 森林販売事業の事業損益

と し て計上さ れる  

翌年度以降に販売さ れる 資産は、 期末において時価評価を行う 。  

 

( 1)  監査手続 

会計処理等が適正に行われている か検証する ために、 以下の監査手続を実施し た。  

ア 定款その他の各種規程を閲覧 

イ  会計帳簿、 決算書及びその根拠資料の閲覧 

ウ  当公社の担当者に対する ヒ アリ ング 

 

( 2)  監査結果 

ア 森林資産の回収能力見込額の計算方法について【 意見】  

当公社では会計処理規程第 34 条に基づいて、 決算書の６  財務諸表に対する 注

記 ５  資産の評価に関する 事項 ( 3)  森林資産情報に関する 事項 ①森林資産の貸

借対照表価額と 回収能力見込額において、 標準伐期齢以上の森林資産の回収能力

見込額を 15, 795 百万円と 記載し ている 。 当該金額の算定根拠資料を確認し たと こ

ろ、 計算過程において林齢の面積に林分材積表を参照し た数値を乗じ て材積を算

定する が、 林分材積表の数値を参照する と き に、 アカマツの林齢 80 年の数値を参

照する べき と こ ろを林齢 75 年の数値を参照する 、 分収育林のアカマツの浜通り の

数値を参照すべき と こ ろを中通り の数値を参照する と いった誤り が散見さ れた。   

回収能力見込額は事業運営の重要な情報と なる ため、 正確な計算を心掛ける べ

き である 。  

 

イ  主伐の実施時期の決定について【 意見】  

当公社では、 森林経営計画制度に基づき 、 令和４ 年度から 令和４ 年 3 月 29 日付

けで福島県知事の認定を 受けた森林経営計画（ 認定番号３ -１ 、 計画期間： 令和

４ 年４ 月１ 日～令和９ 年３ 月 31 日） によ り 保育施業を実施し ている 。 森林経営計

画制度においては計画書の主な記載事項と し て伐採（ 主伐・ 間伐）、 造林及び保

育の実施計画が含ま れる が、 当該計画書には主伐の計画に関し ては令和５ 年３ 月

期の記載し かない。 当公社造林地の平均年齢は約 40 年生と なったと こ ろであり 、

令和５ 年３ 月期から 主伐が開始さ れれば、 主伐収入は段階的に増加する こ と が見

込ま れる 。 経営目標を明確にし 、 どれだけの補助金が必要になる のかを示すため
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には翌年の主伐の実施時期を明確にする だけでは十分ではない。  

ま た、 会計処理規程第 33 条に記載さ れている と おり 、 主伐時期に応じ た一定の

林齢に達し た森林資産は、 その将来の経済的便益が著し く 下落し たと き は、 その

回復の見込みがある と 認めら れる 場合を除き 、 その取得原価を正味売却価額ま で

減額する 必要がある 。 林業公社会計基準注解（ 注 24） には、「 主伐時期に応じ た

一定の林齢に達し た森林資産」 と は、 公社が森林法に基づき 定めた森林施業計画

など において主伐時期が明確になった時点を減損の認識を行う に適切な時期と 捉

える 旨の記載があり 、 ま た、 正味売却価額の著し い下落と は、 時価が帳簿価額か

ら 概ね 50％を超えて下落し ている 場合をいう 旨が記載さ れている 。 森林経営計画

において翌年に主伐する も のを決定する だけでは、 主伐の１ 年前ま で減損処理を

行う こ と ができ ない。   

今後本格的に主伐が始ま る ま でに森林経営計画制度における 森林経営計画の１

期と 同様に少なく と も ５ 年程度先の主伐の実施時期を明確にする こ と ができ る よ

う に当公社の体制を整備する べき である と 考える 。  

 

ウ  賞与引当金の未計上について【 指摘】  

当公社では福島県と 同様の規程に基づいて期末手当及び勤勉手当が支給さ れて

いる 。 福島県の給与に関する 条例には以下の記載がある 。  

 

以下、 福島県条例第九号 職員の給与に関する 条例よ り 一部抜粋 

（ 期末手当）  

第十七条 期末手当は、 六月一日及び十二月一日( 以下「 基準日」 と いう 。 ) にそれぞれ

在職する 職員に対し て、 それぞれ基準日の属する 月の人事委員会規則で定める 日に支給

する 。  

2  期末手当の額は、 期末手当基礎額に、 百分の百十七・ 五を乗じ て得た額に、 基準日

以前六箇月以内の期間における その者の在職期間の次の各号に掲げる 区分に応じ 、 当該

各号に定める 支給割合を乗じ て得た額と する 。  

一 六箇月 百分の百 

二 五箇月以上六箇月未満 百分の八十 

三 三箇月以上五箇月未満 百分の六十 

四 三箇月未満 百分の三十 

 

（ 勤勉手当）  

第十七条の四 勤勉手当は、 六月一日及び十二月一日( 以下「 基準日」 と いう 。 ) にそれ

ぞれ在職する 職員に対し 、 その者の基準日以前における 直近の人事評価の結果及び基準

日以前六箇月以内の期間における 勤務の状況に応じ て、 それぞれ基準日の属する 月の人
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事委員会規則で定める 日に支給する 。  

 

期末手当、 勤勉手当いずれも ６ 月１ 日及び 12 月１ 日を基準日と し て対象期間は

基準日以前６ か月であり 、 翌事業年度に支払われる 賞与のう ち当年度に帰属する

部分の賞与の金額を合理的に見積も る こ と ができ る 。「 企業会計原則注解 18」 に

基づき 、 令和４ 年６ 月に支払われた期末手当及び勤勉手当のう ち当年度に帰属す

る 期間分を費用と し 、 同額賞与引当金と し て負債に計上する 必要がある 。  

 

エ 固定資産の減価償却の方法に関する 注記について【 指摘】  

決算書の６  財務諸表に対する 注記 １  重要な会計方針 ( 3)  固定資産の減価償

却方法に、 固定資産の耐用年数に関し て車両運搬具６ 年、 什器備品５ 年～６ 年、

ソ フ ト ウ ェ ア５ 年～６ 年と 記載し ている が、 実際にはそれぞれ車両運搬具４ 年～

６ 年、 什器備品４ 年～６ 年、 ソ フ ト ウ ェ ア５ 年で会計処理し ている 。 固定資産台

帳と の整合性を確認する 等によ り 誤り がないよ う に注意する べき である 。  

 

３  資産等の管理について  

( 1)  管理規定等 

当公社では会計処理規程等に基づいた資産等の管理を行っている 。 資産等の管理

に関する 会計処理規程の主な内容は以下のと おり である 。  

 

以下、 会計処理規程よ り 一部抜粋 

（ 固定資産の管理）  

第 20 条 固定資産については、 固定資産台帳を設け、 資産の種類、 取得価額、 減価償却

等の所要事項を記録し 、 管理の万全を期する も のと する 。  

 

（ 金銭等の保管）  

第 71 条 現金、 預金証書、 有価証券、 小切手帳、 手形用紙、 銀行使用印、 その他金銭に

類する 重要物件については、 経理責任者の責任において管理し 、 所定の金庫に保管する

と と も に、 必要に応じ て金融機関等に保護預り をし なければなら ない、 ただし 、 小口払

現金については、 経理責任者の監督の下に経理事務担当者に保管さ せる こ と ができ る 。  

 

（ 金銭残高の照合）  

第 72 条 元気は、 毎日の出納閉鎖後現金出納帳の残高と 手許存高を照合し 、 預金は、 定

期に預金出納帳の残高と 残高証明書の金額を照合する も のと する 。  
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( 2)  監査手続 

合規制の観点から 現金管理、 備品管理、 固定資産管理について関連する 規程等を

閲覧し 、 規程に則った管理を実施し ている かについて当公社の担当者から のヒ アリ

ング及び現場視察によ り 検証し た。  

 

( 3)  監査結果 

ア 現金預金の管理について 

普通預金及び定期預金について、 令和４ 年３ 月 31 日の残高について、 残高内訳

の各残高と 残高証明書と の突合を 行った結果、 一致し ており 、 問題と なる 事項は

認めら れなかった。 ま た、 現金に関し ては小口現金使用伺いによ り 入出金及び残

高を管理し ており 、 令和４ 年３ 月 31 日の残高について、 小口現金使用伺いの残高

と 一致し ている こ と を確認し た。  

  

イ  固定資産管理（ 森林資産を除く ） について 

固定資産の実在性、 使用管理状況を確かめる ため、 現地調査当日確認可能なも

のの現物実査を行った。 結果は以下のと おり である 。  

 

車両及び運搬具 

№ 資産コ ード  資産名 取得日 取得価額

( 円)  

結果 

1 050011 Xﾄﾚｲﾙ 301 た 9863 平成 26. 12 2, 149, 460 注 1 

2 050014 ｽﾊ゙ ﾙ ﾌｫﾚｽﾀー  301 て 9544 平成 29. 06 1, 846, 300 注 1 

3 050016 日産 ﾉ ﾄー 502 と 9027 令和元. 06 1, 619, 200 注 1 

 

器具及び備品 

№ 資産コ ード  資産名 取得日 取得価額

( 円)  

結果 

4 060004 ﾊ゚ ｿｺﾝ 平成 15. 01 352, 264 注 1 

5 060007 ﾊ゚ ｿｺﾝ HP El i t eDesk800 G4 令和２ . 11 440, 000 注 1 

注 1：  以下のエ「 固定資産の管理について」【 意見】 参照 

 

エ 固定資産の管理について【 意見】  

固定資産の現物実査を行ったと こ ろ、 現物実査を実施し たすべての固定資産に 

関し て資産コ ード 等の記載事項が印字さ れたシールが貼ら れておら ず、 固定資産

台帳と 現物の対応関係が明確ではないも のがあった。 特にパソ コ ンは個人情報等

を含めた機密情報が含ま れている 場合も ある ためその管理は慎重に行う 必要があ

る 。 固定資産に資産コ ード 等を印字し たシールを貼る 等によ り 、 固定資産台帳と

現物の対応関係を明確にし て固定資産管理を行う こ と を要望する 。  
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オ 森林資産の管理について 

森林資産の実在性及び管理状況を確認する ため、 下記の森林を視察し た。  

 

団地名： 真弓山 

契約地番： 郡山市熱海町安子島字真弓山５ －50 

植栽年度： 昭和 53 年度、 林齢： 45 年生 

契 約 者：  安積疏水土地改良区 

最近の施業履歴： 令和３ 年度に間伐 2. 63ha、 令和４ 年度に間伐 3. 63ha 予定 

位置図： 下図参照 

 

 

作業道の入口には公社造林である 旨の看板があり 、 令和３ 年度に間伐し た箇所

と 令和４ 年度に間伐予定の箇所を 視察し た。 現地の写真は以下写真１ から 写真４

のと おである 。 なお、 当該視察箇所の令和３ 年度の間伐に関し て、 貸借対照表に

計上さ れている 森林資産の内訳が把握でき る 分収造林管理台帳に、 下図のと おり

令和３ 年度に郡山市の福島森林再生事業と し て契約番号 18-62、 18-34、 面積計

2. 63ha、 請負事業費計 4, 918 千円、 作業道の延長計 360mの記載があり 、 貸借対照

表に計上さ れている 森林資産の内訳に含ま れている こ と を確認し た。  

 

 

分収造林管理台帳よ り 一部抜粋

契約別 実施年度
市町
番号

市町
村名

契約
番号

事業
所名

事業種
植栽
年度

林小班
樹種
当初

面積( ha) 延長( m) 着手 完成
請負事業費

( 円)

分収造林 令和03 18 郡山 18-62 本社 ふく し ま 森林再生 58 7-い ｽｷﾞ 1. 48 200. 00 R3. 8. 2 R4. 2. 28 2, 204, 187

分収造林 令和03 18 郡山 18-34 本社 ふく し ま 森林再生 53 5-い ｽｷﾞ 0. 68 92. 00 R3. 8. 2 R4. 2. 28 1, 223, 538

分収造林 令和03 18 郡山 18-34 本社 ふく し ま 森林再生 53 5-ろ ｱｶﾏﾂ 0. 47 68. 00 R3. 8. 2 R4. 2. 28 1, 490, 375

計 2. 63 360. 00 4, 918, 100
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写真１  看板 

 

 

写真２  令和３ 年度に間伐し た森林 
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写真３  令和４ 年度に間伐予定の森林 

 

 

写真４  作業道 
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   カ 森林資産の管理について【 意見】  

当公社では令和４ 年３ 月末時点で分収造林地契約 17, 787. 61ha、 分収育林地契

約 50. 12ha であり 、 広大な面積の森林を管理し ている 。 そし て、 その契約地の森

林資産の貸借対照表計上額は 66, 522 百万円である 。 令和４ 年３ 月末の総資産は

67, 144 百万円であり 、 森林資産の金額的重要性は高く 、 一定期間で網羅的にその

現地調査をする べき と 考えら れる 。 当公社の担当者から のヒ アリ ングによ る と 定

期的に契約地の森林の現地調査を 実施し ている が、 契約地が広大である ため、 森

林資産の近隣の森林組合等に現場視察を依頼する など によ り 結果と し て 10 年ほど

ですべての森林資産の現地調査等を実施し ている と のこ と である 。 森林組合等に

依頼し て森林資産の現地調査を行っている のであれば、 報告を受けた時点でその

森林資産の場所、 日時、 状況等に関する 事項を文書等で残し 、 当公社が検証可能

な状態で記録に残すべき である 。  

当該意見に対する 当公社は、「 森林資産の現地調査等の記録・ 報告を 受けた時

点で文書等の記録に残すべき と の監査人意見については、 現地調査や報告があっ

た都度ではないも のの、 毎年、 変更のあった状況については契約地の一覧表や施

業図を修正し ており 、 それによ っ て資源管理は適正に行っている と 考えている 」

と のこ と である 。 公社で把握し ている 森林資産の状況と 実際の森林資産が整合し

ている こ と を網羅的に確認する ため、 変更がなかった箇所に関し ても 実際の森林

資産を確認し た旨を文書等で保存する こ と が必要である と 考える 。 ま た、 現地調

査方法に関し て、 当公社は広大な面積の森林を管理し ており 、 担当者等が実際に

現地へ行って確認する には限界がある こ と から 、 効率的な調査のためにド ロ ーン

の活用等も 検討に値する と 考える 。  
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Ⅵ 公益財団法人福島県文化振興財団 

第１  概要 

１  設立・ 沿革等 

公益財団法人福島県文化振興財団（ 以下「 当財団」 と いう 。） は、 昭和 45 年９ 月に

開館し た福島県文化センタ ーを管理運営する ため、 同年「 財団法人福島県文化センタ

ー」 と し て設立さ れた。 以来、 と う ほう ・ みんなの文化センタ ー（ 福島県文化センタ

ー） 及び福島県文化財センタ ー白河館の指定管理者と し て、 両施設の管理運営を行っ

ている 。 平成 26 年に公益認定を受け、 公益財団法人と し て活動し ている 。 文化センタ

ーの運営のほか、 芸術文化に関する 各種事業の実施、 古文書や出土遺物など の文化財

の収蔵保管、 調査研究、 公開活用等を 行う と と も に、 埋蔵文化財の発掘調査や、 文化

活動に対する 助成、 顕彰などの事業にも 取り 組んでいる 。  

 

 【 財団概要】  

設立 昭和 45 年８ 月（ 設立者： 福島県）  

基本財産 6, 800 万円 

理事長 鈴木淳一 

所在地 福島県福島市春日町 5-54 

と う ほう ・ みんなの文化センタ ー内 

関連施設 福島県文化センタ ー 

（ 福島県文化会館・ 福島県歴史資料館）  

福島県文化財センタ ー白河館 

 

【 沿革】  

昭和 45 年 8 月 「 財団法人福島県文化センタ ー」 と し て発足 

同年 9 月 福島県文化センタ ー（ 福島県文化会館・ 福島県歴史資料

館・ 福島県美術博物館） の開館 

昭和 52 年 遺跡調査課の新設 

昭和 59 年 福島県立美術博物館の閉館 

平成 13 年４ 月 組織体制を改編し 、 名称を 「 財団法人福島県文化振興事

業団」 に変更 

同年 7 月 福島県文化財センタ ー白河館（ 愛称ま ほろん） の開館 

平成 24 年 10 月 財団法人福島県文化振興基金と 合併し 、 名称を「 財団法

人福島県文化振興財団」 に変更。 文化活動に対する 助

成・ 顕彰事業の開始。  

平成 26 年 4 月 公益認定を受け、 名称を「 公益財団法人福島県文化振興

財団」 に変更 

 

 

２  組織機構 

( 1)  組織図 

令和４ 年３ 月末現在の当財団の組織図は次の図のと おり である 。  
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  ( 2)  役員構成 

令和３ 年６ 月末日の当財団の役員は以下のと おり である 。  

役職名 氏名 団体の役職等 

代表理事 

（ 理事長）  

大沼博文 福島県文化センタ ー館長  

副理事長 菊池徹夫 福島県文化財センタ ー白河館長 

早稲田大学名誉教授 

専務理事 熊田孝 事務局長 

理事 小野利廣 福島県南土建工業株式会社代表取締役 

白河地区経営者協会会長 

一般社団法人福島県建設産業団体連合会会長 

佐藤隆広 福島県企画調整部文化スポーツ局次長 

新城猪之吉 末廣酒造株式会社代表取締役 

一般財団法人会津若松観光ビュ ーロ ー理事長 

助川浩一 福島県教育庁参事 

須佐由起子 元福島県教育委員会委員長 

一般財団法人脳神経疾患研究所理事 

髙城俊春 元福島県教育委員会教育長 

福島県芸術文化団体連合会会長 

高萩阿都志 株式会社タ イ ヘイ ド ラ イ バーズス ク ール代表取

評議員会

理事会

理事長

事務局

財団事務局

総務課

遺跡調査部

調査課

福島県文化センタ ー

文化推進課

歴史資料課

福島県文化財センタ

ー白河館

総務課

学芸課

監事
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役職名 氏名 団体の役職等 

締役社長 

いわき 中央地区交通安全事業主会会長 

いわき 経営者協会会長 

田村奈保子 国立大学法人福島大学行政政策学類教授 

山口晢子 宇都宮文星短期大学名誉教授 

特定非営利活動法人福島・ 伊達精神障害福祉会

理事 

監事 大出隆秀 公認会計士 

芳賀裕 司法書士 

  

ま た、 令和３ 年６ 月末日の当財団の評議員は以下のと おり である 。  

氏名 団体の役職等 

五十嵐乃里枝 一般社団法人会津自然エネルギー機構代表理事 

小笠原敦子 福島県企画調整部文化ス ポーツ局長 

懸田弘訓 元福島県文化財保護審議会委員 

小松信之 福島県市長会常務理事兼事務局長 

齋藤美保子 郡山女子大学短期大学部副学長 

澤田 修 劇団風の子東北代表 

新妻香織 NPO法人ﾌー 太郎の森基金理事長 

馬目順一 いわき 市教育委員会教育長職務代理者 

安田清敏 福島県町村会常務理事兼事務局長 

 

ア 重要な取引等について理事会で決定の要否の検討【 意見】  

当財団が準拠し なければなら ない一般社団法人及び一般財団法人に関する 法律

第 90 条第４ 項は、 重要な財産の処分及び譲受け（ １ 号）、 多額の借財（ ２ 号） 等

を例示と する 重要な業務執行の決定を理事会から 理事に委任する こ と ができ ない、

と 定めている 。  

こ の条項の趣旨は、 重要な業務執行については理事の専決と はせず、 合議体を

も って慎重な検討を促すと いう 点である 。 当財団は、 定期的に理事会を開催（ 書

面での開催も 含む） し 、「 事業計画」 や「 補正予算」「 決算」 の承認、 代表理事の

選任等を 行っている も のの、 個々の具体的な取引の決定については理事会での決

定をし ていない。 ま た、 決裁権限規程には、 理事長以下各役職が専決と する べき

事項の定めはある が、 理事長のみでは決定でき ず理事会の決定に委ねなければな

ら ない事項ま での定めはない。  

第 90 条第４ 項の文言で「 重要な業務執行」 と はなにか、「 重要な財産」「 多額の

借財」 はどの範囲かと いった解釈が問題と なる ため、 当財団の規模と 取引の金額、

取引期間及び取引の特性等を踏ま え妥当な点を模索し 、 決裁権限規程に「 理事会

で決定し なければなら ない事項」 と し て定める べき である 。 例えば、 長期で高額

になる リ ース 契約や業務委託契約などは理事会の決定を得る べき と 考える 。  

 



100 

 

( 3)  職員構成 

令和３ 年６ 月現在の当財団の職員構成は以下のと おり である 。  

雇用形態 人数 

正規職員 48 名 

出向職員 3 名 

嘱託職員 13 名 

臨時職員 28 名 

 

( 4)  事務分掌 

当財団の各部署の主な事務分掌は以下のと おり である 。  

部署名 事務分掌 

財団事務局 

総務課 

役員会に関する こ と  

人事及び服務に関する こ と  

収入及び支出、 契約事務に関する こ と  

コ ンプラ イ アンス 及び危機管理に関する こ と  

予算及び決算に関する こ と  

その他いずれの課にも 属し ない事務に関する こ と  

福島県文化センタ ー 

文化推進課 

文化会館の利用及び利用促進に関する こ と  

文化情報の収集及び発信に関する こ と  

助成事業に関する こ と  

顕彰事業に関する こ と  

その他文化会館に関する こ と  

福島県文化センタ ー 

歴史資料課 

歴史資料の調査及び研究に関する こ と  

歴史資料の収集及び保存に関する こ と  

歴史資料の公開及び活用に関する こ と  

その他歴史資料館に関する こ と  

遺跡調査部 埋蔵文化財の調査研究に関する こ と  

埋蔵文化財の調査報告書に関する こ と  

埋蔵文化財調査遺物・ 記録等の整理に関する こ と  

その他文化財等に関する こ と  

福島県文化財セン タ ー白

河館 

総務課 

施設・ 設備の運用及び維持管理に関する こ と  

現金及び物品の出納保管に関する こ と  

物品の販売等に関する こ と  

その他白河館の管理運営に関する こ と  

福島県文化財セン タ ー白

河館 

学芸課 

文化財の保管・ 展示に関する こ と  

文化財に関する 講演会等に関する こ と  

文化財等を活用し た体験学習に関する こ と  

その他文化財等の活用に関する こ と  
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３  実施事業体系等 

当法人は、 福島県の芸術文化の振興及び文化財等の調査研究、 保存、 活用等を図り 、

も って県民の教育、 学術及び文化の振興に寄与する こ と を目的と し て、 以下の公益事

業及びその他の事業を行う 。  

  【 公益事業】  

・  文学、 音楽、 演劇、 舞踊等の芸術文化に関する 事業 

・  文書、 考古、 民俗等の歴史資料の収集、 研究、 整理、 保管及び展示等の事業 

・  埋蔵文化財の調査、 研究、 整理及び保存等の事業 

・  文化財保護の教育普及並びに文化財の展示、 保管及び研修に関する 事業 

・  文化活動に関する 助成及び顕彰に関する 事業 

・  その他こ の法人の目的を達成する ために必要な事業 

 

  【 その他の事業】  

・  公益目的事業以外の施設貸与に関する 事業 

・  物品の販売等に関する 事業 

・  その他こ の法人の公益目的事業の推進に資する 事業 

 

   令和３ 年度の実施事業及び内容 

実施事業 内容等 

芸術文化に関する 主催公演の開催、 文化施

設の貸与、 歴史資料の収蔵・ 展示を通じ た

文化振興事業（ 福島県文化センタ ー）  

・ 未来への文化発信事業 

・ 福島県文化会館管理運営事業 

地域文化の振興を図る ための助成及び顕彰

事業 

・ 助成事業 

・ 顕彰事業 

公益目的事業以外の施設貸与に関する 事業 ・ 福島県文化会館の施設貸与 

物品販売等に関する 事業 ・ 福島県文化会館関連事業 

芸術文化に関する 主催公演の開催、 文化施

設の貸与、 歴史資料の収蔵・ 展示を通じ た

文化振興事業（ 福島県歴史資料館）  

・ 福島県歴史資料館管理運営事業 

遺跡発掘調査、 出土文化財の劣化防止処

理、 文化財保護の教育普及を目的と し た講

演会や体験学習及び文化財の展示などの文

化財保護事業（ 遺跡調査部）  

・ 埋蔵文化財関係事業 

遺跡発掘調査、 出土文化財の劣化防止処

理、 文化財保護の教育普及を目的と し た講

演会や体験学習及び文化財の展示などの文

化財保護事業（ 福島県文化財センタ ー白河

館）  

・ 福島県文化財センタ ー白河館関係事

業 

本県復興に資する ための文化振興事業 被災ミ ュ ージアム再興事業 

物品販売等に関する 事業 福島県文化財センタ ー白河館関連事業 
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４  決算の状況 

当財団の貸借対照表、 正味財産増減計算書及びそれら の内訳表は次のと おり である 。    
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第２  契約等について 

１  契約の状況 

当財団における 令和３ 年度の契約件数は 143 件と なっている 。 こ のう ち契約金額が

10, 000 千円以上のも のは、 以下のと おり である 。  

 

【 受託契約】  

契約件名 契約先 契約額 

（ 千円/税抜）  

福島県文化センタ ーの管理に関する 令和

3 年度協定 

福島県 247, 123 

 

福島県文化財セン タ ー白河館の管理に関

する 令和 3 年度協定 

福島県教育委員会 245, 257 

 

令和 3 年度埋蔵文化財発掘調査業務委託

契約 

福島県教育委員会 588, 980 

 

【 委託契約】  

契約件名 契約先 契約額 

（ 千円/税抜）  

前田遺跡掘上土砂運搬等業務委託 株式会社遠藤工務所 24, 600 

丈六横穴墓群、 丈六古墳群発掘調査支援

業務委託 

株式会社三協技術 31, 662 

日南郷遺跡、 高津戸館跡発掘調査支援業

務委託 

株式会社三協技術 58, 042 

前田遺跡出土木質遺物保存処理業務委託 公益財団法人元興寺

文化財保存研究所 

17, 710 

前田遺跡測量等業務委託 株式会社シン技術コ

ンサル福島営業所 

32, 000 

 

２  受託契約に係る 事務について 

   上記受託契約の推移は以下のと おり である 。  

（ 単位： 千円（ 税込））  

 平成 30 年度 平成 31 年度 令和２ 年度 令和３ 年度 

福島県文化センタ ー 指

定管理料 
263, 471 269, 915 290, 904 271, 836 

福島県文化財センタ ー白

河館指定管理料 
239, 733 272, 659 274, 801 271, 805 
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埋蔵文化財調査事業 616, 758 673, 981 611, 996 647, 878 

 

受託契約の監査の実施に当たっては、 ヒ アリ ング及び諸資料を 閲覧する こ と によ り 、

契約や協定の内容に沿って業務が履行さ れている かどう かを確認し た。  

 

( 1)  福島県文化センタ ーの管理に関する 令和３ 年度協定 

ア 協定の概要 

基本協定締結年月日 平成 31 年 3 月 15 日 

指定期間 平成 31 年 4 月 1 日から 令和 6 年 3 月 31 日ま で 

（ 5 年間）  

指 定 期 間 中 の 費 用 総 額

（ 税込）  

1, 361, 083 千円 

年度協定締結年月日 令和 3 年 4 月 1 日 

契約金額（ 税抜）  247, 123 千円 

業務内容 福島県文化センタ ーの管理業務 

 

イ  監査結果 

基本協定書に基づき 、 事業計画書が提出さ れており 、 当該事業計画書には基本

協定書で記載が求めら れている 事項が漏れなく 記載さ れている こ と を確認し た。  

以上の結果、 契約において問題と なる 事項は検出さ れなかった。  

 

  ( 2)  福島県文化財センタ ー白河館の管理に関する 令和３ 年度協定 

ア 協定の概要 

基本協定締結年月日 平成 31 年 3 月 15 日 

指定期間 平成 31 年 4 月 1 日から 令和 6 年 3 月 31 日ま で 

（ 5 年間）  

指 定 期 間 中 の 費 用 総 額

（ 税込）  

1, 408, 700 千円 

年度協定締結年月日 令和 3 年 4 月 1 日（ 当初協定）  

令和 3 年 9 月 1 日（ 変更協定）  

契約金額（ 税抜）  245, 257 千円（ 当初協定）  

247, 095 千円（ 変更協定）  

業務内容 福島県文化財センタ ー白河館の管理業務 

 

イ  監査結果 

基本協定書に基づき 、 事業計画書が提出さ れており 、 当該事業計画書には基本

協定書で記載が求めら れている 事項が漏れなく 記載さ れている こ と を確認し た。  

以上の結果、 契約において問題と なる 事項は検出さ れなかった。  
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( 3)  令和３ 年度埋蔵文化財発掘調査業務委託契約 

ア  業務委託契約の概要 

契約金額（ 税抜）  651, 270 千円（ 当初契約）  

646, 640 千円（ 変更契約 1 回目）  

595, 720 千円（ 変更契約 2 回目）  

588, 980 千円（ 変更契約 3 回目）  

契約期間 令和 3 年 4 月 1 日から 令和 4 年 3 月 31 日ま で 

契約締結年月日 令和 3 年 4 月 1 日（ 当初契約）  

令和 3 年 7 月 15 日（ 変更契約 1 回目）  

令和 3 年 10 月 15 日（ 変更契約 2 回目）  

令和 3 年 12 月 24 日（ 変更契約 3 回目）  

業務内容 以下の業務を委託さ れている 。  

・ 県内遺跡分布調査 

・ 会津縦貫南道路遺跡発掘調査 

・ 国道 114 号（ 山木屋 1 工区） 改良工事遺跡発掘調

査 

・ 主要地方道小野富岡線（ 高津戸工区） 整備事業遺

跡発掘調査 

・ 一般県道落合浪江線整備事業遺跡発掘調査 

・ 国道 289 号（ 渡瀬工区） 整備事業遺跡発掘調査 

・ 只見川流域（ 小和瀬・ 麻生地区） 築堤工事遺跡発

掘調査 

・ 国道 349 号（ 下関工区） 整備事業遺跡発掘調査 

・ 中間貯蔵施設整備事業遺跡発掘調査 

・ 県道広野小高線（ 浪江工区） 整備事業遺跡発掘調

査 

・ 出土品等の整理、 梱包、 搬送 

・ 県内市町村埋蔵文化財調査等への技術協力 

・ 所属職員の管理及び指揮・ 命令 

・ 各事業に関する 連絡・ 調整・ 進行管理及び庶務・

経理事務等 

 

なお、 調査予定面積の増加や減少等に伴い、 契約変

更が数回行われている 。  

 

 

イ  監査結果 

契約書の内容に沿って完了報告書、 実績報告書、 収支決算書が作成さ れ、 県教

育委員会に提出さ れている こ と を確認し た。  

収支決算書の前提と なる 、 上記業務ごと の決算額が取り ま と めら れた埋蔵文化

財調査委託に係る 決算額総括表を 閲覧し 、 業務ごと の科目明細と 一致する こ と を

確認する と と も に、 取引１ 件当たり の発生金額が比較的大き い７ 件について、 関

連書類を確認し た。（ 確認結果は以下のと おり 。）  
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     任意で抽出し 、 内容を確認し た７ 件の取引 

 

     １ 件目 

業務 科目 相手先 金額（ 税抜）  

県内遺跡分布調査 印刷製本費 
株式会社山川印刷

所 
508, 000 円 

確認し た書類及び検出事項 

仕様書、 参考見積書（ 令和 2 年度に同種業務で応札実績のある 2 者）、 設計書、

指名業者一覧表（ 令和 3 年度に実施し た同種業務において応札実績のある 業者

のう ち、 福島市内に営業所のある 7 者）、 見積書、 請書、 請求書、 振替伝票を閲

覧し た結果、 検出事項は発見さ れなかった。  

 

     ２ 件目 

業務 科目 相手先 金額（ 税抜）  

会津縦貫南道路遺

跡発掘調査 
委託料 有限会社佐藤土建 3, 890, 000 円 

確認し た書類及び検出事項 

仕様書、 参考見積書（ 令和 2 年度に同種業務で応札実績のある 2 者）、 設計書、

指名業者一覧表（ 令和 2 年度に下郷町で実施し た同種業務において応札実績の

ある 6 者）、 予定価格調書、 入札書、 入札結果表、 契約書、 請求書、 振替伝票を

閲覧し た結果、 検出事項は発見さ れなかった。  

 

     ３ 件目 

業務 科目 相手先 金額（ 税抜）  

中間貯蔵施設整備

事業遺跡発掘調査 
印刷製本費 

株式会社山川印刷

所 
8, 398, 000 円 

確認し た書類及び検出事項 

仕様書、 参考見積書（ 令和 3 年度に同種業務で応札実績のある 2 者）、 設計書、

指名業者一覧表（ 令和 3 年度に実施し た同種業務において応札実績のある 13

者）、 予定価格調書、 入札書、 入札結果報告書、 契約書、 請求書、 振替伝票を

閲覧し た結果、 検出事項は発見さ れなかった。  

 

     ４ 件目 

業務 科目 相手先 金額（ 税抜）  

県 道 広 野 小 高 線

（ 浪江工区） 整備

事業遺跡発掘調査 

印刷製本費 八幡印刷株式会社 8, 652, 000 円 

確認し た書類及び検出事項 

仕様書、 参考見積書（ 令和 3 年度に同種業務で応札実績のある 2 者）、 設計書、

指名業者一覧表（ 令和 3 年度に実施し た同種業務において応札実績のある 13

者）、 予定価格調書、 入札書、 入札結果報告書、 契約書、 請求書、 振替伝票を

閲覧し た結果、 検出事項は発見さ れなかった。  
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     ５ 件目 

業務 科目 相手先 金額（ 税抜）  

只見川流域（ 小和

瀬・ 麻生地区） 築

堤工事遺跡発掘調

査 

印刷製本費 
株式会社プロ セス

印刷 
2, 363, 000 円 

確認し た書類及び検出事項 

仕様書、 参考見積書（ 令和 3 年度に同種業務で応札実績のある 2 者）、 設計書、

指名業者一覧表（ 令和 3 年度に実施し た同種業務において応札実績のある 13

者）、 予定価格調書、 入札書、 入札結果報告書、 契約書、 請求書、 振替伝票を

閲覧し た結果、 検出事項は発見さ れなかった。  

 

     ６ 件目 

業務 科目 相手先 金額（ 税抜）  

国道 289 号（ 渡瀬

工 区 ） 整 備 事 業 

遺跡発掘調査 

印刷製本費 
株式会社ク サカ印

刷所 
1, 187, 000 円 

確認し た書類及び検出事項 

仕様書、 参考見積書（ 令和 2 年度に同種業務で応札実績のある 2 者）、 設計書、

指名業者一覧表（ 令和元年度に実施し た同種業務において応札実績のある 13

者）、 予定価格調書、 入札書、 入札結果報告書、 契約書、 請求書、 振替伝票を

閲覧し た結果、 検出事項は発見さ れなかった。  

 

     ７ 件目 

業務 科目 相手先 金額（ 税抜）  

国道 349 号（ 下関

工区） 整備事業遺

跡発掘調査委託料 

印刷製本費 
石井電算印刷株式

会社 
650, 000 円 

確認し た書類及び検出事項 

仕様書、 参考見積書（ 令和 3 年度に同種業務で応札実績のある 2 者）、 設計書、

指名業者一覧表（ 令和 3 年度に実施し た同種業務において応札実績のある 13

者）、 見積書( 13 者) 、 見積結果表、 請書、 請求書、 振替伝票を閲覧し た結果、

検出事項は発見さ れなかった。  

 

以上の結果、 契約において問題と なる 事項は検出さ れなかった。  
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３  委託契約に係る 事務について 

当財団の公益財団法人福島県文化振興財団経理規程（ 以下「 経理規程」 と いう 。）

では、 契約の締結について以下のと おり 定めら れている 。  

 

経理規程 

（ 指名競争入札）  

第 55 条 契約権者は、 購入、 製作、 売買、 賃貸借、 修繕、 委託その他の契約をする 場合に

は、 あら かじ め契約し よ う と する 事項の予定価格を定め、 指名競争に付さ なければなら な

い。  

２  契約は、 当該契約の目的に従い、 最高又は最低の価格によ る 者と 締結する も のと する 。

ただし 、 必要のある 場合には、 最低制限価格を設ける こ と ができ る 。  

３  指名競争入札の方法によ り 契約を締結し よ う と する と き は当該入札に参加する こ と が

でき る 資格を有する 者のう ちから 、 原則と し て５ 人以上の者を指名し なければなら ない。  

 

（ 随意契約）  

第 56 条 次の各号に掲げる 場合においては随意契約によ る こ と ができ る 。  

( 1)  契約の性質又は目的が、 競争入札に適さ ないと き  

( 2)  緊急の必要によ り 、 競争入札に付する こ と ができ ないと き  

( 3)  競争入札に付する こ と が不利と 認めら れる と き  

( 4)  時価に比し て著し く 有利な価格で契約を締結する こ と ができ る 見込みのある と き  

( 5)  競争入札に付し 入札者がないと き 、 又は再度の入札に付し 落札者がいないと き  

( 6)  １ 件の予定価格が 100 万円未満のと き  

２  前項の規定によ り 随意契約を締結し よ う と する 場合で、 １ 件の予定価格が 10 万円を超

える と き は、 原則と し て、 ２ 人以上から 見積書を徴し なければなら ない。  

 

（ 契約書の作成）  

第 57 条 契約権者は、 競争によ り 落札者を決定し たと き 、 又は随意契約の相手方を決定

し たと き は、 契約書を作成する も のと し 、 その契約書には、 次に掲げる 事項を記載し な

ければなら ない。 ただし 、 契約の性質又は目的によ り 該当のない事項については、 こ の

限り でない。  

( 1)  契約の目的 

( 2)  契約金額 

( 3)  履行期限 

( 4)  契約保証金に関する 事項 

( 5)  契約代金の支払時期及び方法 

( 6)  完了の確認又は検査及び引渡し の時期 
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( 7)  履行の変更、 中止， 遅滞その他の債務の不履行の場合における 遅滞利息、 違約金そ

の他の損害金に関する 事項 

( 8)  契約の目的物に瑕疵があった場合における 担保責任に関する 事項 

( 9)  契約に関する 紛争の解決方法 

( 10)  その他必要な事項 

 

（ 契約書の作成を省略する こ と ができ る 場合）  

第 58 条 前条の規定にかかわら ず、 次の各号に掲げる 場合には、 契約書の作成を省略す

る こ と ができ る 。  

( 1)  契約金類が 100 万円未満のも ので、 請書の提出があったと き  

( 2)  契約金額が 50 万円未満の場合において、 契約の履行が確実と 認めら れる と き  

( 3)  官公署と 契約する と き  

 

（ 完了の確認）  

第 58 条 職員は、 契約が満了し た際、 ま たは必要に応じ て、 完了の確認又は検査を行わ

なければなら ない。  

２  前項に定める 完了の確認又は検査は、 契約書、 仕様書、 設計書その他の関係書類と

照査し 、 終了後は確認書を作成し なければなら ない。 ただし 、 物品の受け渡し を伴う も

のについては、 検収を持って替える こ と ができ る 。  

 

委託契約の監査の実施に当たっては、 以下の事項を監査要点と し て、 ヒ アリ ング及

び諸資料を閲覧する こ と によ り 契約手続の確認を実施し た 

・  契約の方式及び相手方の選定方法は適正か。  

・  委託理由に合理性がある か。  

・  委託料の算定方法は適正か。  

・  委託契約は適法であり 、 支払いは正確か。  

・  委託成果品の検査及び委託契約の履行について適時、 適切に確かめら れている か。  

 

( 1)  前田遺跡掘上土砂運搬等業務委託 

ア 業務委託契約の概要 

契約方法 指名競争入札 

契約金額（ 税抜）  24, 600 千円 

予定価格（ 税抜）  24, 600 千円 

最低制限価格（ 税抜）  設定なし  

指名業者数 6 者（ う ち、 １ 者辞退）  

入札金額（ 税抜）  24, 600 千円～25, 840 千円 

単年度 or 複数年度 単年度契約 

契約先 株式会社遠藤工務所 
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契約年月日 令和 3 年 3 月 30 日 

契約期間 令和 3 年 4 月 1 日から 令和 3 年 12 月 31 日ま で 

業務概要 当財団は、 福島県教育委員会から 受託し た、 令和 3 年

度埋蔵文化財発掘調査業務委託契約に基づき 、 川俣町

において国道 114 号（ 山木屋１ 工区） 改良工事遺跡発

掘調査を 実施し ており 、 当該遺跡の発掘調査を開始す

る にあたり 、 必要と なる 掘削土砂の運搬作業等を民間

業者に委託し ている 。  

 

イ  監査結果 

指名競争入札の方式によ っており 、 予定価格の算定にあたっては、 複数業者か

ら 見積書を入手し 、 よ り 金額の低い見積書をも と に予定価格を定めている 。 ま た、

指名業者と し て６ 者を選定し ている が、 当該６ 者はいずれも 、 業務実施場所と な

る 川俣町において令和２ 年度に実施し た同種業務の応札実績のある 業者と なって

いる 。   

以上のと おり 、 契約方式や選定方法に問題点は見ら れなかった。  

当該業務は、 高度な専門的技術が必要な業務であり 、 当該業務を委託する こ と

には合理性が認めら れる 。  

複数業者から 入手し た見積書をも と に、 設計書や予定価格調書を作成し ている 。

見積書には内訳が記載さ れており 、 内容に不合理な点は見ら れなかった。  

発議書において決裁の後、 業務委託契約が締結さ れている 。 ま た、 支払につい

ては履行確認後に支払が行われており 、 問題点は見ら れなかった。  

作業完了報告書を閲覧し 、 委託契約の履行について、 適時適切に確かめら れて

いる こ と を確認し た。  

以上の結果、 契約において問題と なる 事項は検出さ れなかった。  

 

  ( 2)  丈六横穴墓群、 丈六古墳群発掘調査支援業務委託 

ア 業務委託契約の概要 

契約方法 指名競争入札 

契約金額（ 税抜）  25, 000 千円（ 契約当初）  

31, 662 千円（ 契約変更後）  

予定価格（ 税抜）  26, 170 千円 

最低制限価格（ 税抜）  20, 936 千円 

指名業者数 8 者 

入札金額（ 税抜）  25, 000 千円～45, 900 千円 

契約先 株式会社三協技術 

契約年月日 令和 3 年 8 月 30 日（ 当初契約）  

令和 3 年 11 月 8 日（ 変更契約）  

契約期間 令和 3 年 8 月 30 日から 令和 4 年 1 月 31 日まで 

（ 変更契約に伴う 契約期間の変更はない。）  

業務概要 当財団は、 福島県教育委員会から 受託し た、 令和 3 年
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度埋蔵文化財発掘調査業務委託契約に基づき 、 浪江町

において一般県道落合浪江線整備事業遺跡発掘調査を

実施し ており 、 掘削作業や測量作業等を 民間業者に委

託し ている 。 契約当初の指示面積は、 発掘調査が 450

㎡、 表土除去・ 遺構検出が 550 ㎡であったが、 令和３

年 10 月 15 日に福島県教育委員会よ り 、 表土除去・ 遺

構検出を行った 550 ㎡のう ち、 300 ㎡について遺構精査

の追加指示が出さ れたこ と に伴い、 上記のと おり 変更

契約を締結し ている 。  

   イ  監査結果 

指名競争入札の方式によ っており 、 予定価格の算定にあたっては、 複数業者か

ら 見積書を入手し 、 よ り 金額の低い見積書をも と に予定価格を定めている 。 ま た、

指名業者と し て８ 者を選定し ている が、 当該８ 者はいずれも 令和３ 年度に実施し

た同種業務の応札実績のある 業者と なっている 。 以上のと おり 、 契約方式や選定

方法に問題点は見ら れなかった。  

当該業務は、 高度な専門的技術が必要な業務であり 、 当該業務を委託する こ と

には合理性が認めら れる 。  

複数業者から 入手し た見積書をも と に、 設計書や予定価格調書を作成し ている 。

見積書には内訳が記載さ れており 、 内容に不合理な点は見ら れなかった。  

発議書において決裁の後、 業務委託契約が締結さ れている 。 ま た、 支払につい

ては履行確認後に支払が行われており 、 問題点は見ら れなかった。 ま た、 変更契

約についても 、 見積書の入手、 設計書の作成、 発議書によ る 決裁、 各仕様書の変

更、 変更契約の締結等、 当初契約同様の契約フロ ーと なっており 、 こ の点につい

ても 問題点は見ら れなかった。  

月次報告書、 作業完了報告書を 閲覧し 、 委託契約の履行について、 適時適切に

確かめら れている こ と を確認し た。  

以上の結果、 契約において問題と なる 事項は検出さ れなかった。  

 

( 3)  遺跡、 高津戸館跡発掘調査支援業務委託 

ア 業務委託契約の概要 

契約方法 指名競争入札 

契約金額（ 税抜）  52, 710 千円（ 契約当初）  

58, 042 千円（ 契約変更後）  

予定価格（ 税抜）  64, 835 千円 

最低制限価格（ 税抜）  51, 868 千円 

指名業者数 8 者 

入札金額（ 税抜）  52, 710 千円～93, 100 千円 

契約先 株式会社三協技術 

契約年月日 令和 3 年 4 月 22 日（ 当初契約）  

令和 3 年 6 月 9 日（ 変更契約）  

契約期間 令和 3 年 4 月 22 日から 令和 3 年 11 月 30 日ま で（ 契約
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当初）  

令和 3 年 4 月 22 日から 令和 3 年 12 月 17 日ま で（ 契約

変更後）  

業務概要 当財団は、 福島県教育委員会から 受託し た、 令和 3 年

度埋蔵文化財発掘調査業務委託契約に基づき 、 富岡町

において主要地方道小野富岡線（ 高津戸工区） 整備事

業遺跡発掘調査を 実施し ており 、 掘削・ 土砂運搬作業

や遺構検出作業等を 民間業者に委託し ている 。 契約当

初の指示面積は、 1, 700 ㎡であっ たが、 令和３ 年５ 月

14 日に福島県教育委員会よ り 、 発掘調査 400 ㎡の追加

指示が出さ れたこ と に伴い、 上記のと おり 変更契約を

締結し ている 。  

 

イ  監査結果 

指名競争入札の方式によ っており 、 予定価格の算定にあたっては、 複数業者か

ら 見積書を入手し 、 よ り 金額の低い見積書をも と に予定価格を定めている 。 ま た、

指名業者と し て８ 者を選定し ている が、 当該８ 者はいずれも 令和３ 年度に実施し

た同種業務の応札実績のある 業者と なっている 。 以上のと おり 、 契約方式や選定

方法に問題点は見ら れなかった。  

当該業務は、 高度な専門的技術が必要な業務であり 、 当該業務を委託する こ と

には合理性が認めら れる 。  

複数業者から 入手し た見積書をも と に、 設計書や予定価格調書を作成し ている 。

見積書には内訳が記載さ れており 、 内容に不合理な点は見ら れなかった。  

発議書において決裁の後、 業務委託契約が締結さ れている 。 ま た、 支払につい

ては履行確認後に支払が行われており 、 問題点は見ら れなかった。 ま た、 変更契

約についても 、 見積書の入手、 設計書の作成、 発議書によ る 決裁、 各仕様書の変

更、 変更契約の締結等、 当初契約同様の契約フロ ーと なっており 、 こ の点につい

ても 問題点は見ら れなかった。  

月次報告書、 作業完了報告書を 閲覧し 、 委託契約の履行について、 適時適切に

確かめら れている こ と を確認し た。  

以上の結果、 契約において問題と なる 事項は検出さ れなかった。  

 

( 4)  前田遺跡出土木質遺物保存処理業務委託 

ア 業務委託契約の概要 

契約方法 随意契約 

契約金額（ 税抜）  17, 710 千円 

契約先 公益財団法人元興寺文化財研究所 

契約年月日 令和 3 年 7 月 5 日 

契約期間 令和 3 年 7 月 5 日から 令和 4 年 11 月 30 日ま で 

業務概要 当財団は、 福島県教育委員会から 受託し た、 令和 3 年
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度埋蔵文化財発掘調査業務委託契約に基づき 、 川俣町

において国道 114 号（ 山木屋１ 工区） 改良工事遺跡発

掘調査を 実施し ており 、 出土し た木質遺物について劣

化を 抑制し 状態を 安定化さ せる ための保存処理を民間

業者に委託し ている 。 前田遺跡から 出土し た木胎漆器

を含む木質遺物は、 全国的に類例がなく 縄文時代中期

の木質遺物と し ての希少性や製作技術の高さ から 、 い

ずれも 貴重な資料であり 、 文化庁調査官から も 、 前田

遺跡の木質遺物の保存処理については、 国の重要文化

財に指定さ れる こ と を 視野に入れたう えでの保存処理

が不可欠であり 、 同様の遺物の処理実績がある 業者を

選定する 必要がある 旨の指導を受けている 。  

 

イ  監査結果 

経理規程第 56 条 1 項( 1) 「 契約の性質又は目的が、 競争入札に適さ ないと き 」

に基づき 、 随意契約と なっている 。 こ の点、 以上のと おり 、 出土し た木質遺物は

希少性が高く 、 同様の遺物の処理実績がある 業者が全国的に多く ないこ と を勘案

する と 、 当該条文に基づき 随意契約と する こ と は不合理ではない。 契約先につい

ても 、 北海道江別市美々8 遺跡出土木製品や石川県能登町真脇遺跡出土木製品等

の国指定重要文化財に指定さ れた遺物の保存処理を行った実績も 十分な業者を選

定し ている こ と から 、 相手方の選定方法にも 問題は見ら れない。  

当該業務は、 高度な専門的技術が必要な業務であり 、 当該業務を委託する こ と

には合理性が認めら れる 。  

経理規程第 56 条 2 項では、「 随意契約を締結し よ う と する 場合で、 １ 件の予定

価格が 10 万円を超える と き は、 原則と し て、 ２ 人以上から 見積書を徴し なければ

なら ない」 と さ れている が、 当委託契約においては、 見積書を１ 者から し か入手

し ていない。 し かし ながら 、 出土品の希少性の高さ を前提にし た場合に委託可能

な業者が全国的に少ないこ と 等を 勘案する と 、 見積書を１ 者から し か入手でき て

いないこ と はやむを得ないと 考えら れる 。 入手し た見積書をも と に、 設計書や予

定価格調書を作成し ている 。 見積書には内訳が記載さ れており 、 内容に不合理な

点は見ら れなかった。  

発議書において決裁の後、 業務委託契約が締結さ れている 。 ま た、 支払につい

ては第１ 回（ 令和４ 年３ 月 31 日期限） の保存処理報告書に基づき 、 履行確認後に

支払が行われており 、 問題点は見ら れなかった。  

保存処理報告書を閲覧し 、 委託契約の履行について、 適時適切に確かめら れて

いる こ と を確認し た。  

以上の結果、 契約において問題と なる 事項は検出さ れなかった。  
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( 5)  前田遺跡測量等業務委託 

ア 業務委託契約の概要 

契約方法 随意契約 

契約金額（ 税抜）  32, 000 千円 

契約先 株式会社シン技術コ ンサル福島営業所 

契約年月日 令和 3 年 4 月 12 日 

契約期間 令和 3 年 4 月 12 日から 令和 4 年 3 月 25 日まで 

業務概要 当財団は、 福島県教育委員会から 受託し た、 令和 3 年

度埋蔵文化財発掘調査業務委託契約に基づき 、 川俣町

において国道 114 号（ 山木屋１ 工区） 改良工事遺跡発

掘調査を 実施し ており 、 遺構等の記録にかかる 作業を

民間業者に委託し ている 。  

 

イ  監査結果 

経理規程第 56 条１ 項( 1) 「 契約の性質又は目的が、 競争入札に適さ ないと き 」

に基づき 、 随意契約と なっており 、 指名選考内申書においては、 業者選定理由に、

「 令和２ 年度に実施し た同業務において実績があり 、 測量作業の実施にあたって

前田遺跡における 遺構の特性を熟知し ている 。 ま た、 測量データ の合成作業にお

いても 、 測量データ 作成業者である ため、 迅速かつ確実な業務実施が見込ま れる

ため」 と 記載さ れている 。 当該業務は令和２ 年度から 令和３ 年度にかけて実施さ

れたも ので、 いずれも 単年度契約と なっており 、 令和２ 年度の同業務は指名競争

入札に付さ れており 、 同契約先が落札し ている 。 こ の点、 令和３ 年度についても

指名競争入札に付すか、 当初から 長期継続契約を締結する こ と が考えら れる が、

担当者にヒ アリ ングし た結果、 前田遺跡の場合、 遺構が密集し ており 、 複数の遺

構面が確認さ れたこ と 等をはじ めと し た遺跡の特異性から 、 令和３ 年度において

も 同一業者に委託する 方が効果的かつ効率的であったと の回答を得た。 当該回答

にある と おり 、 発掘作業開始前に地下の遺構がど のよ う な形状である か把握する

こ と は困難であり 、 発掘作業開始後に判明し た新たな事実をも と に、 指名競争入

札を実施し ないこ と は起こ り 得る こ と ではある も のの、 当初から そう し た事態を

想定し て長期継続契約を締結する こ と は可能と 思われる 。 し かし ながら 、 当委託

契約の支払原資と なる 受託側の契約（ 令和 3 年度埋蔵文化財発掘調査業務委託契

約） が単年度契約と なっている こ と を勘案する と 、 委託側の契約のみを長期継続

契約と する こ と は難し く 、 随意契約と なったこ と は致し 方ないと 考えら れる 。  

当該業務は、 高度な専門的技術が必要な業務であり 、 当該業務を委託する こ と

には合理性が認めら れる 。  

経理規程第 56 条２ 項では、「 随意契約を締結し よ う と する 場合で、 1 件の予定

価格が 10 万円を超える と き は、 原則と し て、 ２ 人以上から 見積書を徴し なければ

なら ない」 と さ れている が、 当委託契約においては、 見積書を１ 者から し か入手
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し ていない。 し かし ながら 、 上述の経緯を勘案する と 、 見積書を１ 者から し か入

手でき ていないこ と はやむを得ないと 考えら れる 。 入手し た見積書をも と に、 設

計書や予定価格調書を作成し ている 。 見積書には内訳が記載さ れており 、 内容に

不合理な点は見ら れなかった。  

発議書において決裁の後、 業務委託契約が締結さ れている 。 ま た、 支払につい

ては履行確認後に支払が行われており 、 問題点は見ら れなかった。  

月次報告書、 作業完了報告書を 閲覧し 、 委託契約の履行について、 適時適切に

確かめら れている こ と を確認し た。  

以上の結果、 契約において問題と なる 事項は検出さ れなかった。  
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第３  財務等について 

１  経理規程等概要 

当財団では、 経理規程に基づいた会計処理を行い、 決算書類を 作成し ている 。 財務等

に関する 経理規程に主な内容は以下のと おり である 。   

 

以下、 経理規程よ り 一部抜粋 

（ 会計処理の基準）  

第３ 条 財団の会計処理の事務については、 公益法人会計基準（ 内閣府公益認定等委員

会） に準拠する と と も に、 法令及び定款に定めのある 場合のほか、 こ の規程の定める と

こ ろによ る 。  

 

（ 会計区分）  

第４ 条 財団の会計は、 公益目的事業会計、 収益事業等会計及び法人会計に区分し て経

理し なければなら ない。  

 

（ 決算書類の作成）  

第 68 条 理事長は、 毎事業年度終了後、 当該事業年度末における 次の計算書類等を５ 月

20 日ま でに作成し なければなら ない。  

( 1)  事業報告書 

( 2)  正味財産増減計算書 

( 3)  貸借対照表 

( 4)  財産目録 

( 5)  その他必要によ り 公益法人会計基準の定める 書類 

２  計算書類の様式は公益法人会計基準の定める と こ ろによ る 。  

 

( 補則)  

第 75 条 こ の規程に定める も ののほか、 こ の規程の実施に関し て必要な事項は理事長が

別に定める 。  

 

第 75 条に関し て公益財団法人福島県文化振興財団契約事務取扱要綱、 公益財団法人福島

県文化振興財団物品管理要綱等を別に定めている 。  

 

( 1)  監査手続 

会計処理等が適正に行われている か検証する ために、 以下の監査手続を実施し た。  

ア 定款その他の各種規程を閲覧 

イ  会計帳簿、 決算書及びその根拠資料の閲覧 
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ウ  当財団の担当者に対する ヒ アリ ング 

 

( 2)  監査結果 

ア 繰延税金資産について【 意見】  

当財団では令和３ 年度の計算書類の貸借対照表に流動資産及び固定資産にそれ

ぞれ賞与引当金、 退職給付引当金に 係る 将来減算一時差異 1, 784, 642 円、

28, 213, 254 円を繰延税金資産と し て計上し ている 。 繰延税金資産を計上する 場合、

その回収可能性を 判断する ために、「 収益力に基づく 一時差異等加減算前課税所

得」、「 タ ッ ク ス ・ プラ ンニングに基づく 一時差異等加減算前課税所得」、「 将来加

算一時差異に基づいて将来の税金負担額を軽減する 効果を有し ている かどう か」

を判断する 必要がある 。 し かし 、 当財団ではこ れら に関する 検討を行っていない。

繰延税金資産を計上する にあたっ ては、 繰延税金資産の回収可能性について検討

する べき である 。  

ま た、「 公益法人会計基準に関する 実務指針 Ⅱ． Ｑ ＆Ａ  10.  税効果会計 ( 3)  

税効果会計を適用する 場合の法人税等に関する 財務諸表の表示 Q56」 には、 貸借

対照表において繰延税金資産はその他固定資産の区分に表示する 旨が記載さ れて

いる 。 当財団では繰延税金資産が、 貸借対照表の流動資産と 固定資産にそれぞれ

計上さ れている が、 固定資産のその他固定資産に一括し て表示する べき である 。  

 

イ  リ ース の会計処理について【 意見】  

当財団では、 令和３ 年 12 月 14 日に下記の契約を締結し SOMAシス テム等賃貸借

に関し て通常の賃貸借取引に係る 方法に準じ て会計処理を行っている 。  

 

 

 

 

 

別表１  

項目 月額 支払総額 

SOMAシス テム等の賃貸借 

（ 36 か月）  

489, 500 円 

（ う ち消費税 44, 500 円）  

17, 622, 000 円 

（ う ち消費税 1, 602, 000 円）  

 

別表２  

項目 １ 点当たり の単価 

画像作成業務 立ち土器 

Phot o PEAKI T 15, 840 円（ う ち消費税 1, 440 円）  

マス ク 処理 1, 320 円（ う ち消費税  120 円）  

上面図 6, 600 円（ う ち消費税   600 円）  

底面図 6, 600 円（ う ち消費税   600 円）  

NO.  契約事項 内容 

１  業務名称 前田遺跡遺物画像作成等業務委託 

２  契約金額 別表１ 及び別表２ のと おり  

３  契約期間  契約日から 令和７ 年３ 月 31 日ま で 

４  契約保証額 免除 
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破片資料 SOMA PEAKI T 2, 640 円（ う ち消費税   240 円）  

 

当該 SOMAシス テムに関し て賃借料の支払いを通常の賃貸借取引に係る 方法に準

じ て会計処理し ている 。 なお、 当時指導を受けていた会計事務所に相談し て通常

の賃貸借取引に係る 方法に準じ て会計処理をし たと のこ と である 。  

当該シス テムは、 当該物件を現金で購入する も のと 仮定し た場合の合理的見積

金額は税抜 16, 000 千円である 。 リ ース 取引に関する 会計基準の適用指針には、 フ

ァ イ ナンス ・ リ ース 取引に該当する かど う かについて、 解約不能のリ ース 期間中

のリ ース 料総額の現在価値が、 当該リ ース 物件を借手が現金で購入する も のと 仮

定し た場合の合理的見積金額の概ね 90％以上であればファ イ ナンス ・ リ ース 取引

に該当する 旨の記載がある 。 リ ース 取引に関する 会計基準の適用指針には、 現在

価値に割戻す割引率に関し ては追加借入に適用さ れる と 合理的に見積も ら れる 利

率である 旨が記載さ れており 、 当財団は借入金がないため単純には割引率を見積

も る こ と はでき ないが、 福島県の他の外郭団体の借入金の利息を 参考にする と

２ ％以下である と 思われる 。 リ ース 料 445 千円、 リ ース 期間 36 か月、 割引率２ ％

で現在価値を計算し た場合にはリ ース 開始時の割引現在価値は 15, 536 千円であり 、

フ ァ イ ナンス ・ リ ース 取引に該当する 。 そのため、 通常の賃貸借取引に係る 方法

に準じ て会計処理を行う のではなく 、 通常の売買取引に係る 方法に準じ て会計処

理を行う 必要がある 。  

なお、 公益法人会計基準には、 フ ァ イ ナンス ・ リ ース 取引について、 取得し た

リ ース 物件の価額に重要性が乏し い場合、 通常の賃貸借取引に係る 方法に準じ て

会計処理を行う こ と ができ る 旨の記載がある 。 リ ース 取引に関する 会計基準の適

用指針には、 通常の賃貸借取引に係る 方法に準じ て会計処理を行う こ と ができ る

のはリ ース 料総額が 300 万円以下のリ ース 取引と し ており 、 リ ース 料総額の金額

的重要性を判断する にあたり 300 万円が一定の基準と なる 。 契約金額の支払総額

が 17, 622 千円の当該リ ース 取引に関し てはリ ース 物件の価額の重要性が乏し いと

はいえず、 通常の売買取引に係る 方法に準じ て会計処理を行う べき である 。  

 

ウ  事業収入に関する 各事業への配賦に関し て【 意見】  

令和３ 年度の正味財産増減計算書内訳表の法人会計に関し て 、 事業収入が

85, 500 千円配分さ れ、 その結果、 法人会計の税引前当期一般正味財産増減額が

44, 596 千円、 つま り 法人会計が黒字と なっている 。 なお、 令和元年度の法人会計

の税引前当期一般正味財産増減額は 27, 352 千円、 令和２ 年度の法人会計の税引前

当期一般正味財産増減額は 45, 564 千円であり 、 恒常的に法人会計で多額の黒字

が発生し ている と 言える 。 将来において管理部門の設備投資が予定さ れている 場

合など 管理部門強化のために財源が必要な場合には、 合理的な計画のも と に、 必
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要な範囲内で法人会計を黒字と する こ と はあり 得る が、 当財団においては、 こ の

よ う なケース には該当し ない。 公益法人制度等に関する よ く ある 質問（ FAQ） 問

Ⅴ－８ －①（ 法人会計の黒字） に記載のある と おり 合理的な理由がないにも 関わ

ら ず、 法人会計に多額の黒字が恒常的に発生する よ う な状態は、 適切ではないと

考えら れる 。  

当財団の担当者から のヒ アリ ングによ る と 、 当財団では令和２ 年度において退

職給付引当金と 退職給付引当資産の金額が一致し ておら ず、 退職給付引当資産の

積み立て不足額を解消する ために、 法人会計に事業収益を優先的に配賦し たと の

こ と である 。 令和３ 年度の正味財産増減計算書内訳表の各事業で最も 利益が大き

い事業が法人会計であり 、 正味財産増減計算書内訳表が各事業の業績を適切に反

映し ている と は言えない。 令和３ 年度の貸借対照表では退職給付引当金と 特定資

産の退職給付引当普通預金が一致し 、 退職給付引当資産の積み立て不足が解消さ

れた。 以後、 事業収入は法人会計に優先的に配賦する のではなく 、 各事業へ合理

的な配賦基準に基づき 配賦する べき である 。  

 

エ 福島県に寄付し た設備の会計処理に関し て【 意見】  

 当財団は令和３ 年度に文化センタ ー利用者の利便性を 向上さ せる ために福島県文

化センタ ーの Wi -Fi 他配線及び LAN専用配線工事を発注し 、 1, 672 千円（ 税込） を支

払った。 工事完了後、 令和４ 年３ 月 30 日に当該設備一式を福島県に寄付し た。 当財

団は当該一連の取引に関し て、 修繕費 1, 672 千円（ 税込） と し て会計処理を行った。

当該一連の取引は固定資産の取得と 固定資産の寄付であり 、 修繕費と し て会計処理

する のは適切ではない。 固定資産の取得と 寄付金と し て会計処理する べき である 。  

 

２  資産等の管理について 

( 1)  管理規程等 

当財団では経理規程及び公益財団法人福島県文化振興財団物品管理要綱（ 以下

「 物品管理要綱」 と いう 。） に基づいた資産等の管理を 行っ ている 。 資産等の管理

に関する 経理規程及び物品管理要綱の主な内容は以下のと おり である 。  

 

以下、 経理規程よ り 一部抜粋 

（ 現金の管理）  

第 27 条 出納役は、 現金のすべてを取引金融機関に預け入れなければなら ない。  

２  常用の経費で、 現金の支払を必要と する も のについては、 前項の規定にかかわら ず、

理事長の定める 額を限度と し て、 理事長が指定する 職員に現金を保管さ せ、 支払にあて

さ せる こ と ができ る 。  
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（ 金銭等の保管）  

第 28 条 有価証券、 預金証書、 金銭領収書、 小切手帳及びその他金銭に類する 重要物件

については、 出納役又出納員の責任において厳重に管理し 、 所定の金庫に保管する と と

も に必要に応じ て取引金融機関の保護預り をし なければなら ない。  

 

（ 金銭の残高、 照合）  

第 29 条 現金は毎日出納閉鎖後、 残高を関係帳簿と 照合し 、 預貯金は毎月末日の残高を

銀行帳簿と 照合し て、 その正確を期さ なければなら ない。 ま た、 その他のも のについて

は適宜又は必要に応じ て残高を関係帳簿、 現物、 預り 証等と 照合し その実在を確認し 正

確を期さ なければなら ない。  

 

（ 固定資産の定義）  

第 45 条 固定資産と は財団が有する 資産のう ち流動資産、 繰延資産以外の資産で１ 年を

超えて有する 資産をいい、 耐用年数１ 年以上、 取得価額 10 万円以上の有形固定資産及び

その他の固定資産と し て無形固定資産、 投資等の資産をいう 。 なお、 固定資産の計上区

分は会計基準に準拠する 。  

 

( 登記、 担保、 保険等)  

第 49 条 不動産登記を必要と する 固定資産については、 取得後遅滞なく 登記を行い、 火

災等の損害を受ける 恐れのある 固定資産については、 適正な価格の損害保険を付さ なけ

ればなら ない。  

 

（ 減価償却）  

第 50 条 固定資産の減価償却については、 関係法令に定める 耐用年数、 償却率によ って

毎会計年度末に実施する こ と と し 、 その方法は定額法によ る も のと する 。  

 

（ 固定資産の管理）  

第 51 条 固定資産の管理は理事長が統括し 、 その管理責任者は、 事務局長を充てる 。  

２ ． 基本財産に属する 固定資産の管理については、 定款第６ 条の規定によ る 。  

３ ． 固定資産の管理責任者は、 固定資産台帳を設け、 固定資産の種類、 名称、 所在地、

数量、 取得価格、 減価償却額、 簿価等の記録を行い、 固定資産の保全状況及び移動につ

いて管理の万全を期さ なければなら ない、  

 

（ 固定資産台帳と 現物の突合）  

第 53 条 固定資産の管理責任者は、 固定資産の管理にあたり 、 常に良好な状態である こ

と に留意し 、 毎会計年度１ 回以上固定資産台帳と 現物を照合し 、 その実在を確かめなけ
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ればなら ない。  

 

（ 物品の範囲）  

第 60 条 物品は、 備品及び消耗品等に分類する 。  

２  備品は、 耐用年数１ 年以上で、 かつ取得価格 10 万円以上のも のと し 、 器具備品及び車

両運搬具に区分する 。  

３  消耗品等は、 備品以外のも のと する 。  

 

以下、 物品管理要綱よ り 一部抜粋 

（ 備品等の標示）  

第７ 条 備品等（ 備品及び消耗什器） には、 整理番号、 分類、 品名、 取得価額、 取得年

月日等の標示を付し て管理し なければなら ない。 ただし 、 標示する こ と が適当でない備

品等については、 こ の限り でない。  

 

 

( 1)  監査手続 

合規制の観点から 現金管理、 備品管理、 固定資産管理について関連する 規程等を

閲覧し 、 規程に則った管理を実施し ている かについて当財団の担当者から のヒ アリ

ング及び現場視察によ り 検証し た。  

 

( 2)  監査結果 

ア 現金預金の管理について 

普通預金及び定期預金について、 令和４ 年３ 月 31 日の残高について、 残高内訳

の各残高と 残高証明書と の突合を 行った結果、 一致し ており 、 問題と なる 事項は

認めら れなかった。 現金について、 現金有高確認簿を毎日作成し ており 、 令和４

年３ 月 31 日の残高について、 現金有高確認簿と 一致し ている こ と を確認し た。  

  

イ  固定資産管理について 

固定資産の実在性、 使用管理状況を確かめる ため、 現地調査当日確認可能なも

のの現物実査を行った。 結果は以下のと おり である 。  

 

什器備品 

№ 資産名 取得年月日 取得価額

( 円)  

摘要 結果 

１  ｲﾝﾀ ﾈーｯﾄｾｷｭﾘﾃｨ機器( UTM)  H29/3/15 675, 000 文化ｾﾝﾀ 設ー置 問題なし  

２  ﾈｯﾄﾜー ｸｻー ﾊ゙  ー H29/12/22 2, 465, 748 文化ｾﾝﾀ 設ー置 問題なし  

３  会計用ﾈｯﾄﾜー ｸｻー ﾊ゙  ー H27/2/24 1, 617, 840 文化ｾﾝﾀ 設ー置 問題なし  
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４  据え 置き 型電話器及び主装置

等 

H29/12/31 1, 375, 920 山下分庁舎設

置 

注１  

５  ﾉ ﾄーﾊ゚ ｿｺﾝ１  H30/4/16 140, 103 山下分庁舎設

置 

注１  

６  ﾉ ﾄーﾊ゚ ｿｺﾝ2 H30/4/16 140, 103 山下分庁舎設

置 

注１  

７  ﾉ ﾄーﾊ゚ ｿｺﾝ3 H30/4/16 140, 103 山下分庁舎設

置 

注１  

８  大判ﾌ゚ ﾘﾝﾀ  ー R1/9/26 443, 880 文化ｾﾝﾀ 設ー置 問題なし  

９  ﾃ゙ ｽｸﾄｯﾌ゚ PC 03 R1/9/27 116, 748 山下分庁舎設

置 

注１  

10 ﾃ゙ ｽｸﾄｯﾌ゚ PC 04 R1/9/27 116, 748 山下分庁舎設

置 

注１  

11 ﾃ゙ ｽｸﾄｯﾌ゚ PC 05 R1/9/27 116, 748 山下分庁舎設

置 

注１  

12 ﾃ゙ ｽｸﾄｯﾌ゚ PC 06 R1/9/27 116, 748 山下分庁舎設

置 

注１  

13 ﾃ゙ ｽｸﾄｯﾌ゚ PC 07 R1/9/27 116, 748 山下分庁舎設

置 

注１  

14 ﾃ゙ ｽｸﾄｯﾌ゚ PC 08 R1/9/27 116, 748 山下分庁舎設

置 

注１  

15 ﾃ゙ ｽｸﾄｯﾌ゚ PC 09 R1/9/27 116, 748 山下分庁舎設

置 

注１  

16 ﾉ ﾄー PC04 R1/9/27 105, 948 山下分庁舎設

置 

注１  

17 ﾉ ﾄー PC05 R1/9/27 105, 948 山下分庁舎設

置 

注１  

18 ﾉ ﾄー PC06 R1/9/27 105, 948 山下分庁舎設

置 

注１  

19 ﾉ ﾄー PC07 R1/9/27 105, 948 山下分庁舎設

置 

注１  

20 ﾈｯﾄﾜー ｸ HDD R1/12/11 286, 880 山下分庁舎設

置 

注１  

21 ｻー ﾏﾙｶﾒﾗ R2/5/20 217, 800 文化ｾﾝﾀ 設ー置 問題なし  

22 ﾉ ﾄー PC01 R3/4/2 171, 259 文化ｾﾝﾀ 設ー置 問題なし  

23 ﾉ ﾄー PC03 R3/4/2 171, 259 山下分庁舎設

置 

注１  

24 非接触式体温検知器( ﾃ゙ ｨｽﾌ゚ ﾚｲ

一体型) 1 

R3/6/25 302, 500 文化ｾﾝﾀ 設ー置 問題なし  

25 非接触式体温検知器( ﾃ゙ ｨｽﾌ゚ ﾚｲ

一体型) 2 

R3/6/25 302, 500 文化ｾﾝﾀ 設ー置 問題なし  

26 ｶﾒﾗ撮影照明ｾｯﾄ R4/2/17 528, 000 山下分庁舎設

置 

注１  

27 ﾊー ﾄﾞ ﾃ゙ ｨｽｸ一式 R4/2/17 229, 680 山下分庁舎設

置 

注１  

28 一眼ｶﾒﾗ R4/3/18 635, 800 山下分庁舎設

置 

注１ 、 注２  
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29 AED R4/3/30 1, 023, 000 山下分庁舎設

置 

注１ 、 注２  

注１ ： 下記 「 ウ  固定資産の管理について【 指摘】」 を参照 

注２ ： 下記 「 エ 固定資産台帳の記載内容について【 意見】」 を参照 

 

ウ  固定資産の管理について【 指摘】  

固定資産の現物実査を行ったと こ ろ、 上記注１ の固定資産に関し て資産コ ード

等の記載事項が印字さ れたシールが貼ら れておら ず、 固定資産台帳と 現物の対応

関係が明確ではない。 なお、 物品管理要綱第７ 条には「 備品等には、 整理番号、

分類、 品名、 取得価額、 取得年月日等の標示を付し て管理し なければなら ない」

旨が記載さ れている 。 特にパソ コ ンは個人情報等を含めた機密情報が含ま れてい

る 場合も ある ため、 その管理は慎重に行う 必要がある 。 固定資産に資産コ ード 等

を印字し たシールを貼る 等によ り 、 固定資産台帳と 現物の対応関係を明確にし て

固定資産管理を行う べき である 。  

 

エ 固定資産台帳の内容について【 意見】  

固定資産台帳に、 資産名： 一眼カ メ ラ  取得年月日： R4/3/18、 取得価額：

635, 800 円と 記載がある が、 当該資産は一眼カメ ラ を２ 台購入し た合計額を取得

価額に記載し ている 。 他の固定資産台帳の複数台同じ 備品を購入し たも のと 同様

に資産名を それぞれ、 一眼カ メ ラ １ 、 一眼カ メ ラ ２ と し 取得価額を それぞれ

317, 900 円と する べき である 。 ま た、 資産名： AED 取得年月日： R4/3/30、 取得価

額： 1, 023, 000 円と 記載がある が、 当該資産は AED３ 台購入し た合計額を取得価額

に記載し ている 。 他の固定資産台帳の複数台同じ 備品を購入し たも のと 同様に資

産名をそれぞれ、 AED１ 、 AED２ 、 AED３ と し 、 取得価額をそれぞれ 341, 000 円と す

る べき である 。  

 

オ 固定資産台帳の所在地に関し て【 意見】  

経理規程第 51 条には、 固定資産台帳には固定資産の種類、 名称、 所在地、 数量、

取得価格、 減価償却額、 簿価等の記録を行う 旨の記載があり 、 当財団が作成し た

固定資産台帳に所在地が記載さ れている 。 そのう ち所在地に山下分庁舎設置と 記

載さ れている 固定資産に関し て、 山下分庁舎は２ 階建ての建物が３ 棟あり 、 山下

分庁舎設置と だけ記載さ れていても 山下分庁舎のど こ にある のかを調べる のは容

易ではなく 、 さ ら に「 上記ウ  固定資産の管理について【 指摘】」  に記載し たこ

と と 関連する が、 資産コ ード を印字し たシールが貼ら れていない場合には管理す

る のが難し いと 思われる 。 固定資産台帳の所在地に関し て、 どの建物の何階にあ

る のかと いったよ り 詳細な情報を記載する べき である 。  
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カ 固定資産の火災保険について【 指摘】  

経理規程第 49 条には、 火災等の損害を受ける 恐れのある 固定資産については、

適正な価格の損害保険を付さ なければなら ない旨の記載がある 。 し かし 、 当財団

では所有する 固定資産には損害保険を付し ていない。 建物の所有者と 物品の所有

者が同一であれば、 建物の火災保険に特約を付し て備品等を当該保険に含める こ

と が考えら れる が、 建物に関し ては福島県が所有し ている ため、 当財団が所有し

ている 固定資産は当財団が独自に損害保険を付す必要がある 。  

 

キ 固定資産の減価償却方法について【 指摘】  

経理規程第 50 条には、 固定資産の減価償却については、 関係省令に定める 耐用

年数、 償却率によ って毎会計年度末に実施する こ と と し 、 その方法が定額法によ

る も のと する 旨の記載があり 、 当財団では当該規程に基づき 什器備品を定額法で

減価償却を行っている 。 し かし 、 什器備品の法定償却方法は定率法であり 、 法定

償却方法と 異なる 方法で減価償却を行う 場合は税務署に減価償却資産の償却方法

の届出書を提出する 必要がある 。 し かし 、 当財団では減価償却資産の償却方法の

届出書を 提出し ていない。 経理規程が法定償却方法と 同じ である か確認し 、 それ

ぞれの償却方法が異なる 場合には税務署に償却資産の減価償却方法の届出書の提

出が必要と なる こ と を認識し ておく べき である 。  
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Ⅶ 運営上の課題 

今回の監査では、 一般財団法人ふく し ま 医療機器産業推進機構、 公益社団法人ふく し

ま 緑の森づく り 公社、 公益財団法人福島県文化振興財団の３ 団体を監査対象と し たが、

監査上検出し た財務上重要と 思われる 県と 各団体の関わり に係る 課題について記載する 。  

 

１  一般財団法人ふく し ま 医療機器産業推進機構の補助金及び今後について【 意見】  

令和３ 年度の当機構への県補助金は 78, 157 千円、 県受託金 804, 851 千円でこ れら の

合計 883, 008 千円は経常収益 1, 053, 073 千円の約８ 割に相当する 。 その結果、 税引前

当期一般正味財産増減額は 106, 578 千円の黒字で、 こ れに対する 法人税、 住民税及び

事業税は 43, 945 千円で、 う ち法人税 27, 525 千円、 地方法人税 2, 835 千円が国へ支払

われた。 県補助金や県受託金が外郭団体を通じ 法人税等と し て国に支払われる のは県

民目線から 違和感を持つと 言わざる を得ない。  

特に、 当機構は福島県医療機器産業推進事業費補助金 57, 310 千円を受け取っている

が、 そも そも 、 管理部門の事務等経費（ 一般管理費） は本来、 事業収入や委託料等で

賄われる べき も のである 。 県が委託費を算定する 際に一般管理費を考慮し ている のは

そのためである 。 当機構の運営上、 補助金の交付はやむを得ないと 判断する 場合であ

っても 、 実績報告に係る 書類を十分確認のう え、 その額は経常支出を事業収入や委託

料等で賄いき れない最小限に留める べき である と 考える 。  

ま た、 当機構は、 段階的に人的側面、 金銭的側面での自立的な運営が可能と なる こ

と を目指し て公益法人ではなく 、 一般財団法人と し て設立さ れている が、 現状、 福島

県医療機器産業推進事業費補助金と し て医療機器に関する 安全性評価と 事業化支援並

びに医療機器に関する 医療従事者等への研修等を行う 場合に要する 経費と し て、「 公

租公課」「 渉外費」「 減価償却費」 以外の管理部門における 人件費や外注費の他、 機構

の運営に必要な経費を補助対象経費と し ており 、 上に記載し たと おり 令和３ 年度にお

いて福島県は当機構に当該補助金 57, 310 千円を交付し ている 。 短期的な見通し は難し

く 、 当該補助金を減ら し ていく 具体的な計画はないと のこ と である 。  

当機構は競業する 民間企業がある 中で、 平成 25 年に県によ り 設立さ れ、 コ ロ ナ禍等

を経て、 設立から ９ 年が経過し ている 。 今後期限を区切り 、 人的側面、 金銭的側面で

の自立的な運営が可能である かを判断し 、 公益法人への移行等、 組織改革を実施する

必要がある と 考える 。 さ ら に、 場合によ っては今後の方向性を 抜本的に再検討する こ

と も 必要である 。  

 

２  一般財団法人ふく し ま 医療機器産業推進機構の管理業務委託料の精算について【 意見】  

当機構の令和３ 年度の指定管理事業の事業収益は 150, 825 千円（ 対計画▲76, 615 千

円、 達成率 66. 3％）、 人件費は 227, 752 千円（ 対計画▲62, 632 千円） と なっている 。  

事業収益の減少は、 令和４ 年度公社等点検評価表の〔 一次点検評価： 公社等の自己
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点検〕 によ れば、「 緊急事態宣言によ り 生物試験での県外企業の往来ができ ず試験数

が大幅に減少」 し たこ と で生物試験の料金収入が 61, 199千円（ 対計画▲66, 801 千円、

達成率 47. 8％） と なったこ と が主な理由である 。  

人件費の減少に関し ては、 公社等点検評価表の〔 一次点検評価： 公社等の自己点

検〕 の経費削減の取組には記載がなかったため、 当機構担当者に質問し たと こ ろ「 採

用を計画し ていた人員を確保でき なかったこ と 、 病欠者が発生し たこ と 、 収益部門の

稼働が低調と なったこ と 」 が主な要因と のこ と である 。  

県は、 センタ ーの指定管理者である 当機構に対し て管理業務委託料（ 指定管理料）   

を支払っており 、 令和３ 年度の管理業務委託料は 527, 071 千円である 。 管理業務委託

料については、 基本協定書に以下の記載がある 。  

 

基本協定書 

（ 費用の支払い）  

第６ 条 甲（ 福島県） は、 乙（ 機構） に対し て管理業務に係る 費用を支払う も のと す

る 。  

２  指定期間における 前項の管理業務に係る 費用の総額は、 2, 368, 836 千円（ 消費税及

び地方消費税を含む。 ） を上限と する 。  

３  各年度の管理業務に係る 費用の額は、 別途年度協定によ り 定める も のと する 。  

（ 費用の精算）  

第９ 条 第６ 条第３ 項によ り 定めた管理業務に係る 費用の額は、 当該年度における 管理

運営に要し た費用及び利用料金その他の収入に増減があった場合にも 増額又は減額し な

いも のと する 。 ただし 、 乙の経営努力によ る と 認めら れない人件費の減額については、

当該年度終了後、 過剰な金額を管理業務に係る 費用の額から 減額する も のと する 。  

 

当初計画し ていた人員を確保でき ないなかで、 当機構の職員が努力と 工夫を重ねた

こ と で人件費が減少し たこ と は事実であろう が、 緊急事態宣言によ って収益部門の稼

働が計画を大き く 下回ったこ と も 人件費減少の大き な要因であろう 。  

基本協定書第９ 条第１ 項ただし 書によ れば「 乙（ 機構） の経営努力によ る と 認めら

れない人件費の減額については、 当該年度終了後、 過剰な金額を管理業務に係る 費用

の額から 減額する も のと する 」 と さ れている 。  

当機構の経営努力によ って人件費が減少し た部分がある こ と は否定し ないが、 仕事

が減ったこ と によ る 人件費の減少も 含ま れており 、 すべてが経営努力によ る も のと は

言えないであろう 。  

し かし 、 令和３ 年度はすべて経営努力によ る も のと 認めら れて減額は行われていな

い。 基本協定書第９ 条第１ 項ただし 書の判定について、 今一度検討する 必要がある と

考える 。  

 

３  公益社団法人ふく し ま 緑の森づく り 公社の借入について【 意見】  

Ⅴにも 記載し ている が、 公益社団法人ふく し ま 緑の森づく り 公社は、 令和４ 年３ 月
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末現在、 政策金融公庫に対する 借入残高が 13, 963, 210 千円ほどあり 、 当該借入れから

の利息を含め借入利息を 240, 850 千円ほど支払っている 。 一方、 県から の借入れも 行

っており 、 こ の借入は無利息である 。 県から の借入れについては、 ふく し ま 緑の森づ

く り 公社事業資金貸付要綱に基づいている が、 その要綱上、 借入れの増額について、

特段、 制限する 条項はない。 こ のため、 当公社は、 県から の追加の借入れを原資と し

て、 政策金融公庫への借入金を返済し ていけば、 利息の支払いを減ら すこ と ができ る 。  

森林資産の回収期間が長期になる こ と から 、 借入金が多額になる こ と は致し 方ない

こ と ではある 。 し かし 、 事業開始当初と 比較する と 木材価格は著し く 下落し ており 、

投資資金をすべて回収する こ と は厳し い状況である と 言わざる を得ない。  

県は政策金融公庫から の借入に対し 損失補償をし ており 、 借入の返済資源が得ら れ

ない場合は県が負担する こ と になる 。 ま た、 現実と し て当公社の支払利息はすべて県

が補助金で負担し ている 。 こ れま でも 県は公社に対し て財務的な支援をし てき ている

が、 今後は、 支払利息を少し でも 減ら すべく 、 県及び当公社が一体と なって利息の縮

減のための交渉（ 県への借換を前提と し た任意の繰上償還等） を政策金融公庫と 行っ

ていく こ と も 必要になってく る と 考える 。  

 

 ４  公益財団法人福島県文化振興財団に関し て「 と う ほう みんなの文化センタ ー」 の大

ホールが長期使用不能である 状況について【 意見】  

公益財団法人福島県文化振興財団の主な業務である 指定管理の対象と なる 「 と う ほ

う みんなの文化センタ ー」 では令和４ 年３ 月 16 日の地震の影響によ り 大ホールの使用

ができ ない状況が続いている 。 こ れに関し て県では修繕等の計画を策定中であり 、 使

用再開の時期も 明ら かになっ ていないため、 当財団も 事業計画が立てら れていない。

事業計画作成は当財団にと っ ても 財務上重要なも のであり 、 将来の収益計画が立てら

れない事業と いう 意味では他の民間業者であれば当該指定管理から 撤退も 考えら れる

状況である 。 県は当施設の使用開始予定時期等を早期に指定管理者である 当財団へ示

す必要がある 。 ただし 、 通常であれば修繕計画と なる と こ ろである が、「 と う ほう みん

なの文化センタ ー」 は昭和 45 年に建築さ れ、 建築から 50 年以上が経過し ており 、 視察

し た結果、 外観・ 内部共に老築化がかなり 進んでいる 印象であっ た。 県と し ては長寿

命化指針によ り 目標使用年数は 70 年と し ている も のの、 築 50 年の建物に多額の修繕を

掛けてま で使用する べき なのか、 築年数から 考えて今回延命し たと し ても 更なる 修繕

費が多額に発生する こ と は明白であり 、 大変難し い問題である 。 県は投資効率も 勘案

し 、 指定管理者たる 当財団、 県民等の意見も 聞き つつ近隣の同様の施設の有無・ 状況

を 加味し 、 今後の施設の在り 方について十分検討し た上でなる べく 早く に計画を 示す

べき と 考える 。  


